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事 務 事 業 の 概 要

Ⅰ 概況

１ 沿革

年 度 衛 生 環 境 消費生活

明治34年 県庁衛生課内へ「衛生検

査室」を設置

昭和14年 衛生試験所として静岡市

小黒に発足

昭和24年 衛生研究所に改称

昭和38年 静岡市鷹匠に移転

昭和42年 公害研究所として静岡市

鷹匠に発足

昭和44年 消費生活センターとして

県民会館内に発足

昭和46年 公害防止センターに改称

昭和47年 「東部・西部支所」開設

昭和49年 県庁西館に移転

昭和52年
中央消費生活センターに

改称

昭和56年 放射線衛生部門が環境放

射線監視センターとなる

静岡市北安東四丁目に本館建設

昭和57年 衛生研究所、公害防止センター及び中央消費生活センターのテスト部門を静岡県

衛生環境センターとして統合

昭和62年 医薬品スタッフが生活科学スタッフから独立

平成元年 別館建設

平成２年
本館３階：安全実験室（化学）、本館４階：安全実験室（微生物）、本館５階：

実験動物棟等を整備

平成３年 組織改正（５部２課11スタッフ２支所となる）

平成９年 静岡県環境衛生科学研究所に改称

組織改正（水質部と大気騒音部を環境科学部と大気・水質部にし、スタッフも同

時に改組）

平成10年 組織改正（微生物部細菌血清スタッフを環境微生物スタッフに、医薬品生活部医

薬品スタッフを医薬食品スタッフに変更）

平成12年 組織改正（有機性廃棄物プロジェクトスタッフを新設（期間３年））

平成14年 組織改正（レジオネラプロジェクトスタッフを新設（期間３年）、環境微生物ス

タッフと食品微生物スタッフを微生物スタッフに変更。環境情報スタッフは企画

調整課に吸収）

平成16年 ファルマバレー構想における創薬担当を設置（医薬品生活部）

平成17年 組織改正（環境科学部居住環境プロジェクトスタッフを新設（期間３年））

様式第1号－3
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平成19年 組織改正（管理部（総務課及び企画調整課）を総務課及び企画調整課に変更。微

生物部ウイルススタッフを微生物スタッフに統合。医薬品生活部を医薬食品部に

変更し、生活科学スタッフを医薬食品スタッフに統合。公害防止業務の健康福祉

センターへの移管に伴い、大気・水質部技術指導スタッフ、東部支所及び西部支

所を廃止）

平成22年 組織改正（総務課に総務班を、企画調整課に企画調整班を新設。環境科学部に富

士山地下水プロジェクトスタッフを新設（期間３年）し、環境科学スタッフを環

境科学班に変更。微生物部微生物スタッフをウイルス班と細菌班に分割。医薬食

品部医薬食品スタッフを医薬班と食品班に分割。大気・水質部を大気水質部に変

更。大気・水質部水質環境スタッフを水質環境班に、大気・騒音環境スタッフを

大気騒音環境班に変更）

平成23年 本館耐震補強工事、放射線測定室改修工事、太陽光発電工事

平成24年 高圧受変電設備更新工事

平成25年 環境科学部の富士山地下水プロジェクトスタッフを廃止し、環境科学班に統合

平成27年 組織改正（総務課の総務班を廃止）

平成29年 組織改正（総務課、企画調整課を廃止、総務企画課を新設）

平成31年 静岡県気候変動適応センターを設置

令和２年 藤枝市谷稲葉に新庁舎建設・移転
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２ 所管区域

県下全域

３ 事務又は事業の概要

(1) 設置に関する県規則

静岡県行政組織規則（昭和44年静岡県規則第７号） 第４章出先機関 第２節くらし・環境

部関係出先機関 第４款環境衛生科学研究所を以下に示す。

第18条 公衆衛生及び生活環境の向上を図るため、静岡県環境衛生科学研究所（以下「環境衛

生科学研究所」という。）を藤枝市谷稲葉に置く。

２ 環境衛生科学研究所の所掌事務は、次のとおりとする。

(1) 公衆衛生、環境保全及び消費生活に係る調査研究に関すること。

(2) 環境に関する情報の収集及び提供並びに環境教育に関すること。

(3) 病原の検索及び血清学的検査並びに病理臨床検査に関すること。

(4) 環境衛生並びに食品、薬品及び消費生活に係る商品に関する試験検査に関すること。

(5) 公害防止のために必要な監視、測定及び試験検査に関すること。

(6) 公衆衛生関係の試験検査機関に対する技術指導に関すること。

(7) 公害防止の技術の普及及び指導に関すること。

(8) その他公衆衛生及び生活環境の向上に関すること。

３ 環境衛生科学研究所に、次の部及び課を置く。

総務企画課

環境科学部

微生物部

医薬食品部

大気水質部

(2) 主要事務事業の概要

静岡県環境衛生科学研究所は、環境と保健衛生の科学的・技術的中核機関として、静岡県の環境

と県民の健康を守るための調査研究、試験検査、常時監視・測定その他の業務に取り組むとともに、

その成果・結果を広く情報発信している。

環境衛生科学研究所
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ア 調査研究

ファルマバレープロジェクトの一翼を担う創薬探索、地下水の有効活用、病原微生物の迅速検

査法、医薬品・食品の新たな検査技術、大気・水質環境の保全対策等の重要課題のほか、県民生

活に密着した課題、将来問題化することが予想される課題について、調査研究を行う。

イ 試験検査

保健衛生や消費生活関係の行政を支援するため、病原微生物、医薬品・食品、毒物劇物等の各

種試験検査や商品テストを行う。

ウ 常時監視・測定

静岡県の生活環境を守るため、大気、水質、騒音等についての常時監視や測定を行う。

エ 危機管理

新たな感染症や食品による健康被害、有害物質による大気汚染事故や河川・湖沼における水質

汚濁事故等、健康や環境に対する危機事案が発生した場合には、県民の生命を守るため、高度な

技術をいかした分析・解析を迅速に行う。

オ 研修指導

県民や市町・健康福祉センターの職員を対象に、科学的・技術的中核機関としての専門性をい

かした環境、保健衛生、消費生活関係の研修や技術指導を行う。

カ 情報発信

調査研究の成果、試験検査や常時監視・測定の結果等について、学会、学術論文、業務研究発

表会、インターネットのホームページなどを通じて、広く県民に情報提供する。
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主幹 1人 主事 1人

主査 2人

主任 1人

班長 1人 主任研究員 1人

主査 2人 主任 3人

主査 1人 技師 1人

主任 1人

班長 1人 主任 2人

主査 2人

班長 1人 主任 3人

主幹 1人 技師 1人

主査 1人

主査 2人

主任 2人

班長 1人 主任 2人

主査 2人

班長 1人 主任 1人

主査 3人 技師 1人

(その他会計年度任用職員等)

４　　組織図

職員数　計49人

職名 人数

会計年度任用職員 8人

臨時的任用職員 0人

総務企画課
課長 1人

環境科学部
部長
 1人

環境科学班

ウイルス班
微生物部
部長兼

ウイルス班長 
1人

細菌班

医薬班
医薬食品部

部長兼
食品班長

1人

食品班

水質環境班
大気水質部

部長
1人

大気騒音環境班

所
 
 
　
長

副
 
所
 
長
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Ⅱ 部課別の事務又は事業の目的、計画、実績（成果）及び評価・改善

（総務企画課）

１ 総務事務

(1) 目的・計画

当研究所職員の人事、予算、安全衛生・健康管理、物品出納等の業務を執行し、職員が快適か

つ安心して業務に専念できる職場環境作りに努める。

また、環境保全に関する行動を率先垂範するため、環境マネジメントの推進に努める。

業務は次のとおりである。

ア 人事管理

イ 予算執行及び財産管理

ウ 安全衛生・健康管理

エ 環境マネジメントの推進

(2) 実績

ア 人事管理

当研究所の組織は４部・１課からなる。職員数は総勢49人（会計年度任用職員8人を除

く。）であり、内訳は、事務職員６人、技術職員43人で、男性29人、女性20人である。

職員の配置については、各々の職員が最大限に能力を発揮できるよう専門分野等を考慮し、

適切な職場配置に努めた。

イ 予算執行及び財産管理

予算執行については、厳しい財政事情の中で、厳正かつ効果的・効率的な執行に努めた。

また、財産管理についても、関係法令等を遵守し、適正な執行に努めた。

ウ 安全衛生・健康管理

当研究所は地理的条件から自家用車等による通勤者が多く、また、公用車による出張業務等

も多いことから、交通安全について周知徹底を図った。

また、高圧ガス・試薬等について、適切な取扱いと管理を行うための所内研修を実施した。

健康管理については、定期健康診断、人間ドック等の健康診断のほか、有機溶剤取扱業務、

特定化学物質取扱業務、放射線業務等を実施している職員の特別健康診断を実施している。

エ 環境マネジメントの推進

(ｱ) 当研究所は、平成11年３月にISO14001認証を取得し、環境管理活動の推進に努めてき

た。

取得から10年以上の知見や実績に基づき、外部認証によらずとも環境管理活動を維持し

運用する体制が整備されるなど、環境マネジメントシステムが定着したことから、平成23

年２月をもってISO14001の認証登録は更新しないこととした。

(ｲ) 平成23年３月１日からは、従来のシステムを維持しつつ一部簡略化するなどの改正のう

え、環境管理活動を継続した。

(ｳ) 平成24年４月１日からは、第４次静岡県環境基本計画（令和４年度～令和12年度）等も

踏まえ、低炭素・循環型社会の構築を目指すとともに、当研究所の特性にも配慮した独自

の環境マネジメントシステムである環衛研EMS（Environmental Management System）を構

築し、環境管理を推進している。

２ 企画調整事務

(1) 目的・計画

当研究所の研究の充実・向上を図るため、研究の調整・取りまとめを行うとともに、研究成果
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の普及・活用を図るため、情報発信や知的財産権に関する事務を行う。

また、当研究所の対外的な窓口として、各種研修等の受講申込み、研修生の受入れ、関係団体

との連携及び各種調査・照会に対する対応を行い、業務の円滑な運営に努める。

業務は次のとおりである。

ア 研究企画

イ 技術の向上、援助・協力事務

ウ 情報発信

エ 特許等の知的財産権事務

オ 関係団体との連携

カ 各種調査・照会及び法令に基づく手続事務

キ 地震等防災対策

ク 検査施設における業務管理

(2) 実績

ア 研究企画

研究企画委員会を開催し、研究テーマ及び研究内容を検討する。なお、平成23年度から、

研究内容の外部評価を本庁経済産業部局（令和７年度は経済産業部産業イノベーション推進

課）が実施している。

イ 技術の向上、援助・協力事務

(ｱ) 研究所職員の研修

職員の資質向上を図ることを目的に、環境省環境調査研修所等が開催する各種研修会・講

習会への職員の参加申込み事務等を行う。

(ｲ) 研修生の受入れ

（令和６年度）

インターンシップ制度に基づく大学生14名を受け入れた。また、国際協力機構（ＪＩ

ＣＡ）の国外研修生12人を受け入れた。

ウ 情報発信

（令和６年度）

業務研究発表会は、会場開催からYouTubeによる動画配信に変更し、いつでも好きな時間

にパソコンやスマホで視聴ができるようにした。８月29日から配信を始め、７年３月31日

までに1,600回視聴された。また、当研究所の研究内容や活動状況を広く一般に紹介するた

め、『研究所報告』(年１回)、『環衛レポート』(年３回)、『商品テスト情報』(年２回)な

どをホームページを通じて情報発信した。

エ 特許等の知的財産権事務

試験研究成果を社会に還元するため、特許権の審査請求等、成果の知的財産権化を図ってい

る。

オ 関係団体との連携

研究所事業の強化・促進を図るため、地方公共団体が設置する公設試験研究機関である地方

環境研究所で組織する「全国環境研協議会」及び地方衛生研究所で組織する「地方衛生研究所

全国協議会」等に参画し、事業連携や情報交換を行っている。

また、事業者の環境保全活動の推進や環境ビジネスの創出に寄与するため、静岡県環境保全
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協会、（一社）静岡県環境資源協会、（公財）静岡県産業振興財団等の関連団体の会議に参

加することとしている。

研究に関しては、県と研究分野における連携協定を締結している静岡県立大学の外、各種研

究機関と共同研究を実施した。

（令和６年度）

（令和７年7月31日現在）

カ 各種調査・照会及び法令に基づく手続事務

当研究所の対外的な窓口として各種照会に対応するとともに、放射性同位元素等の規制に関

する法律等の各種法令に基づく手続事務を行う。

キ 地震等防災対策

突発地震、南海トラフ巨大地震等を想定した全職員参集総合防災訓練等を実施した。

(ｱ) 全職員参集訓練

（令和６年度）

実施日時：令和６年４月25日（木）６：40～８：20

実施状況：要員47名 30分以内参集５名、60分以内参集12名、最終参加人数38名

（令和７年度）

実施日時：令和７年４月24日（木）６：40～８：20

実施状況：要員48名 30分以内参集２名、60分以内参集13名、最終参加人数41名

(ｲ) 総合防災訓練

（令和６年度）

本部運営訓練日に伴せて、所内で自衛消防訓練を実施した。

実施日時：令和６年８月22日（木）８：30～11：55

訓練内容：初期消火、避難、消火栓・水消火器取扱訓練、免震施設見学、防護用品点検

（令和７年度）

令和７年８月27日（水）本部運営訓練日に合わせて実施予定

(ｳ) 地震対策オペレーション（大規模図上訓練）

（令和６年度）

実施日時：令和７年１月17日(金)８：30～10：30

訓練内容：以下を実施。

a 緊急事態対応訓練

環衛研ＥＭＳの緊急事態対応訓練を各部課において行った。

b 発災時の緊急対応手段の体験見学

共同研究の相手方 共同研究実施件数

静岡県立大学外 22

共同研究の相手方 共同研究実施件数

静岡県立大学外 19
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(a) エレベータ（１階エレベータ前）

(b) 防火扉（４階ラウンジ）

(c) 入退管理システム・自動ドア（１階受付前）

（令和７年度）

未定

ク 検査施設における業務管理

食品衛生検査施設における検査等の業務管理要領、感染症検査業務管理要領、試験検査業務

管理要領及びGMP/QMS調査品質管理け監督システムに基づく検査施設における試験検査等の信

頼性確保のため、内部点検実施要領及び自己点検手順書に従って内部点検を実施する。

（令和６年度）

県内４か所の対象施設に対して、延べ55回の点検を実施した。

書類の整備、検査室の管理、機械器具の管理、試薬類の管理、試験品の取扱い等の状況

について点検を実施し、標準作業書や記録類の不備の修正等の改善を指導した。

（令和７年度）

令和６年度と同様に県内４か所の対象施設に対して、７月末日までに延べ22回の点検

を実施した。

施設別内部点検実施回数 （令和６年度）

施設別内部点検実施回数 （令和７年７月31日現在）

(3) 評価・改善

研究企画の外部評価については、経済産業部産業イノベーション推進課が実施する評価会にお

いて、外部有識者からの助言及び指導を受け、研究内容の充実・向上を図った。

検査施設名 内部点検の対象となる検査 内部点検回数

東 部 保 健 所 食品衛生検査・感染症検査 10

中 部 保 健 所 食品衛生検査・感染症検査・医薬品等検査 20

食肉衛生検査所 食品衛生検査 5

環境衛生科学研究所 食品衛生検査・感染症検査・医薬品等検査 20

計 55

検査施設名 内部点検の対象となる検査 内部点検回数

東 部 保 健 所 食品衛生検査・感染症検査 4

中 部 保 健 所 食品衛生検査・感染症検査・医薬品等検査 8

食肉衛生検査所 食品衛生検査 2

環境衛生科学研究所 食品衛生検査・感染症検査・医薬品等検査 8

計 22
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（環境科学部）

１ 化学物質関係事業

(1) 目的・計画

事業場等で製造、使用等されている未規制化学物質の中には、生態系や人の健康に影響を及ぼ

す有害な物質もあることから、環境中の残留状況を調査し、化学物質による環境汚染を未然に防

止するため、以下の事業を実施する。

ア 化学物質環境実態調査

イ 有機フッ素化合物（PFAS）環境実態調査

(2) 実績

ア 化学物質環境実態調査（環境省からの受託事業）

環境省からの委託を受け、環境中の化学物質残留状況を把握することを目的とした全国規模

の環境実態調査を実施している。この調査は「初期環境調査」、「詳細環境調査」及び「モニ

タリング調査」の調査体系で実施するとともに、調査の支援事業として「分析法開発事業」等

についても取り組んでいる。環境リスクが懸念される化学物質について、一般環境中で高濃度

が予想される地域における存在の有無を確認する「初期環境調査」及び様々な場所でより詳細

に濃度を調べる「詳細環境調査」、難分解性・蓄積性の高い化学物質について一般環境中の残

留状況を監視する「モニタリング調査」では試料採取を実施する。

（令和６年度）

初期環境調査では、清水港及び天竜川の水質及び底質、詳細環境調査では、清水港及び潤

井川の水質、モニタリング調査では引き続き清水港の底質及び天竜川の水質・底質を採取し

た。

また、分析法開発事業において、GC/MSを用いる自動同定定量システム（AIQS-GC)による

スクリーニング分析を清水港及び天竜川の水質で実施した。

(令和６年度）

調査区分 調査地点 調査物質名
採取検体数

水質 底質※1 合計

初期環境

調査

清水港

りん酸トリス(2-クロロ-1-メチルエチル) 1 1

りん酸トリス(1,3-ジクロロ-2-プロピル) 1 1

りん酸トリブチル 1 3 4

りん酸トリス(2-ブトキシエチル) 1 1

天竜川
トリブチルアミン 1 3 4

n-ブチル-2,3-エポキシプロピルエーテル※2 1 1

詳細環境

調査

清水港 N,N,N-トリメチルドデカン-1-アミニウムの塩 1 1

潤井川

アクリル酸 1 1

アクリル酸メチル 1 1

アクリル酸エチル 1 1

アクリル酸n-ブチル 1 1

アクリル酸イソブチル 1 1
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イ 有機フッ素化合物（PFAS）環境実態調査

有機フッ素化合物の PFOS 及び PFOA は、自然環境中で分解されにくく、蓄積されやすい性質があ

り、世界的に環境への排出量を削減する動きが強まり、現在は国内外において製造、使用等が制限され

ている。国内では PFOS 及び PFOA は、人の健康の保護に関する要監視項目に設定され、公共用水域

等における指針値として「PFOS 及び PFOA の合計値が 50ng/L」となっている。PFOS 及び PFOA につ

いては、平成14 年度以降環境省が全国的な調査を実施し、国内各地でも独自に調査が実施され、指針

値を超過する地点もあることから、環境省は環境モニタリングの強化等、対策の強化に取り組んでいる。

本県においても浜松市では、発生源は特定できていないが航空自衛隊浜松基地周辺の河川、地下水、

井戸水から指針値を超える PFOS 及び PFOA を検出し、静岡市においても約10 年前まで PFOA を使用

していた工場周辺の水路や井戸水から指針値を超える PFOS 及び PFOA を検出している。これらのこと

から、静岡県における PFAS の存在状況を確認するため、令和５年度から環境基準点 27 河川 33 地点を

対象に実態調査を実施している。PFOS 及び PFOA に加え、人の健康に係る要調査項目に指定されてい

アクリル酸tert-ブチル 1 1

アクリル酸n-オクチル 1 1

アクリル酸イソオクチル 1 1

アクリル酸2-エチルヘキシル 1 1

アクリル酸イソノニル 1 1

アクリル酸n-デシル 1 1

アクリル酸n-ドデシル 1 1

アクリル酸n-オクタデシル 1 1

アルキル硫酸（アルキル基の炭素数が8から18までの

もの）及びその塩類
1 1

モニタリ

ング調査

清水港

(底質）

天竜川

（水質・

底質）

PCB類 1 6 7

HCB（ヘキサクロロベンゼン） 1 6 7

ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS) 1 6 7

ペルフルオロオクタン酸（PFOA) 1 6 7

ペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS） 1 6 7

デクロランプラス 1 6 7

メトキシクロル 1 6 7

UV-328 1 6 7

スクリー

ニング分

析※3

清水港

天竜川

ジフェニルエーテル 1 1

4-tert-ブチルフェノール 1 1

計 31 54 85

※1 底質の採取検体数は調査地点毎に各３検体

※2 調査物質の分析も実施

※3 記載の２物質以外にスクリーニング分析で検出した物質全てを報告
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るペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）についても調査対象とした。令和６年度からは民間分析業

者に委託にて PFAS の実態調査を実施し、指針値を超過した地点について当研究所で周辺詳細調査を

行うこととしている。令和６年度の実態調査の結果、PFOS 及び PFOA の合計値は指針値を超過する地点

はなかった。また PFHxS については、報告下限値未満であった。

（令和６年度）

(3) 評価・改善

ア 化学物質環境実態調査（環境省からの受託事業）

化学物質環境実態調査では、結果が環境省に送られ、全国調査として公表されている。令和

６年度の全国調査結果はまだ公表されていないが、本県は例年、全国と同様の傾向を示してい

る。

令和７年度は、初期環境調査では、天竜川及び清水港の水質及び底質、詳細環境調査では、

天竜川及び清水港の底質、モニタリング調査では引き続き清水港の底質及び天竜川の水質・底

質を調査する。

また、昨年度と同様、分析法開発事業において、GC/MS を用いる自動同定定量システム

（AIQS-GC)によるスクリーニング分析法の検討を実施する。

イ 有機フッ素化合物（PFAS）環境実態調査

令和５年度、６年度はPFOS,PFOAの合計値は指針値を超えるものはなく、PFHｘSについて

は、報告下限値未満であった。

令和７年度は引き続き７河川33地点について、年１回調査を実施する。

２ 地域気候変動適応センターの運営

(1) 目的・計画

平成30年12月に施行された気候変動適応法において、地方公共団体はその区域における気候

変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行う拠

点（地域気候変動適応センター）としての機能を担う体制を確保するよう努めることとされてい

る。そのため、静岡県では平成31年３月から当研究所内に「静岡県気候変動適応センター」機

能を確保することとなった。

センターでは環境科学部が主となり、国の適応センターや県内研究機関等とのネットワークの

構築、適応策や適応研究成果の収集、整理、分析等を行い、行政や事業所、県民、研究者に対し、

適応策等の情報提供を行う。

(2) 実績

（令和６年度）

・「環境フェスタ“もったいない”２０２４ in ふじえだ」（令和６年６月１日開催）に出展

した。

調査物質名 調査河川数 調査地点数 検出地点数 測定結果（ng/L)

PFOS及びPFOA 27 33 33 2.3～11

PFHxS 27 33 0 <1.0
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・適応センターのニュースレーターを年３回発行し、ホームページに掲載するとともに静岡県

地球温暖化防止県民会議構成団体等に周知した。

・本県試験研究機関の気候変動適応に関する研究を取りまとめ、ホームページに掲載した。

・「ふじのくに気候変動適応アクションカード」の貸出を行い、気候変動適応の普及啓発を図

った（貸出４件）。

・県内外の行政、研究機関からのセンター運営に関する問合せや相談に対応した。

・国適応センター主催の「地域適応センター定例会議」「地域の気候変動適応推進に向けた意

見交換会」に出席し、国及び他地域気候変動適応センターとの連携を図った。

・改正気候変動適応法への対応として、本県地球温暖化対策推進本部適応策推進部会内に熱中

症対策ワーキンググループが設置され、当所環境科学部がメンバーとして参画した。

（令和７年度）

・「環境フェスタ“もったいない”２０２５ in ふじえだ」（令和７年５月31日開催）に出

展した。

・適応センターのニュースレーター第７号を６月に発刊し、ホームページに掲載するとともに

静岡県地球温暖化防止県民会議構成団体等に周知した。

・「ふじのくに気候変動適応アクションカード」の貸出を継続する（7月までに貸出1件）。

・昨年度と同様に国適応センター主催の各種会議に出席し、国及び他地域気候変動適応センタ

ーとの情報交換と連携を図る。

・本県地球温暖化対策推進本部適応策推進部会内の熱中症対策ワーキンググループに出席し、

当センターの対応状況について報告した（令和７年４月21日）。

(3) 評価・改善

センター設立から６年が経過し、その間、県内市町や県内外の関係研究機関と協力体制を築く

ことができ、県内の気候変動影響及び適応に関する多くの情報を収集・分析した。今後も引き続

き主管課である環境政策課と協力し、情報収集・分析・情報提供を行っていくとともに、市町の

適応計画策定をバックアップする。

３ 気候変動影響及び適応に関する調査業務（令和元年度～）

(1) 目的・計画

夏季の猛暑・降水の極端化など、気候変動の影響は既に現れており、県内の年平均気温は100

年あたりの換算で既に約2.5℃上昇しており、そのペースは年々増加している。今後、温室効果

ガスの削減を実施しても避けることができない気候変動に対し、可能な限り将来の被害の回避・

低減を図る必要がある。本県において適切な適応策を検討・実施するため、具体的な影響の把

握・将来予測に向けた以下の調査を行う。

ア 熱中症ホットスポットの抽出

熱中症予防・暑熱対策に向け、県内の気象観測データを一元的に収集・整理するとともに、

ヒートアイランド現象が想定される地域を中心に温湿度計等を設置して観測データを収集・解

析し、熱中症に注意すべきホットスポットなどを抽出する。

イ 高山帯希少種の生息環境把握

伊豆天城山及び南アルプスに気象観測装置を設置して基礎データを収集するとともに、周辺

の生態調査結果と比較し、希少種等の生息・生育適地の検討を行う。
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(2) 実績

ア 熱中症ホットスポットの抽出

（令和６年度）

・藤枝市及び焼津市街地において、温湿度の実測と他機関が公表している日射量や風速などの

データから暑さ指数（WBGT）を算出した。平均気温は８月より７月の方が高く、特に中心市

街地は気温が高い傾向があり、７～８月の日最高WBGTでは、いずれの地点も高かった。

（令和７年度）

・藤枝市及び焼津市街地において、温湿度の観測データの収集を継続実施している。

イ 高山帯希少種の生息環境把握

（令和６年度）

・天城山、南アルプスでの気象観測などにおける気象観測機器整備が完了した。

（令和７年度）

・天城山、南アルプスでの気象観測などを継続しデータを蓄積する。

(3) 評価・改善

ア 熱中症ホットスポットの抽出

藤枝市及び焼津市街地において、温湿度の観測を継続実施し、熱中症ホットスポットの発生

要因や対応策を検討していく。

イ 高山帯希少種の生息環境把握

天城山、南アルプスの気象観測データの蓄積がすすんでいる。また、天城山、南アルプスに

トレイルカメラを設置することで、動植物の観測データの収集も可能となった。

４ 調査研究

(1) 令和６年度研究課題

以下の６研究課題を実施した。

(2) 令和７年度研究課題

以下の５研究課題を実施している。

研究テーマ 実施期間

河川底質中マイクロプラスチック汚染実態調査 令和６～８年度

災害・事故時における化学物質スクリーニング分析の活用 令和６～７年度

沿岸部における深部地下水環境の解明およびデータベース構築に向けた
水文地質学的研究((国研)産業技術総合研究所からの受託研究)

平成 28～令和７
年度

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術開発事業/海洋生分解
性に係る評価手法の確立((国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構
からの受託研究）

令和２～６年度

地方における再エネ熱面的利用促進に資する導入支援技術の開発((国研)
産業技術総合研究所からの受託研究)

令和６～令和８
年度

御前崎港周辺におけるブルーカーボン・生物多様性創出と海・潮流との
関係

令和６年度

研究テーマ 実施期間

河川底質中マイクロプラスチック汚染実態調査 令和６～８年度
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災害・事故時における化学物質スクリーニング分析の活用 令和６～７年度

沿岸部における深部地下水環境の解明およびデータベース構築に向けた
水文地質学的研究((国研)産業技術総合研究所からの受託研究)

平成 28～令和７
年度

地方における再エネ熱面的利用促進に資する導入支援技術の開発((国研)
産業技術総合研究所からの受託研究)

令和６～令和８
年度

機械観測と市民参加型調査のシナジーをもたらす生物多様性音響観測支
援システムの構築((国研)国立環境研究所からの受託研究)

令和７～令和９
年度
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（微生物部）

１ 感染症関係事業

(1) 目的・計画

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）に基づき、感染症の発

生拡大や未然防止のために、静岡県内で現在発生している、又は将来発生が予測される感染症

（ウイルス性、細菌性、寄生虫性等）の動向を把握し、県民の健康を守るため、試験検査及び調

査を実施する。

業務は次のとおりである。

ア 感染症発生動向調査

イ 感染症流行予測調査

ウ ウイルス・リケッチア検査

エ 細菌検査

(2) 実績

ア 感染症発生動向調査

感染症発生動向調査は、昭和56年から厚生労働省が感染症対策として全国規模で行ってい

る事業であり、統一した方法により感染症の発生状況を把握し、そのまん延を未然に防止する

ことを目的としている。

病原体定点となっている医療機関から医師が感染症の発生を疑い、健康福祉センターを通し

て当研究所に送付された検体について、病原体の検出、病原株の血清型別検査、遺伝子型別検

査等を実施し、結果を回報するとともに、病原体検出情報として厚生労働省に報告する。

（令和６年度）

二類感染症１疾病、三類感染症３疾病、四類感染症14疾病、五類感染症10疾病について、

353件の検査を実施したところ、陽性件数は259件であった。

（令和７年度）

二類感染症１疾病、三類感染症３疾病、四類感染症13疾病、五類感染症10疾病について、

272件の検査を実施したところ、陽性件数は133件であった。
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（令和６年度）

感
染
症
の
分
類

臨床診断名

下
田
メ
デ
ィ
カ
ル
セ
ン
タ
ー

国
際
医
療
福
祉
大
学
熱
海
病
院

沼
津
市
立
病
院

順
天
堂
大
学
付
属
静
岡
病
院

富
士
市
立
中
央
病
院

島
田
市
立
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー

中
東
遠
総
合
医
療
セ
ン
タｰ

磐
田
市
立
総
合
病
院

市
立
湖
西
総
合
病
院

そ
の
他
の
医
療
機
関

件

数

陽
性
件
数

二
類

感
染
症

結核 1 2 1 4 4

三
類

感
染
症

細菌性赤痢 1 1 1

腸管出血性大腸菌感染症 1 1 1 2 1 24 30 30

腸チフス １ １ 1 3 1

四
類
感
染
症

重症熱性血小板減少症候

群(SFTS)
3 6 1 2 7 19 4

つつが虫病 3 1 1 14 19 5

日本紅斑熱 6 5 2 3 17 33 13

デング熱 1 1 1 3 1

ジカウイルス感染症 1 1 0

チクングニア熱 1 1 0

エムポックス 1 1 0

E型肝炎 1 1 0

ライム病 2 2 0

レジオネラ症 1 8 9 0

レプトスピラ症 2 2 0

Q熱 1 1 0

Ａ型肝炎 1 1 0

日本脳炎 1 1 0

五
類
感
染
症
（
全
数
把
握
）

急性脳炎 4 4 4

風しん 1 1 0

麻しん 1 2 1 5 9 0
カルバペネム耐性腸内細
菌目細菌感染症 2 7 9 9

バンコマイシン耐性腸球
菌感染症 16 3 3 6 28 28

劇症型溶血性レンサ球菌
感染症 1 1 5 8 3 1 10 29 29

同
上
（
定
点
）

無菌性髄膜炎 1 1 1 3 2

インフルエンザ 58 5 37 11 24 135 125

感染性胃腸炎 3 3 3

新型コロナウイルス

感染症 1 1 0

計 58 7 16 36 9 6 22 53 13 134 354 259
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（令和７年７月31日現在）

感
染
症
の
分
類

臨床診断名

下
田
メ
デ
ィ
カ
ル
セ
ン
タ
ー

国
際
医
療
福
祉
大
学
熱
海
病
院

沼
津
市
立
病
院

順
天
堂
大
学
付
属
静
岡
病
院

富
士
市
立
中
央
病
院

島
田
市
立
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー

中
東
遠
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー

磐
田
市
立
総
合
病
院

市
立
湖
西
総
合
病
院

そ
の
他
の
医
療
機
関

件

数

陽
性
件
数

二
類

感
染
症

結核 2 2 2

三
類
感
染
症

腸管出血性大腸菌感染症 6 6 6

コレラ 1 1 0

腸チフス 1 1 2 2

四
類
感
染
症

重症熱性血小板減少症候

群(SFTS) 1 1 3 3 7 15 3

つつが虫病 2 5 12 19 0

日本紅斑熱 3 3 3 8 1 12 30 14

デング熱 1 2 5 8 1

チクングニア熱 1 1 2 1

ジカウイルス感染症 1 2 3 0

エムポックス 1 1 0

レジオネラ症 1 4 5 2

E型肝炎 2 2 1

ライム病 1 2 4 7 0

レプトスピラ症 1 1 0

Q熱 1 1 0

ブルセラ症 1 1 0

五
類
感
染
症
（
全
数
把
握
）

麻しん 1 1 2 1 1 6 12 2

風しん 1 1 2 2 6 0

急性脳炎 1 1 0

カルバペネム耐性腸内細

菌目細菌感染症 5 2 7 7

バンコマイシン耐性腸球

菌感染症 13 3 16 32 24

劇症型溶血性レンサ球菌

感染症 3 3 3

同
上
（
定
点
）

インフルエンザ 1 1 1

新型コロナウイルス感染症 4 2 2 8 8

急性呼吸器感染症（ARI) 1 18 6 62 4 91 53

感染性胃腸炎 5 5 3

計 4 4 12 34 6 22 21 68 0 101 272 133
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イ 感染症流行予測調査

流行すると社会的影響の大きいウイルス性疾患について、流行を予測し、早期に対策を講じ

ることを目的として、厚生労働省は毎年全国規模の実態調査を各都道府県の地方衛生研究所に

委託し、実施している。

（令和６年度）

当研究所ではインフルエンザと麻しん、計444件の感受性調査（抗体検査）を行い、県民の

抗体保有状況について調査した。またポリオの感染源調査を計72件実施した。

（令和７年度）

ポリオの感染源調査を計24件の調査を実施した。

（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

ウ ウイルス・リケッチア検査

ウイルス・リケッチア感染症の実態を把握し、その予防対策に役立てるため、健康福祉セン

ターから検査依頼された臨床検体（感染症発生動向調査を含む。）について、ウイルス・リケ

ッチアの検出、遺伝子型別、抗体価測定等を実施する。

（令和６年度）

717件について検査を実施した結果、197件が陽性であった。インフルエンザについては、

135件の遺伝子検査及び分離培養を行った。分離株の一部については国立感染症研究所への分

与を行った。

麻しんウイルスについて10件の検査を実施したが、すべて陰性であった。

（令和７年度）

678件について検査を実施した結果、80件が陽性であった。

マダニ媒介性病原体の検査依頼が断続的にあり、41件の検査を実施した結果、SFTSウイル

ス3件、日本紅斑熱リケッチア16件が陽性であった。

本年度から急性呼吸器感染症（ARI)の検査が始まり、インフルエンザ及び新型コロナウイル

スの検査はARIに含まれることになった。ARIは91件について検査を実施した結果、インフ

ルエンザウイルス6件、RSウイルス6件、ヒトメタニューモウイルス5件、パラインフルエ

ンザウイルス26件、新型コロナウイルス12件が陽性であった。

調査項目 項 目 件数 項目数

インフルエンザウイルス 抗体価測定（ヒト） 222 888

麻しんウイルス 抗体価測定（ヒト） 222 222

ポリオウイルス 分離同定 72 144

計 516 1254

調査項目 項 目 件数 項目数

ポリオウイルス 分離同定 24 48

計 24 48
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【病原体検出検査】 （令和６年度）

病 原 体 名 項 目 件 数 項目数 陽性件数

呼
吸
器
系

インフルエンザウイルス
遺伝子検査 135 438 125

分離同定 135 135 27

新型コロナウイルスSARS-CoV-2 遺伝子検査 1 1 0

ライノウイルス 遺伝子検査 1 1 1

消
化
器
系

ノロウイルス 遺伝子検査 12 24 11

サポウイルス 遺伝子検査 8 8 0

E型肝炎ウイルス 遺伝子検査 1 1 0

A型肝炎ウイルス 遺伝子検査 1 1 0

アデノウイルス 遺伝子検査 6 6 1

エンテロウイルス
分離同定 2 6 2

遺伝子検査 8 8 4

パレコウイルス 遺伝子検査 6 6 0

発
疹
性
等

風しんウイルス 遺伝子検査 10 10 0

麻しんウイルス 遺伝子検査 10 10 0

エムポックスウイルス 遺伝子検査 1 2 0

デングウイルス 遺伝子検査 4 16 1

ジカウイルス 遺伝子検査 4 4 0

チクングニアウイルス 遺伝子検査 4 4 0

日本脳炎ウイルス 遺伝子検査 1 1 0

ムンプスウイルス 遺伝子検査 6 6 0

ヒトヘルペスウイルス 遺伝子検査 4 4 3

単純ヘルペスウイルス 遺伝子検査 6 6 0

水痘-帯状疱疹ウイルス 遺伝子検査 1 1 0

血
液
性
等

クラミジア 遺伝子検査 126 126 2

Ｃ型肝炎ウイルス 遺伝子検査 2 2 0

ダ
ニ
媒
介
性

ＳＦＴＳウイルス 遺伝子検査 126 126 2

日本紅斑熱リケッチア
遺伝子検査 47 72 13

抗体検査 1 4 0

つつが虫病リケッチア
遺伝子検査 47 52 5

抗体検査 1 20 0

計 717 1101 197
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【病原体検出検査】 （令和７年７月31日現在）

エ 細菌検査

保健衛生行政に関わる病原細菌の検査は、健康福祉センター、当研究所及び国立感染症研究

所で実施している。健康福祉センターが行う感染症検査（感染症発生動向調査を含む。）のう

ち、当研究所に依頼のあった分離菌株又は当研究所で依頼検体から分離した菌株等について詳

細検査を実施し、菌種、血清型、遺伝子型、毒素産生性等を決定する。

病 原 体 名 項 目 件 数 項目数 陽性件数

呼
吸
器
系

急
性
呼
吸
器
感
染
症
（
Ａ
Ｒ
Ｉ
）

インフルエンザウイルス
分離同定 6 6 0

遺伝子検査 92 182 6

RSウイルス 遺伝子検査 91 182 6

ヒトメタニューモウイルス 遺伝子検査 91 91 5

パラインフルエンザウイルス 遺伝子検査 91 364 26

新型コロナウイルスSARS-CoV-2 遺伝子検査 91 91 12

消
化
器
系

ノロウイルス 遺伝子検査 5 10 3

E型肝炎ウイルス 遺伝子検査 2 3 1

アデノウイルス
分離同定 1 3 0

遺伝子検査 1 1 0

エンテロウイルス
分離同定 1 3 0

遺伝子検査 1 1 0

パレコウイルス
分離同定 1 3 0

遺伝子検査 1 1 0

発
疹
性
等

風しんウイルス 遺伝子検査 15 15 0

麻しんウイルス 遺伝子検査 15 15 2

エムポックスウイルス 遺伝子検査 1 2 0

ヒトヘルペスウイルス 遺伝子検査 1 1 0

単純ヘルペスウイルス 遺伝子検査 1 1 0

水痘－帯状疱疹ウイルス 遺伝子検査 1 1 0

血
液

性
等クラミジア 遺伝子検査 46 46 0

ダ
ニ
媒
介
性

ＳＦＴＳウイルス 遺伝子検査 41 82 3

日本紅斑熱リケッチア
遺伝子検査 40 63 16

抗体検査 1 4 0

つつが虫病リケッチア
遺伝子検査 40 40 0

抗体検査 1 20 0

計 678 1231 80
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（令和６年度）

結核菌、レジオネラ属菌等の病原体の検査依頼があり、浴槽水８件でレジオネラ属菌陽性と

なり、検査結果を健康福祉センターに報告した。また、健康福祉センターから依頼があった菌

株163件について、性状検査（血清型別、薬剤耐性試験等）、各種遺伝子検査及び遺伝子解析

（MLVA法、PFGE法）等を実施した。

（令和７年度）

レジオネラ属菌等の病原体の検査依頼があり、患者５件、浴槽水８件の計13件を検査した

結果、３件が陽性であり、検査結果を健康福祉センターに報告した。また、健康福祉センター

から依頼があった菌株97件について、性状検査（血清型別、薬剤耐性試験等）、各種遺伝子

検査及び遺伝子解析（MLVA法、PFGE法）等を実施した。

【病原体検出検査】 （令和６年度）

【性状確認検査】 （令和６年度）

病 原 体 名 項 目 件 数 項目数 陽性件数

結核菌 遺伝子検査 4 4 4

レジオネラ属菌
分離同定 75 240 8

遺伝子検査 2 2 1

ライム病ボレリア 遺伝子検査 2 2 0

回帰熱ボレリア 遺伝子検査 2 2 0

レプトスピラ 遺伝子検査 2 2 0

コクシエラ（Q熱） 遺伝子検査 1 1 0

計 88 253 13

病 原 体 名 項 目 件 数 項目数 内訳

腸管出血性大腸菌
性状検査 30 90

血清型別60

毒素検出30

遺伝子検査 30 30 MLVA 30

カルバペネム耐性腸内細菌目細菌
性状検査 9 18 薬剤耐性18

遺伝子検査 9 9 薬剤耐性 9

バンコマイシン耐性腸球菌

性状検査 28 28 薬剤耐性28

遺伝子検査 28 84

菌種 28

Van型 28

PFGE 28

劇症型溶血性レンサ球菌 性状検査 29 41
群分類 29

T型別 12

計 163 300
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【病原体検出検査】 （令和７年７月31日現在）

【性状確認検査】 （令和７年７月31日現在）

(3) 評価・改善

感染症発生動向調査により、海外からの輸入感染症を疑う症例や、速やかな診断が求められる

症例について、迅速に検査を行うことができ、検査結果について情報発信を行うことで拡大防止

に活用された。また、感染症流行予測調査は、被検者の同意の得られた必要検体数を確保するこ

とができ、調査結果はワクチンの有効性や次期製造ワクチンの抗原選定の基礎資料として利用さ

れた。

（令和６年度）

感染性胃腸炎に伴うノロウイルス及びサポウイルスの検査件数が増加した。また、マダニ媒

介性病原体の検査依頼が増加し、陽性数も増加した。一方、インフルエンザウイルスの検査件

病 原 体 名 項 目 件 数 項目数 陽性件数

結核菌 遺伝子検査 2 2 2

レジオネラ属菌
分離同定 13 44 3

遺伝子検査 0 0 0

ライム病ボレリア 遺伝子検査 7 7 0

回帰熱ボレリア 遺伝子検査 7 7 0

レプトスピラ 遺伝子検査 1 1 0

コクシエラ（Q熱） 遺伝子検査 1 1 0

ブルセラ 遺伝子検査 1 1 0

計 32 63 5

病 原 体 名 項 目 件 数 項目数 内訳

腸管出血性大腸菌
性状検査 6 18

血清型別 12

毒素検出 6

遺伝子検査 6 6 MLVA 6

コレラ菌
性状検査 1 2

血清型別 1

毒素検出 1

遺伝子検査 1 1 毒素遺伝子1

チフス菌 性状検査 2 2 血清型別 2

カルバペネム耐性腸内細菌目細菌
性状検査 7 14 薬剤耐性 14

遺伝子検査 7 7 薬剤耐性 7

バンコマイシン耐性腸球菌

性状検査 32 32 薬剤耐性 32

遺伝子検査 32 96

菌種 32

Van型 32

PFGE 24

劇症型溶血性レンサ球菌 性状検査 3 4
群分類 3

T型別 1

計 97 182
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数は昨年度に比べ減少した。

バンコマイシン耐性腸球菌感染症の検査依頼は、令和5年度に比べ減少したが、病院内集団

発生事例のため、検出菌株の関連を比較するPFGE検査の依頼があった。また、劇症型溶血性

レンサ球菌もバンコマイシン耐性腸球菌感染症とほぼ同様の検査依頼があった。

（令和７年度）

急性呼吸器感染症（ARI）の検査開始により、検査件数及び検査項目数が大幅に増加した。

また、マダニ媒介性病原体の検査依頼が増加し、日本紅斑熱の陽性数は過去最多となった。

細菌検査では、バンコマイシン耐性腸球菌感染症が複数の病院で発生しており、薬剤耐性菌

の検査件数は、依然として多い状況が続いている。

２ 食品・衛生関係事業

(1) 目的・計画

食品を介したウイルス、細菌、寄生虫及び化学物質による健康被害を未然に防止するため、食

品衛生法に基づく食中毒発生時の原因調査、健康福祉センターが収去した食品の規格検査等（抗

菌性物質、アレルギー物質等）の検査を実施する。

また、健康福祉部衛生課からの依頼による温泉等入浴施設の浴槽水のレジオネラ属菌検査を実

施する。

業務は次のとおりである。

ア 食中毒関連検査

イ 食品の試験検査

ウ 浴槽水の衛生検査

エ 試験検査の精度管理（微生物部門）

(2) 実績

ア 食中毒関連検査

(ｱ) ウイルス学的検査

病因物質としてウイルスが疑われた食中毒事例において患者便や調理従事者便などについ

てノロウイルスの検査を行う。ノロウイルスが検出されなかった検体については、原因究明

のためサポウイルス等の検査を実施する。

（令和６年度）

７か所の健康福祉センターから41事例、411件の検査依頼があり、813項目の検査を実施した。

（令和７年度）

７か所の健康福祉センターから20事例、293件の検査依頼があり、523項目の検査を実施

した。

（令和６年度）

検査対象ウイルス 食品 便 拭取り その他 件数計 項目数

ノロウイルス 9 262 131 0 402 804

サポウイルス 0 9 0 0 9 9

ロタウイルス 0 0 0 0 0 0

計 9 271 131 0 411 813
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（令和７年７月31日現在）

(ｲ) 細菌学的及び寄生虫学的検査

病因物質として細菌が疑われた事例の食中毒起因菌の一斉迅速検査（PCR法）及び寄生虫

が疑われた食中毒事例のアニサキスやクドア等の寄生虫検査を実施する。また、健康福祉セ

ンターで分離された病原菌の同定、血清型別、遺伝子型別、毒素産生試験等を実施する。

（令和６年度）

４か所の健康福祉センターから９事例、57件の検査依頼があり、172項目の検査を実施し

た。食中毒事例の黄色ブドウ球菌エンテロトキシン遺伝子の検査や、セレウス菌下痢毒及び

嘔吐毒遺伝子検査を行った。

（令和７年度）

４か所の健康福祉センターから６事例、34件の検査依頼があり、93項目の検査を実施し

た。

（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

検査対象ウイルス 食品 便 拭取り その他 件数計 項目数

ノロウイルス 33 140 56 1 230 460

サポウイルス 0 41 5 0 46 46

ロタウイルス 0 7 10 0 17 17

計 33 188 71 1 293 523

検査対象病因物質 食品 便 吐物 菌株 その他 件数計 項目数

食中毒細菌培養検査 0 0 0 0 1 1 5

サルモネラ属菌血清型別 0 0 0 0 3 3 3

寄生虫検査 5 18 0 0 1 24 83

黄色ブドウ球菌

エンテロトキシン遺伝子 0 9 0 4 0 13 65

セレウス菌下痢毒遺伝子 0 8 0 0 0 8 8

セレウス菌嘔吐毒遺伝子 0 8 0 0 0 8 8

計 5 43 0 4 5 57 172

検査対象病因物質 食品 便 吐物 菌株 その他 件数計 項目数

寄生虫検査 0 10 0 0 1 11 28

黄色ブドウ球菌エンテロトキシン 0 0 0 14 0 14 56

ウェルシュ菌毒素遺伝子 0 0 0 9 0 9 9

計 0 10 0 23 1 34 93
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イ 食品の試験検査

食品の規格検査は、健康福祉部衛生課の収去検査計画に基づき、アレルギー物質を含む食品、

組換えDNA技術応用食品及び抗菌性物質（牛乳、ハチミツ）の検査を実施する。貝毒検査につ

いては、流通前の段階のアサリ等を検査し、規制値を越えた水産物が流通しないよう結果を健

康福祉部衛生課及び経済産業部水産振興課に報告する。

（令和６年度）

健康福祉センターから検査依頼のあった加工食品等192件、439項目の検査を実施した。ア

レルギー物質を含む食品検査では陽性検体が２件確認された。また、抗菌性物質検査及び貝毒

検査については、規制値を超える検体はなかった。

（令和７年度）

７月末までに健康福祉センターから検査依頼のあった加工食品等56件、93項目の検査を実

施し、違反検体は確認されなかった。また、貝毒検査については検体が確保できなかったため、

前半の検査は実施していない。なお、年度末までに昨年度並に検査を実施する予定である。

（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

検体の種類 検査項目 件 数 項目数

加工食品

アレルギー物質（乳） 34 68

アレルギー物質（卵） 41 82

アレルギー物質（そば） 13 26

アレルギー物質（小麦） 17 34

アレルギー物質（えび・かに） 13 26

アレルギー物質（落花生） 11 22

トウモロコシ半製品、加工品

組換えDNA技術応用食品

15 45

大豆穀粒 10 30

コメ加工品 15 45

牛乳
抗菌性物質

10 30

ハチミツ 9 27

カキ 麻痺性貝毒 4 4

計 192 439

検体の種類 検査項目 件 数 項目数

加工食品
アレルギー物質（乳） 18 36

アレルギー物質（卵） 19 38

牛乳 抗菌性物質 10 10

ハチミツ 抗菌性物質 9 9

計 56 93
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ウ 浴槽水の衛生検査

県内の温泉等入浴施設の浴槽水について、健康福祉部衛生課からの依頼によりレジオネラ属

菌等の検査を実施する。

（令和６年度）

浴槽水のレジオネラ属菌の検査では40件中12件が基準値（10 CFU/100mL）を超過し、検査

結果は速やかに健康福祉センターに報告し、施設の監視指導等に利用された。

（令和７年度）

浴槽水のレジオネラ属菌の検査では40件中６件が基準値（10 CFU/100mL）を超過した。検査

結果は速やかに健康福祉センターに報告し、施設の監視指導等に利用された。

（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

エ 試験検査の精度管理（微生物部門）

検査の精度の向上を目的とし、外部精度管理調査と内部精度管理調査を実施する。

（令和６年度）

（一財）食品薬品安全センターが行う外部精度管理調査に参加し、麻痺性貝毒検査につい

て評価を受けた。この他、各細菌の専門機関等が実施する外部精度管理にも参加した。

また、内部精度管理では、一般細菌数測定において標準作業書で定める基準値（目標値）

の設定範囲内にあり、良好な数値であった。

（令和７年度）

（一財）食品薬品安全センターが行う外部精度管理調査に参加し、アレルギー物質を含む

食品／特定原材料検査(卵）について評価を受ける。この他、各細菌の専門機関等が実施する

外部精度管理にも参加する。

検体の種類 検査項目 件数 項目数

浴槽水（温泉） レジオネラ属菌 40 120

計 40 120

検体の種類 検査項目 件 数 項目数

浴槽水（温泉） レジオネラ属菌 40 120

計 40 120
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（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

(3) 評価・改善

令和６年度に県内の健康福祉センター管内で発生した食中毒は５件であり、病因物質の内訳は、

ノロウイルスが２件、カンピロバクター及びサルモネラ属菌、アニサキスがそれぞれ１件であっ

た。

食品の収去検査では、令和６年度に陽性検体が２件確認されたため、速やかに管轄の健康福祉

センターに報告し、食品の安全確保に寄与した。

県内温泉施設等の浴槽水についてレジオネラ属菌検査を実施したところ、令和６年度は12件

からレジオネラ属菌が検出され、この結果を踏まえ健康福祉センターが改善指導を行うことによ

りレジオネラ症の発生防止を図った。

また、食品衛生行政に活用できる正確かつ迅速な検査を実施するため、今後も外部精度管理及

び内部精度管理を活用し、より一層検査精度の向上に努めていく。

３ 医薬品等関係事業

(1) 目的・計画

医薬品医療機器等法に基づき、健康福祉センターが収去した医薬品の規格検査のうち、微生物

検体の種類 検査項目 件 数 項目数

外部精度管理

麻痺性貝毒 1 1

結核菌VNTR検査 3 36

レジオネラ属菌検査 2 4

コレラ菌の同定検査 3 3

EHEC-MLVA法 5 5

腸管出血性大腸菌の遺伝子検査 4 8

小計 18 57

内部精度管理

一般細菌数測定 1 1

結核菌VNTR検査 1 12

レジオネラ属菌検査 6 30

3類感染症同定検査（コレラ菌以外） 4 4

小計 12 47

計 30 104

検体の種類 検査項目 件 数 項目数

外部精度管理 腸管出血性大腸菌の遺伝子検査 4 8

小計 4 8

内部精度管理 3類感染症同定検査（コレラ菌以外） 4 4

小計 4 4

計 8 12
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に関する検査を実施する。また、薬事監視機動班の薬事監視員を対象とした医薬品の微生物検査

実習等に係る研修会を実施する。

業務は次のとおりである。

ア 医薬品等検査

イ 試験検査に係る薬事監視員研修会

(2) 実績

ア 医薬品等検査

医薬品等品質保証検査として、健康福祉センターが医薬品医療機器等法に基づいて収去した

医薬品等について無菌試験と微生物限度試験を実施したが、すべて基準に適合していた。令和

７年度も、無菌試験と微生物限度試験を実施する予定である。

（令和６年度）

イ 試験検査に係る薬事監視員研修会

令和６年度は、薬事監視機動班の薬事監視員を対象とした医薬品の微生物検査に関する研

修会を、１回（参加者４人）開催した。

(3) 評価・改善

令和６年度に収去した医薬品等の規格検査のうち、微生物に関する検査を実施したが、いずれ

も規格に適合し、当該医薬品の安全が確認された。

４ 調査研究

(1) 令和６年度研究課題

以下の４研究課題を実施した。

(2) 令和７年度研究課題

以下の２研究課題を実施している。

項 目 件 数 項目数 備 考

医薬品等無菌試験 4 4

微生物限度試験 2 6

計 6 10

研究テーマ 実施期間

静岡県におけるSFTSウイルス侵淫実態に関する研究 令和５～６年度

バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）の感染経路に関する研究 令和５～６年度

食中毒検査におけるPFGE 法に替わる分子疫学解析手法に関する研究 令和５～６年度

魚類における粘液胞子虫の高感度検出法、寄生実態及び予防に関する研

究
令和５～６年度

研究テーマ 実施期間

静岡県のアニサキス寄生状況に関する研究 令和７～８年度

感染症流行の早期探知及び病原体監視に関する研究 令和７～８年度
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（医薬食品部）

１ 医薬品関係事業

(1) 目的・計画

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（医薬品医療機器法）第

69条第６項に基づき、県内で製造、流通する医薬品等の品質の確保と県内事業者の品質管理体

制の維持、向上のため、医薬品等の収去検査を実施する。健康福祉部薬事課又は健康福祉センタ

ー（保健所）の薬事監視員が県内事業者等から検体を収去し、当研究所では製品ごとに定められ

た製造販売承認書等に従って医薬品等の規格試験を実施する。

また、本県の重要な施策である「富士山麓先端健康産業集積プロジェクト（ファルマバレー

プロジェクト）」の一環として、当研究所ではファルマバレーセンター（（公財）ふじのくに

医療城下町推進機構）及び県立大学創薬探索センターと連携し、創薬探索に関連した研究業務

を行い、化合物ライブラリーの保管管理、共同研究先に提供するスクリーニング試験用プレー

トの作成、ヒット化合物の構造最適化等を担当する。

業務は次のとおりである。

ア 医薬品等品質確保対策

イ 後発医薬品品質情報提供等推進事業（厚生労働省からの受託事業）

ウ 製造販売承認の申請に係る書類審査

エ 相談指導等

オ 試験検査の精度管理（理化学部門）

カ PIC/S加盟申請に伴う医薬品検査の公的認定試験検査機関としての運用

キ ファルマバレープロジェクト創薬探索研究（（公財）ふじのくに医療城下町推進機構から

の受託研究）

(2) 実績

ア 医薬品等品質確保対策

(ｱ) 医薬品等の収去検査

薬事監視員が収去した、県内で製造又は流通する医薬品等の規格試験を製造販売承認書等

に従って実施する。

（令和６年度）

県内製造医薬品、県内流通医薬品及び県内製造医薬部外品について、性状、確認試験、

溶出性、定量等の230項目の規格試験を実施したところ、いずれも規格に適合していた。

また、国の医薬品等一斉監視指導事業においては、無菌医薬品（注射剤）９項目及び医療

機器10項目を検査したが、いずれも規格に適合していた。さらに、同事業の中で、後発

医薬品品質確保対策として、流通している後発医薬品のうち、ピオグリタゾン塩酸塩錠８

件及びクエチアピン錠６件の溶出試験を実施したところ、いずれも規格に適合していた。

（令和７年度）

国及び県の計画に基づき、県内製造医薬品、県内流通医薬品、県内製造医薬部外品のほ

か、国一斉監視指導事業における無菌医薬品、医療機器及び後発医薬品について検査を実

施する予定である。

また、薬事監視員が医薬品製造所へ無通告立入検査を実施した際に収去を行った場合は、

検査を実施する予定である。
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（令和６年度）

(ｲ) 危険ドラッグの買上検査

危険ドラッグの乱用による健康被害や事件、事故は社会的に大きな問題となっている。県

民の健康被害を未然に防ぐことを目的に、危険ドラッグ等の製品の監視指導の一環として、

買上検査により指定薬物を検査する。

（令和６年度）

危険ドラッグ８件について試験検査を実施したところ、いずれからも違法成分は検出

されなかった。

（令和７年度）

危険ドラッグについて試験検査を実施する予定である。

（令和６年度）

(ｳ) 医薬品等製造所品質管理指導

県内で製造される医薬品等の品質確保の向上を目的として、医薬品等製造所の試験検査担

当者、監視を行う薬事監視員等に対して、測定機器の使用方法等の指導を実施する。

（令和６年度）

保健所薬事監視員に対し、高速液体クロマトグラフィー、監査証跡等に関する理化学実

習を実施した。

（令和７年度）

令和５年度まで実施してきた医薬品等製造業者等向けの研修のリニューアルについて

検討を進める。

事業及び検体の種類
試験検査

備 考
件 数 項目数

県の品質確

保事業

県内製造医薬品 17 129 錠剤、カプセル剤、原薬等

県内流通医薬品 5 32 後発医薬品（錠剤）

県内製造医薬部外品 12 69
薬用化粧品、生理処理用品

等

無通告収去医薬品 0 0

小 計 34 230

国の医薬品

等一斉監視

指導事業

無菌医薬品 3 9 注射剤、輸液

医療機器 3 10 カテーテル等

後発医薬品 14 14 錠剤

小 計 20 33

合 計 54 263

検体の種類
試験検査

検 査 項 目
件 数 項目数

危険ドラッグ ８ 72
Indan-2-amine、4MPP、5-MeO-DMT、DPT、

DL-4662、AM-1220、JWH-080、BB-22、CB-13
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イ 後発医薬品品質情報提供等推進事業（厚生労働省からの受託事業）

厚生労働省は、医療費の削減に効果が期待される後発医薬品の使用促進を目的として、後

発医薬品品質情報提供等推進事業を平成20年度から開始した。この事業の中で、国立医薬品

食品衛生研究所を中心に設置された「ジェネリック医薬品・バイオシミラー品質情報検討

会」で品質に関する検討が必要と判断された後発医薬品について、国立医薬品食品衛生研究

所、国立感染症研究所及び地方衛生研究所（10都府県）が試験検査を実施しており、当研究

所は本事業に参画している。

（令和６年度）

当研究所はジアゼパム錠（10件）を担当し、４液性における溶出試験の結果を厚生労働

省に報告した。

（令和７年度）

ゾニサミドOD錠を担当し、溶出試験を実施する予定である。

（令和６年度）

ウ 製造販売承認の申請に係る書類審査

製造販売承認権限が厚生労働大臣から都道府県知事に委任された医薬品等の承認申請が当県

にあった場合、健康福祉部薬事課からの依頼に基づき、当研究所では承認申請書類のうち技術

的内容について審査を実施する。

（令和６年度）

実績なし

（令和７年度）

薬事課からの依頼により、申請者の作成した「規格及び試験方法」及び「試験方法設定に

関する根拠資料」に関する書類審査を実施する。

また、医薬品等の製造販売承認申請について申請者からの事前相談に応ずる。

エ 相談指導等

当研究所が担当する医薬品等の試験検査、精度管理、知事承認申請相談等について、企業や

大学からの相談に対応する。

（令和６年度）

県内の行政機関から受けた６件の相談に対応した。

（令和７年度）

県内の行政機関から受けた２件の相談に対応した。

成分名・剤型 件 数 項 目

ジアゼパム錠 10 溶出性
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（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

オ 試験検査の精度管理（理化学部門）

本県における試験検査の信頼性を確保するため、研修会、外部精度管理調査等を実施する。

(ｱ) 精度管理研修会への参加

（令和６年度）

当研究所、健康福祉センター（保健所）及び食肉衛生検査所の試験検査担当職員を対象

として、講習会（LC原理とメンテナンス、よくあるトラブル事例の紹介）を実施した。

（令和７年度）

精度管理研修会を開催する予定である。

(ｲ) 外部精度管理調査の実施

県検査等精度管理委員会及び同医薬品部会の実施計画に基づき、中部健康福祉センター

（保健所）化学検査課及び当研究所医薬品部門を対象に、外部精度管理調査を実施する。

（令和６年度）

液体クロマトグラフィー（HPLC）による定量試験について、装置の繰返し分析精度、定

容操作及び定量値の精度を検証した。装置の性能について分析精度に影響を与えるような

結果はなく、定容操作についても良好な結果であった。さらに、定量操作技能についても

試験検査の信頼性に影響する問題はなかった。

（令和７年度）

紫外可視吸光度測定法（UV法）による定量について、外部精度管理調査を実施する予定

である。

区 分 件 数
相談者 文献等

の提供企業･大学 一般 行政

県知事承認申請関係 1 0 0 1 0

医薬品等（指定薬物及びPIC/Sを
含む。）

2 1 0 1 0

公衆衛生・その他 3 1 0 2 1

合 計 6 2 0 4 1

区 分 件 数
相談者 文献等

の提供企業･大学 一般 行政

県知事承認申請関係 0 0 0 0 0

医薬品等（指定薬物及びPIC/Sを
含む。）

2 1 0 1 0

公衆衛生・その他 0 0 0 0 0

合 計 2 1 0 1 0
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（令和６年度）

(ｳ) 外部精度管理調査への参加

国立医薬品食品衛生研究所が地方衛生研究所を対象に実施する外部精度管理調査に参加す

る。

（令和６年度）

医薬品（ベラパミル塩酸塩錠）について、定量法（HPLC）及び確認試験（UV法）を実

施し、その結果を報告した。令和７年７月末日現在、国立医薬品食品衛生研究所において

データ解析中である。

（令和７年度）

本外部精度管理調査に参加する予定である。

(ｴ) 地域保健総合推進事業 関東甲信静ブロック精度管理事業

当研究所は地方衛生研究所全国協議会関東甲信静ブロック会議に所属し、「地域保健総合

推進事業」のうち、ブロック会議の主催する精度管理事業に参加する。

（令和６年度）

医薬品関係の健康危機管理模擬訓練は実施されなかった。（食品関係の模擬訓練が実施

された）

（令和７年度）

医薬品関係の健康危機管理模擬訓練が実施される場合には参加する予定である。

カ PIC/S加盟申請に伴う医薬品検査の公的認定試験検査機関としての認定及び運用

平成26年７月に日本の査察当局がPIC/S（医薬品査察協議会及び医薬品査察協同スキー

ム）に加盟したことにより、医薬品等の収去試験を実施する全国の地方衛生研究所は、公的認

定試験検査機関として、それぞれの都道府県の薬務主管課から認定を受けることが必要となり、

静岡県においても、医薬品検査における組織体制及び品質マニュアルや手順書等、必要な文書

の整備を行い、平成25年度から毎年度、薬事課の確認を受けている。

（令和６年度）

１月に、薬事課による認定条件の定期確認を受け、指摘事項はなかった。

（令和７年度）

年１回の薬事課による定期確認及び所長のマネジメントレビュー等を通じ、より良い医薬品

の試験検査システムの運営を目指す。

キ ファルマバレープロジェクト創薬探索研究（（公財）ふじのくに医療城下町推進機構から

の受託研究）

ファルマバレープロジェクト第４次戦略に基づく創薬探索研究として、大学や企業等から

項 目 内 容 参加機関数（参加者数）

外部精度管理

装置の繰返し分析精度

定容操作

定量値の精度

2（10）
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収集された化合物約123,000個のライブラリーデータベースの構築、保管管理を行うととも

に、県立大学創薬探索センター等に提供するスクリーニング試験用プレートの作成等を実施

する。また、スクリーニング試験を実施して、活性が認められた化合物について、コンピュ

ータソフトを用いた化合物プロファイルの解析、化合物の構造最適化研究を実施し、特許化

に向けた調査・検討などにも取り組む。

（令和６年度）

共同研究機関のうち７機関に対して、１年間で約11,000個の化合物を提供した。また、ス

クリーニング試験の結果、活性が認められた化合物の構造の最適化により、新たに146個の

化合物を合成した。

（令和７年度）

共同研究機関のうち５機関に対して、約2,500個の化合物を提供したほか、67個の新たな

化合物を合成した。

（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

(3) 評価・改善

令和６年度の医薬品等の収去検査において、県内製造医薬品、県内流通医薬品、県内製造医薬

部外品、国の一斉監視指導の医薬品、医療機器の試験検査を実施し、全て規格に適合していた。

また、令和６年度に実施した危険ドラッグの買上検査においては、検査項目にある違法薬物類

は検出されなかった。今後も適切な試験検査を実施していく。

県内医薬品製造所等の品質管理担当者を対象とした実習及び講習会を昭和63年度から開講し、

新型コロナ流行のため中断した令和２年度及び令和３年度を除き、令和５年度までの34年間に

延べ3,265人が受講した（令和２年度及び令和３年度は動画配信により実施）。事業の見直しに

より、令和６年度は、医薬品製造所等の監視を行う保健所薬事監視員を対象として、試験検査の

知識向上を目的とした理化学実習を行い、県内で製造される医薬品等の品質確保に寄与した。

創薬探索研究については、引き続きファルマバレープロジェクト第４次戦略として、令和７

年度まで関係機関と連携しながら研究を継続していく。

提供先機関数 評価化合物数 化合物合成数

７ 11,362 146

提供先機関数 評価化合物数 化合物合成数

５

８
2,468 67
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２ 食品関係事業

(1) 目的・計画

食品関係の収去検査は県内に流通する違反食品等を排除し、食品等の安全を図ることを目的と

して、食品衛生法第28条により実施するもので、毎年度作成される静岡県食品衛生監視指導計

画に基づき、健康福祉部衛生課が策定する試験検査の実施計画要領に従って実施する。

また、残留農薬及び残留動物用医薬品検査の試験法について品目ごとに妥当性評価ガイドライ

ンに基づく性能評価を行うとともに、総アフラトキシンについても試験法の妥当性評価を実施す

る。

業務は次のとおりである。

ア 食品の検査

イ 試験検査の精度管理（理化学部門）

ウ 相談指導等

エ 地域保健総合推進事業

オ 残留農薬等試験法等の妥当性確認

(2) 実績

ア 食品の検査

試験検査実施計画要領に基づき、カビ毒等の試験検査を計画的に実施する。

(ｱ) カビ毒検査

輸入ナッツ類、香辛料等は、強力な発癌性カビ毒（アフラトキシン類）に汚染されてい

る可能性があるため、健康福祉センター（保健所）が収去・搬入したナッツ類及び香辛料

についてカビ毒検査を実施する。

（令和６年度）

３件の輸入ナッツ類、４件の輸入香辛料を検査したところ、いずれの検体からもアフラ

トキシン（総アフラトキシン；アフラトキシンB1、B2、G1 及びG2 の総和）は検出されな

かった。

（令和７年度）

11月に８件の検査を実施する予定である。

（令和６年度）

(ｲ) 残留農薬検査

県内流通農産食品の安全性を確保するため、健康福祉センター（保健所）が収去・搬入し

た国内産及び輸入農産食品について残留農薬検査を実施する。

（令和６年度）

国内産47件のうち18件から26項目、輸入品28件のうち9件から16項目の農薬が検

出されたが、いずれも基準値以内であった。

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

輸入ナッツ類 総アフラトキシン 3 12

輸入香辛料 総アフラトキシン 4 16

合 計 7 28
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（令和７年度）

国内産27件のうち5件から5項目、輸入品3件のうち3件から5項目の農薬が検出さ

れたが、いずれも基準値以内であった。

（令和６年度）

（令和7年７月31日現在）

(ｳ) 畜水産物の残留動物用医薬品検査

県内で流通している畜水産物の安全性を確保するため、健康福祉センター（保健所）が収

去・搬入した検体について、残留動物用医薬品検査を実施する。

（令和６年度）

鶏卵13件、輸入食肉15件及び養殖魚9件について残留動物用医薬品検査を実施し、い

ずれの検体からも残留動物用医薬品は検出されなかった。

（令和７年度）

鶏卵13件の残留動物用医薬品検査を実施し、いずれの検体からも残留動物用医薬品は、

検出されなかった。

今後は、8月に養殖魚8件、10月に輸入食肉15件の残留動物用医薬品の検査を実施す

る予定である。

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

国
内
産

野菜
残留農薬

（有機リン系､ピレスロイド系等）

17 3,982

果実 15 3,420

茶 15 2,655

小 計 47 10,057

輸
入
品

野菜 残留農薬

（有機リン系､ピレスロイド系等）

12 2,641

果実 16 3,721

小 計 28 6,362

合 計 75 16,419

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

国
内
産

野菜
残留農薬

（有機リン系､ピレスロイド系等）

12 2,580

果実 0 0

茶 15 2,430

小 計 27 5,010

輸
入
品

野菜 残留農薬

（有機リン系､ピレスロイド系等）

3 654

果実 0 0

小 計 3 654

合 計 30 5,664
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（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

(ｴ) 有害金属検査

沿岸魚介類における有害物質モニタリングとして有害金属検査を実施する。

（令和６年度）

沿岸魚介類11件のうち、４件からメチル水銀が検出されたが、いずれも暫定基準値以

内であった。有機スズ（基準無し）については検査を実施した件のいずれの検体からも検

出されなかった。

（令和７年度）

８月に12件が搬入される予定である。

（令和６年度）

(ｵ) 下痢性貝毒検査

浜名湖産二枚貝における貝毒モニタリングとして下痢性貝毒検査を実施する。

（令和６年度）

かき４件の下痢性貝毒検査を行ったところ、いずれからも下痢性貝毒は検出されなかっ

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

鶏卵
残留動物用医薬品

（合成抗菌剤等）
13 884

輸

入

食

肉

牛肉
残留動物用医薬品

（合成抗菌剤等）

5 255

豚肉 6 324

鶏肉 4 232

小 計 15 811

養

殖

魚

うなぎ
残留動物用医薬品

（合成抗菌剤等）

4 208

にじます 4 228

あじ １ 60

小 計 9 496

合 計 37 2,191

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

鶏卵
残留動物用医薬品

（合成抗菌剤等）
13 897

検体の種類 試験項目 件 数
基準有

項目数

基準無

項目数
総項目数

沿岸魚介類

メチル水銀

11

11 － 11

有機スズ（トリブチルスズオキ
シド）

－ 11 11

有機スズ（トリフェニルスズ化
合物）

－ 11 11

合 計 11 22 33
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た。予定していた浜名湖産あさり６件（５月４件、12月２件）の検査については、不漁

のため検体採取が困難となり中止となった。

（令和７年度）

６月に予定していた浜名湖産あさり４件の検査については、不漁のため検体採取が困難

となり中止となった。今後は、12月に、あさり２件及びかき４件について下痢性貝毒検

査を実施する予定である。

（令和６年度）

(ｶ) その他行政依頼検査

令和６年１月、富士保健所管内の小学校の授業中に校内に生えていた植物をノビルとして

喫食した児童が吐き気や頭痛の食中毒症状を呈した。医療機関から県富士保健所に通報があ

り、富士保健所の依頼により、同校敷地から児童らが喫食した可能性のある植物（３検体）

の葉と球根について植物性自然毒の検査を実施した。その結果、1検体の葉と球根からリコ

リン（葉：482.4µg/g、球根：292.6µg/g）及びガランタミン（葉：133.2µg/g）を検出した。

なお、富士保健所は喫食残品が残っていなかったことおよび喫食した植物を特定できなかっ

たことから、食中毒とは断定しなかった。

（令和６年度）

イ 試験検査の精度管理（理化学部門）

(ｱ) 内部精度管理

食品GLPの施行に伴い、令和６年度及び令和７年度に内部精度管理を実施した。

また、当研究所で定める項目について、標準作業書の基準に適合し、適正に検査が実施さ

れていることを確認した。

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

貝

類

あさり 下痢性貝毒（オカダ酸、ジノフ
ィシストキシン-1、ジノフィシ
ストキシン-2）

0 0

かき 4 12

合計 4 12

検体の種類 試験項目 件 数 項目数 総項目数

植物の葉及び球

根

リコリン及びガラ

ンタミン
6 2 12
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（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

(ｲ) 外部精度管理

全国の衛生研究所等をはじめ多数の民間の食品検査機関を対象に、（一財）食品薬品安全

センターが行う外部精度管理に参加する。

（令和６年度）

残留農薬関係には100機関、残留動物用医薬品関係には144機関が参加した。当研究所

も本調査に参加したところ、結果は良好であった。

（令和７年度）

６月に実施された残留農薬の調査に参加した。また、10月に残留動物用医薬品の調査

に参加する予定である。

（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

輸入ナッツ、香辛料 アフラトキシン類 4 16

農産食品 残留農薬（有機リン系、ピレスロイド系等） 9 1,903

鶏卵 残留動物用医薬品（合成抗菌剤等） 2 81

輸入食肉 残留動物用医薬品（合成抗菌剤等） 2 73

養殖魚 残留動物用医薬品（合成抗菌剤等） 2 201

魚介類 有害金属（メチル水銀、有機スズ） 2 3

貝類 下痢性貝毒(オカダ酸、ジノフィシストキシン-1) 1 3

にんじんペースト 残留農薬（クロルピリホス、プロチオホス） 2 4

豚肉（もも）ペースト 残留動物用医薬品（スルファジミジン） 2 2

合 計 26 2,286

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

農産食品 残留農薬（有機リン系、ピレスロイド系等） 6 511

鶏卵 残留動物用医薬品（合成抗菌剤等） 2 85

にんじんペースト 残留農薬(クロルピリホス、フェニトロチオン) 2 4

合 計 10 600

検体の種類 試験項目 件数 項目数

にんじんペースト 残留農薬(クロルピリホス、プロチオホス) 5 10

豚肉（もも）ペースト 残留動物用医薬品（スルファジミジン） 5 5

検体の種類 試験項目 件数 項目数

とうもろこしペースト 残留農薬(クロルピリホス、フェニトロチオン) 5 10
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(ｳ) 機器点検

試験検査の信頼性を確保するために、機械器具保守管理標準作業書に従って､分析機器使

用時及び年に１回の定期点検を実施する。

（令和６年度）

液体クロマトグラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ、

高速液体クロマトグラフ等８種類、15台の試験検査機器の点検を実施した。

（令和７年度）

液体クロマトグラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ、

高速液体クロマトグラフ等８種類、16台の試験検査機器の点検を実施する予定である。

ウ 相談指導等

内外の行政機関や一般住民等から受けた農薬・動物用医薬品等関係の相談等に適切に対応し

た。

（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

エ 地域保健総合推進事業

(ｱ) 関東甲信静ブロック協定模擬演習

当研究所は地方衛生研究所全国協議会では関東甲信静支部に所属し、危機管理に関する相

互支援において、関東甲信静地区の都県及び市と「関東甲信静ブロック健康危機管理連絡協

議会における相互支援に関する協定」を結び、地方衛生研究所関東甲信静支部ブロックに参

画している。協定書に基づき作成された「健康危機管理における地方衛生研究所関東甲信静

支部ブロック連携マニュアル」で定められた模擬演習に参加する。

（令和６年度）

農薬が混入された麦茶について、含有されていたアセフェートを問題なく定性、定量す

区 分 件 数
相談、取材者

文献の提供
行政 企業 一般 報道

農薬・動物用医薬品等関係 1 1 0 0 0 0

一般食品関係 6 5 1 0 0 1

容器・器具等 0 0 0 0 0 0

その他 1 1 0 0 0 0

合 計 8 7 1 0 0 1

区 分 件 数
相談、取材者

文献の提供
行政 企業 一般 報道

農薬・動物用医薬品等関係 5 5 0 0 0 0

一般食品関係 1 0 0 1 0 0

容器・器具等 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

合 計 6 5 0 1 0 0
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ることができた。（参加機関数：25）

（令和７年度）

食品関係の健康危機管理模擬訓練が実施される場合には参加する予定である。

（令和６年度）

(ｲ) 東海北陸ブロック理化学部門健康危機管理模擬演習

当研究所は地方衛生研究所全国協議会関東甲信静支部に所属しているが、別に、危機管理

に関する相互支援において、東海北陸厚生局管内の県及び市と「東海北陸ブロック健康危

機管理連絡協議会における相互支援に関する協定」を結んでいる。このため、地方衛生研

究所全国協議会東海北陸ブロック会議が主催する「地域保健総合推進事業」の精度管理事

業にも参加する。

（令和６年度）

調理済みの中毒残品の模擬試料として、キノコシチュー中のアマニタトキシンの分析を

実施し、当研究所が報告した定量値の精度は良好であった。（参加機関数：12）

（令和７年度）

食品関係の健康危機管理模擬訓練が実施される場合には参加する予定である。

（令和６年度）

オ 残留農薬等試験法の妥当性確認

「食品中に残留する農薬等に関する試験法の妥当性評価ガイドライン」に従い、残留農薬検

査及び動物用医薬品検査に用いる試験法の妥当性確認を実施する。

（令和６年度）

令和６年度のカビ毒検査で、新たに輸入コーヒー豆についても実施することとなったため

総アフラトキシン試験法の妥当性評価を実施し、試験検査実施標準作業書を改定した。

（令和７年度）

迅速かつ簡便な前処理法（QuEChERS法）を取り入れた残留農薬一斉試験法を収去検査に

取り入れるため、試験法検討済みの食品について妥当性評価を実施する。

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

麦茶（模擬試料）
農薬

（アセフェート）
5 5

検体の種類 試験項目 件 数 項目数

キノコシチュー（模擬試料）

α-アマニチン、β

-アマニチン、γ-

アマニチン、ファ

ロイジン

2 8
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（令和６年度）

(3) 評価・改善

令和６年度は、輸入ナッツ・香辛料のカビ毒検査、国内産及び輸入農産食品の残留農薬検査、

畜水産物の残留動物用医薬品検査を実施したところ、いずれも基準値以内であった。

令和７年度においても、国内産農産食品の残留農薬検査、鶏卵の残留動物用医薬品検査を実施

したところ、いずれも基準値以内であった。今後も妥当性評価により信頼性を確保した試験法を

用いて収去検査等に対応し、食品の安全性を確保していく予定である。

また、令和６年度には小学校で発生した植物性自然毒による食中毒疑い検査の依頼があり、検

査結果を迅速に報告するなど県民の健康危機管理事案に的確に対応した。

当研究所は、食品衛生法第29条に基づく食品衛生検査施設である。上記の収去検査等は標準作

業書に基づいて適正に実施しており、食品GLPにより内部精度管理、外部精度管理及び機器点検

を実施するとともに、信頼性確保部門による内部点検も定期的に行い、その結果は良好であった。

今後も、残留農薬及び残留動物用医薬品試験法について、GC/MS/MS、LC/MS/MS等の機器を有効

に活用して検査項目の増加を図るとともに、妥当性評価ガイドラインに基づく試験法の性能評価

による検査対象食品の拡大と、より一層の分析値の信頼性確保に努めていく。

検体の種類 試験項目 件 数 項目数 総項目数

コーヒー豆 総アフラトキシン 22 4 88

合 計 22 4 88
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３ 生活科学関係事業

(1) 目的・計画

消費者の自立を支援するため、静岡県消費生活条例に基づいた「県民の消費生活の安定及び向

上に関する施策」として、「商品テスト及び商品テスト実習講座事務処理要領」が定められてい

る。消費者から苦情相談のあった商品等や、消費生活に関係の深い地場産品、話題の多い商品、

検証結果の得られていない商品等の品質、機能及び安全性等に関する科学的資料を得ること及び

消費者被害の拡大防止に資することを目的に、当研究所は試買テスト及び苦情テストを実施し、

その結果を、消費者が安全で安心して生活を送ることができるように情報提供する。

業務は次のとおりである。

ア 試買テスト

イ 苦情テスト

ウ その他のテスト

エ 商品テスト実習講座

オ 相談指導等

(2) 実績

ア 試買テスト

苦情の多い商品や危害・危険の恐れのある商品及び話題となっている商品などについて、

市販品を購入して品質の比較テスト等を実施する。

（令和６年度）

「子供向けサプリメント」について91項目のテストを行った。それぞれについて「商品

テスト情報」を令和７年５月に作成し、当所ホームページに掲載した。

（令和７年度）

「減塩食品」を対象として、約200項目のテストを実施する予定である。

（令和６年度）

イ 苦情テスト

県民生活課及び県民生活センターから依頼のあった苦情商品についてテストを実施するこ

ととなっているが、令和６年度及び令和７年７月末時点では苦情テスト実施の依頼はなかっ

た。

ウ その他のテスト

県民生活課及び県民生活センターが必要と認めた場合、消費者行政推進のために必要なテ

ストを実施することとなっているが、令和６年度及び令和７年７月末時点では依頼がなかっ

項 目 主な試買商品 件数 総項目数 テスト内容

子供向け

サプリメント

グミ、チュア

ブル、ウエハ

ース、粉末清

涼飲料

14 91

価格調査、一括表示・栄養成分表

示・１日当たりの摂取目安量の表

示・栄養機能食品に関わる表示調

査、成分分析（カルシウム、鉄）

合 計 14 91
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た。

エ 商品テスト実習講座

県民生活センターからの依頼により、一般消費者や小学生の親子を対象とした｢糖・ビタミ

ンC｣、｢着色料｣、｢再生紙はがき｣の商品テスト実習講座を開催する。

（令和６年度）

商品テスト実習講座を４回開催し、55人が参加した。

（令和７年度）

令和７年度は講座を開催する予定はない。

（令和６年度）

オ 相談指導等

県民生活センター及び消費者からの商品に関する苦情や商品テスト手法等に関する相談に適

切に対応するとともに、必要に応じて文献や資料等を提供する。

（令和６年度）

（令和７年７月31日現在）

(3) 評価・改善

試買テストの結果は商品テスト情報として当所ホームページに掲載した。その内容は新聞や

テレビ等マスコミで取り上げられ、それに対する消費者からの問合せも多数寄せられている。

この商品テスト情報による消費者への情報提供は効果的な手段であり、その内容は消費者から

対 象 内 容 回 数 受講者数

大人 糖・ビタミンC 1 ８

親子 糖・ビタミンC 1 14

子供 再生紙はがき 1 19

大人 糖・ビタミンC 1 14

区 分 件 数 内 容

食品 2 米の品質偽装について等

衣類 0

商品テスト情報 5 エビのアスタキサンチンについて等

その他 4 商品テスト事業の紹介について等

合 計 11

区 分 件 数 内 容

食品 0

衣類 0

商品テスト情報 0

その他 2 商品テスト実習講座について

合 計 2
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高い信頼を得ている。今後、県民生活課及び県民生活センターと連携を図りながら、より効果

的な情報発信の方法を検討していく。

商品テスト実習講座は参加者の関心が高く、講座終了後の質問や意見交換が活発に行われてい

る。また、夏休み親子教室を通じて、小学生及び保護者に、理科実験や食への関心を高める機会

となっている。

４ 調査研究

(1) 令和６年度研究課題

以下の10研究課題を実施している。詳細は、様式第32号「試験研究成果一覧表」のとおり

(2) 令和７年度研究課題

以下の９研究課題を実施している。

研究テーマ 実施期間

ファルマバレープロジェクト創薬探索研究（受託研究）
平成16～令和７

年度

免疫機能を利用した新規低分子抗がん剤の開発（共同研究） 令和３～８年度

誤りがちDNA修復経路の抑制によるがんの治療薬研究 (共同研究) 令和３～７年度

セラミド合成酵素阻害化合物の最適化研究 (共同研究) 令和３～７年度

コリバクチン産生阻害化合物及びコリバクチン産生菌の増殖抑制化合物

の探索（共同研究）
令和４～７年度

新規抗がん剤開発を目指すｔRNA修復酵素と阻害化合物の構造活性相関

解明（共同研究） 令和４～６年度

異種間細胞接着を標的とした新規抗がん剤の探索開発（共同研究） 令和６～７年度

扁平上皮癌を標的とした酵素Ｘ阻害剤の探索（共同研究） 令和６～７年度

食品中のグリホサート分析法の開発 令和５～６年度

子供向けサプリメントに関する研究 令和６年度

研究テーマ 実施期間

ファルマバレープロジェクト創薬探索研究（受託研究）
平成16～令和7

年度

免疫機能を利用した新規低分子抗がん剤の開発（共同研究） 令和３～８年度

誤りがちDNA修復経路の抑制によるがんの治療薬研究 (共同研究) 令和３～７年度

セラミド合成酵素阻害化合物の最適化研究 (共同研究) 令和３～７年度
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コリバクチン産生阻害化合物及びコリバクチン産生菌の増殖抑制化合物

の探索（共同研究）
令和４～７年度

異種細胞間接着を標的とした新規抗がん剤の探索研究（共同研究） 令和６～７年度

扁平上皮癌を標的とした酵素Ｘ阻害剤の探索（共同研究） 令和６～７年度

LC-MS/MSによる残留農薬検査項目拡大の検討 令和７～８年度

家庭での外用剤の保管方法が品質に与える影響についての研究 令和７～８年度
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（大気水質部）

１ 大気関係環境監視事業

(1) 目的・計画

静岡県における大気環境の保全のため、大気汚染防止法第20条及び第22条に基づき、大気汚

染に係る常時監視を実施し、環境基準の達成状況等を把握する。大気汚染情報はテレメータシス

テムによりリアルタイムで県民に公開し、緊急時には光化学オキシダント注意報を発令、微小粒

子状物質（PM2.5）注意喚起情報を発表する等県民の健康の保護に努める。

全国的に環境基準が達成されていない光化学オキシダントについては監視強化期間における特

別監視の実施、その他有害大気汚染物質の環境調査も実施する。

また、騒音規制法第18条に基づき自動車騒音の常時監視、悪臭防止対策として市町職員対象

に技術研修会を実施する。

さらに、一般環境中のアスベスト濃度調査、航空機騒音調査及び新幹線騒音調査を実施する。

業務は次のとおりである。

ア 大気環境保全対策

イ 光化学オキシダント等緊急時対策

ウ 有害大気汚染物質監視調査

エ 騒音防止対策

オ 悪臭防止対策

カ アスベスト濃度調査

(2) 実績

ア 大気環境保全対策

(ｱ) 大気汚染自動測定機による常時監視

県内の大気汚染状況（自動車排出ガス濃度を含む。）を把握するため、二酸化硫黄等の大

気汚染物質について、県有及び市有等の一般環境大気測定局54か所（県有23か所）と自動

車排出ガス測定局10か所（県有３か所）で大気汚染自動測定機による常時監視を実施する。

（令和６年度）

県所管（県有、政令市以外の市有測定局及び企業測定局）の一般大気環境測定局のうち、

有効測定局の環境基準の達成率は、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質

及び微小粒子状物質は100％であったが、光化学オキシダントは全ての測定局で環境基準を

達成しなかった。

県所管の自動車排出ガス測定局での二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質及び微小粒

子状物質の環境基準の達成率は100％であった。

各測定局の年平均値の推移は、おおむね横ばい又は微減の傾向であった。

（令和７年度）

令和６年度と同様に大気汚染自動測定機による常時監視を実施中である。
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大気汚染監視測定局及び自動測定機による測定項目（県有局関係） （令和６年度）

＊自排：自動車排出ガス測定局

＊（藤枝市）は市有局に県有測定機を設置

＊ 環境基準： － 基準なし、 窒素酸化物 NO2は基準あり NOは基準なし

測定局名

測 定 項 目

独立

測定

局舎

二酸化

硫黄

微小

粒子状

物質

浮遊

粒子状

物質

窒素

酸化物

(NO2)

(NO)

光化学

オキシ

ダント

一酸化

炭素

炭化

水素

風向

風速

下田総合庁舎 ○ ○ ○

伊東市役所 ○ ○ ○

熱海総合庁舎 ○ ○ ○ ○ ○ ○

大仁北小学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

御殿場市役所 ○ ○ ○

裾野市民文化センター ○ ○ ○ ○ ○ ○

三島市役所 ○ ○ ○ ○

東部総合庁舎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

富士市救急医療センター ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

吉原第三中学校 ○ ○ ○ ○

元吉原中学校 ○ ○ ○ ○ ○

富士広見小学校 ○ ○ ○ ○ ○

富士宮市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

富士川第一中学校 ○ ○ ○ ○

焼津中学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（藤枝市） ○

島田市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大井川東小学校 ○ ○ ○ ○

牧之原市役所 ○ ○ ○

掛川市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

掛川市大東支所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

磐田市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

袋井市役所 ○ ○

湖西市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自排三島 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自排藤枝 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自排掛川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

合 計 10 22 18 22 19 3 9 25 15

環境基準

（有効測定局）

全て

達成

全て

達成

全て

達成

NO2全

て達成

全て

未達成

全て

達成
－ －
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大気汚染監視測定局及び自動測定機による測定項目（県有局関係） （令和７年７月31日現在）

＊ 自排：自動車排出ガス測定局

＊（藤枝市）は市有局に県有測定機を設置

測定局名

測 定 項 目

独立

測定

局舎

二酸化

硫黄

微小

粒子状

物質

浮遊

粒子状

物質

窒素

酸化物

(NO2)

(NO)

光化学

オキシ

ダント

一酸化

炭素

炭化

水素

風向

風速

下田総合庁舎 ○ ○ ○

伊東市役所 ○ ○ ○

熱海総合庁舎 ○ ○ ○ ○ ○ ○

大仁北小学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○

御殿場市役所 ○ ○ ○

裾野市民文化センター ○ ○ ○ ○ ○ ○

三島市役所 ○ ○ ○ ○

東部総合庁舎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

富士市救急医療センター ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

吉原第三中学校 ○ ○ ○ ○

元吉原中学校 ○ ○ ○ ○ ○

富士広見小学校 ○ ○ ○ ○ ○

富士宮市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

富士川第一中学校 ○ ○ ○ ○

焼津中学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（藤枝市） ○

島田市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大井川東小学校 ○ ○ ○ ○

牧之原市役所 ○ ○ ○

掛川市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

掛川市大東支所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

磐田市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

袋井市役所 ○ ○

湖西市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自排三島 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自排藤枝 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自排掛川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

合 計 10 22 18 22 19 3 9 23 15
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(ｲ) 常時監視データの提供

環境調査の基礎資料としてデータを希望する事業者等の申請に基づき、大気環境データを

提供する。なお、令和２年度から、Webサイトから昭和58年度以降の確定データをダウン

ロードできる体制を整えた。

（令和６年度） ８件

（環境影響評価資料目的２、市町広報資料目的５、気象研究目的１）

（令和７年７月31日現在） ５件

（環境影響評価資料目的１、市町広報資料目的３、気象研究目的１）

(ｳ) 微小粒子状物質の成分分析

効果的な微小粒子状物質対策の検討に資するため、微小粒子状物質の前駆物質の大気中の

挙動及び二次生成機構を把握することを目的として、微小粒子状物質の成分分析を実施する。

（令和６年度）

富士救急医療センターにおいて４季節各14日間測定（項目：質量濃度、水溶性イオン成

分、無機元素成分、炭素成分）を実施した。この結果は、環境省が全国的に取りまとめて

解析を行い公表する。

（令和７年度）

令和６年度と同様に富士救急医療センターにおいて４季節各14日間測定を実施中である。

微小粒子状物質成分分析の実施状況

(ｴ) 関東地方大気環境対策推進連絡会微小粒子状物質・光化学オキシダント調査会議との連携

関東甲信静地方における微小粒子状物質及び光化学オキシダントの広域汚染に対する取組

の一環として、本県が所属する関東地方大気環境対策推進連絡会が開催する微小粒子状物

質・光化学オキシダント調査会議に参加する。各都県と汚染実態や発生源等を情報共有し、

今後の対策に資するための調査を実施する。結果は、会議から報告書として公表される。

（令和６年度）

前記(ｳ)微小粒子状物質の成分分析の結果及び光化学オキシダント等の監視データを調査

会議に報告し、データ解析及び報告書作成に参画した。

令和６年度は、本県が輪番制の幹事県だったため、年４回の定例会議、精度管理及び講演

会開催を企画運営する生活環境課と連携し、監視データの解析及び報告書作成等を行なった。

（令和７年度）

例年同様、年４回の定例会議に出席し、監視データの報告、データ解析及び報告書作成に

参画している。また、令和６年度幹事県として、調査会議の成果を大気環境学会年会におけ

る発表を通じて公表する。

年 度 令和６年度 令和７年度（予定含む）

試料補集
実施時期 春夏秋冬４季節 各季14日間

実施場所 富士救急医療センター 富士救急医療センター

項 目 質量濃度、水溶性イオン成分、無機元素成分、炭素成分
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イ 光化学オキシダント等緊急時対策

(ｱ) 光化学オキシダントの監視

県民の健康の保護のため、オキシダント濃度を監視し、「静岡県大気汚染緊急時実施要領」

で定める発令条件を超過した場合に注意報等を発令する。また、光化学オキシダント監視強化

期間(５月１日から９月30日）中は、生活環境課と連携してオキシダント濃度の監視を強化し、

オキシンダントに関する情報を市町、報道機関を通じて県民に提供する。

（令和６年度）

令和６年度は、熱海地区で１回注意報の発令実績があった。

（令和７年度）

令和６年度と同様にオキシダント監視強化期間実施中である。

光化学オキシダント緊急時等の状況 （令和６年度）

光化学オキシダント緊急時等の状況 （令和７年７月31日現在）

(ｲ) 光化学オキシダント自動計測器の動的校正

（令和６年度）

光化学オキシダント自動計測器の精度を確保するための定期修繕を令和７年１～３月、動

的校正を令和６年９～10月及び令和７年１～３月の年２回行った。対象は、県有機19台で

ある。

（令和７年度）

令和６年度と同様に、令和７年９～10月及び令和８年１～３月の年２回の動的校正を予

定している。

ウ 有害大気汚染物質等監視調査

(ｱ) 優先取組物質等調査

長期的な暴露による健康影響が問題となる有害大気汚染物質等のうち、環境基準が設定され

ている４物質（ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及びジクロロメタン）

を含む優先取組物質について、22物質を１地点、11物質を５地点及び酸化エチレンのみを１地

点で調査する。

（令和６年度）

環境基準が設定されている４物質は全て環境基準を達成した。

指針値が定められている12物質は全て指針値を達成した。それ以外の６物質については

全て参考値以下であることを確認した。

なお、酸化エチレンについては令和４年度の環境省通知等をふまえ、１地点（富士宮）で

年２回の追加調査を実施し、指針値未満であることを確認した。

（令和７年度）

令和６年度と同様に調査対象６地点で毎月調査を実施中である。

緊急時等の種類 発令等の日数（地区数） 人体被害届出人数

注意報 １日（１地区） ０人

緊急時等の種類 発令等の日数（地区数） 人体被害届出人数

注意報 ０日（０地区） ０人
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また、酸化エチレンについては令和６年度の追加調査をふまえ、１地点（富士宮）で年２

回の追加調査を継続予定である。

優先取組物質等調査 （令和６年度）

( )内は重複地点

優先取組物質等調査 （令和７年７月31日現在）

( )内は重複地点

(ｲ) PRTR法対象物質大気環境調査

PRTR法に基づく第１種指定化学物質のうち、大気環境中への排出量が多く、健康影響が

懸念されるトルエン等の揮発性有機化合物について、６地点で大気環境濃度を調査する。

（令和６年度）

環境基準物質であるジクロロメタンは、全調査地点で環境基準を達成した。また大気環境

濃度は、トルエンが最も高く、ついでジクロロメタン、総キシレン、エチルベンゼン、ノル

マル－ヘキサン、1,2,4－トリメチルベンゼンであった。これは、静岡県のPRTR届出排出量

の集計結果をおおよそ反映する結果であった。

各物質の濃度は、年度毎の増減はあるが、減少又は横ばいの傾向を示している。

（令和７年度）

令和６年度と同地点で調査を実施中である。

PRTR法対象物質大気環境調査 （令和６年度）

PRTR法対象物質大気環境調査 （令和7年７月31日現在）

調査項目 地 点 項目数 回 数 延べ項目数 備 考

揮発性有機化合物

（VOCs 11物質）
6 11 12 792

三島市、富士市

島田市、磐田市

掛川市、袋井市

重金属類等11物質 (1) 11 12 132 島田市

酸化エチレン 1 1 2 2 富士宮市

合計 22物質 7(1) 22 － 926

調査項目 地 点 項目数 回 数 延べ項目数 備 考

揮発性有機化合物

（VOCs 11物質）
6 11 4 264

三島市、富士市

島田市、磐田市

掛川市、袋井市

重金属類等11物質 (1) 11 4 44 島田市

合計 22物質 6(1) 22 － 308

調査項目 地点数 項目数 回 数 延べ項目数 備 考

トルエン、キシレン、

エチルベンゼン等9物質
6 9 12 648

三島市、富士市

島田市、磐田市

掛川市、袋井市

調査項目 地点数 項目数 回 数 延べ項目数 備 考

トルエン、キシレン、

エチルベンゼン等9物質
6 9 4 216

三島市、富士市

島田市、磐田市

袋井市、掛川市
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エ 騒音防止対策

(ｱ) 自動車交通騒音常時監視

騒音規制法第18条に基づき、道路沿線における自動車騒音の状況を常時監視するため自

動車交通騒音を調査し、総延長の面的評価と測定した地点の実測評価を実施する。

結果は騒音規制法第19条に基づき、生活環境課が公表する。

（令和６年度)

県内12地点で自動車交通騒音常時監視調査を実施した。

調査の対象とした道路（総延長192.6km）に面する地域の住居等（12,900戸）の環境基

準達成状況は、昼間・夜間ともに達成した戸数は12,639戸(98.0％)、昼間(午前６時～午

後10時)のみ環境基準を達成した戸数は170(1.3％)、夜間(午後10時～午前６時)のみ環境

基準を達成した戸数は10戸(0.1％)、昼間・夜間ともに環境基準を超過した戸数は81戸

(0.6％)であった。この評価結果は、令和５年度（昼間及び夜間とも環境基準値以下は

97.8％）と同等であった。

（令和７年度）

令和６年度と同様に自動車交通騒音常時監視調査を実施する予定である。

調査対象地域 （令和６年度）

（ ）内は各道路の測定地点数

(ｲ) 新幹線鉄道騒音振動実態調査

新幹線鉄道周辺地域の騒音の環境基準達成状況及び振動の指針値達成状況について、騒音

振動実態調査を実施する。

（令和６年度）

県内の新幹線騒音の環境基準達成状況を広く調査するため、当該年度は過去３年間に測

定していない地点を中心に測定を実施した。

騒音７ 地点（各地点の25m と50m計14カ所）及び振動７地点（各地点の25m と50m計

14カ所）の調査を実施した結果、騒音25mの１地点で環境基準を未達成であった。振動は

全ての地点で指針値を達成した。

（令和７年度）

令和６年度とは異なる７地点を選定して実施する予定である。

地 区 市町名 道 路 名 測定地点数

東 部

小山町
東名（1）、国道138号(1)、国道246号(1)、

県道394号(1)
4

清水町

国道１号(1)、県道139号(1)、県道141号(1)

県道144号(2)、県道145号(2)、県道308号

(1)

8

計 ２町 国道：4地点 県道：8地点 12
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新幹線鉄道騒音振動実態調査 （令和６年度）

達成状況 ○印：達成 ×印：未達成

新幹線騒音の環境基準 Ⅰ類型：70dB以下、Ⅱ類型：75dB以下

新幹線振動の指針値：70dB以下

(ｳ) 静浜基地航空機騒音実態調査

航空自衛隊静浜基地周辺地域の住民の生活環境を保全し、住民の健康の保護に資するた

め、航空機騒音に係る環境基準の達成状況を把握する。調査は、基地周辺４地点を各年度

２地点ずつ交互に測定を行う計画である。

（令和６年度）

年１回（10月）、２地点の調査を実施した。

（令和７年度）

年１回（10～11月）、２地点の調査を実施する予定である。

静浜基地周辺地域の航空機騒音実態調査 （令和６年度）

達成状況 ○印：達成 ×印：未達成

航空機騒音の環境基準 Ⅱ類型：Lden 62 dB以下

(ｴ) 市町環境保全担当者騒音技術研修会

市町職員が騒音規制法に基づく騒音調査や苦情の発生時に適切な対応ができるように研修

会を開催する。

（令和６年度）

騒音の基礎的理解と技術の習得を目的とした騒音実務研修会、騒音測定に必要な知識や技

術の習得を目的とした騒音技術研修会を開催した。騒音実務研修会は教材の有効活用等に配

慮して、市町職員及び計量検定所職員を対象として４月から年度末まで動画配信による研修

測 定 場 所 測定位置 類 型

環境基準及び指針値達成状況

騒 音 振 動

25m 50m 25m 50m

沼津市松沢町 上り Ｉ ○ ○ ○ ○

沼津市東原 下り Ｉ ○ ○ ○ ○

島田市大柳 上り Ⅱ ○ ○ ○ ○

菊川市西方 下り Ｉ ○ ○ ○ ○

掛川市高御所 下り Ｉ ○ ○ ○ ○

磐田市二之宮 上り Ｉ ○ ○ ○ ○

湖西市新居町中之郷 上り Ｉ × ○ ○ ○

環境基準及び指針値達成地点数 6 7 7 7

調 査 地 点 類 型 Lden（dB） 達成状況

焼津市藤守 Ⅱ 39 ○

焼津市上新田 Ⅱ 34 ○
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とし45名が視聴した。

騒音技術研修会は、市町職員及び計量検定所職員を対象とし、11名が受講した。

（令和７年度）

騒音実務研修会は、令和６年度と同様に動画配信による研修を市町職員及び計量検定所職

員を対象とし、４月から開始した。7月末時点で30名が視聴しており、年度末まで配信を

継続する。また、騒音技術研修会は、12月の開催を計画している。

オ 悪臭防止対策

悪臭防止法では、悪臭の測定、立入検査、改善勧告及び命令等の事務について市町村長の自

治事務とされている。当研究所では、臭気指数の測定方法等の技術の習得を目的として、市町

職員を対象とした研修会を開催する。

（令和６年度）

市町職員を対象とした市町環境保全担当者嗅覚測定技術研修会を10月に開催し９人が受講

した。

（令和７年度）

対面による技術講習とし、11月の開催を計画している。

カ アスベスト濃度調査

県としてはアスベスト使用建築物の解体作業等における飛散防止の徹底を行っているが、当

研究所では一般環境中のアスベスト濃度を把握するため測定を実施する。

（令和６年度）

一般環境大気中のアスベスト濃度について、２地点（住宅地域：１地点、道路沿線地域：１

地点）で調査を実施した。その結果、アスベストの飛散が疑われる地点は確認されなかった。

結果は、生活環境課へ報告し、庁内関係課長による「静岡県アスベスト対策連絡会議」に

おいて、情報の共有とアスベスト対策の推進・調整のための資料として利用されている。

（令和７年度）

令和６年度と同様に一般環境大気において県内２地点の調査を予定している。

アスベスト濃度調査 （令和６年度）

(3) 評価・改善

令和６年度の大気汚染常時監視による環境基準の達成率は、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸

化炭素、浮遊粒子状物質及び微小粒子状物質は100％であったが、光化学オキシダントは全ての

測定局で環境基準を達成しなかった。測定値の年平均値の推移は、おおむね横ばい又は微減の

傾向にあり、環境基準達成率は前年同様であった。

光化学オキシダントは県内の全有効測定局で環境基準が達成されておらず、全国的にもほとん

どの測定局で達成されていない。光化学オキシダント濃度の常時監視により状況を把握し、濃度

調査区分 調査地点数 検体数 備 考

環境大気 2 12
１地点１日２か所（２検体）３日間試

料採取（２地点；島田市、三島市）

合 計 2 12
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が高くなった場合は、注意報等を発令し健康被害の未然防止に努める。

有害大気汚染物質調査においては、環境基準や指針値の達成評価が可能な12物質については

全て環境基準又は指針値を達成した。調査結果は生活環境課に報告し、化学物質対策や工場等へ

の指導などの資料として利用される。

自動車騒音の面的評価による環境基準の達成状況は前年並みであった。航空機騒音実態調査は、

全ての地点で環境基準を達成し、新幹線鉄道騒音実態調査は、１地点１カ所（騒音25m）で環境

基準を未達成であった。今後も騒音等の実態を調査し、生活環境の保全措置につなげていく。

悪臭防止対策については、市町に対する技術的支援のため、継続して研修会を開催する。

アスベストについては、令和６年度調査では飛散が疑われる地点は確認されなかった。アス

ベストが使用されている建物等の解体、改造、補修等の増加が予想され、また、災害時のアス

ベスト対策への支援要望もあることから、今後も、大気中のアスベストの環境監視を継続して

いく。

２ 水質関係環境監視事業

(1) 目的・計画

静岡県の水環境の保全のため、水質汚濁防止法第15条に基づき公共用水域や地下水の水質を

常時監視し、水質環境基準の達成状況等を把握する。

水質汚濁事故における情報収集や事故原因究明を行うとともに、田子の浦港の水質保全に係る

SS協定（昭和52年４月25日 静岡県、(一社)富士環境保全協会及び関係企業）に基づくクロス

チェックを実施する。

業務は次のとおりである。

ア 水質監視事業

イ 地下水等環境汚染防止対策事業

ウ 水質汚濁事故対応

エ 田子の浦港への産業活動によるSS流入量に係るクロスチェック

(2) 実績

ア 水質監視事業

水質汚濁防止法第16条に基づき県が策定した「公共用水域水質測定計画」に従って、河川、

海域、湖沼などの公共用水域の水質の常時監視を実施する。

令和７年度の調査は、静岡県（環衛研）、国土交通省、政令市（静岡市、浜松市）、特例市

（富士市、沼津市）が19水域179地点（うち環境基準点120地点）で実施しており、このう

ち当研究所は88地点の常時監視を担当する。

（令和６年度）

BODなどの生活環境項目4,545検体、カドミウムなどの健康項目1,576検体、銅などの特殊

項目136検体、硝酸性窒素などその他の項目1,941検体の計8,198検体について委託又は自施

設で分析した。

公共用水域における環境基準の達成状況は、健康項目では全ての地点で環境基準を達成した。

生活環境項目のBODでは全ての地点で環境基準を達成し、CODについては、河川の環境基準達

成率は100％（64地点/64地点）、湖沼は50％（１地点/２地点）、海域は85％（46地点/54

地点）であった。全窒素、全燐、全亜鉛、ノニルフェノール、直鎖アルキルベンゼンスルホン
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酸及びその塩については全ての地点で環境基準を達成した。大腸菌数については、河川の環境

基準達成率は44％（24地点/55地点）、湖沼は100％（１地点/１地点）、海域は80％（24地

点/30地点）であった。

環境基準超過地点の多くで原因が特定されていないため、引き続き継続的な監視を行うとと

もに、関係機関との情報共有・収集や必要に応じた詳細分析により原因究明を進める。

（令和７年度）

令和６年度と同様に「公共用水域水質測定計画」に従って常時監視を実施中である。

また、令和７年度から県の実施する測定地点２地点が廃止されたため、調査地点数が令和６

年度の181地点から179地点に変更された。

58



公共用水域水質測定総括表 （令和６年度）

上段は県実施分、下段（ ）内は静岡県、国土交通省、静岡市、浜松市等を含む全県分

No. 水 域 名
測 定

地点数

項 目 数

調査担当機関生活環境

項目

健康

項目

特殊

項目

その他

の項目
小 計

1
伊豆水域

（河川､湖沼）

11

(11)

493

(493)

192

(192)

24

(24)

158

(158)

867

(867)
静岡県

2 伊豆沿岸水域（海域）
10

(11)

430

(474)

0

(0)

0

(0)

120

(132)

550

(606)
静岡県・沼津市

3 鮎沢川水域（河川）
2

(2)

114

(114)

35

(35)

4

(4)

30

(30)

183

(183)
静岡県

4 狩野川水域（河川）
6

(14)

251

(981)

128

(332)

8

(22)

72

(207)

459

(1,542)
国土交通省・静岡県

5 田子の浦水域（河川）
1

(13)

55

(892)

24

(399)

0

(12)

17

(226)

96

(1,529)

静岡県･沼津市

･富士市

6
富士川水域

（河川､湖沼）

3

(5)

171

(358)

62

(96)

4

(9)

74

(103)

311

(566)
国土交通省・静岡県

7 奥駿河湾水域（河川）
0

(10)

0

(574)

0

(440)

0

(32)

0

(291)

0

(1,337)
静岡市･沼津市

8 奥駿河湾水域（海域）
7

(18)

301

(1,401)

29

(297)

4

(28)

88

(377)

422

(2,103)

静岡県･静岡市･

沼津市･富士市

9 西駿河湾水域（海域）
7

(11)

301

(613)

29

(205)

4

(20)

88

(152)

422

(990)
静岡県・静岡市

10 静岡水域（河川）
0

(6)

0

(462)

0

(250)

0

(20)

0

(160)

0

(892)
国土交通省・静岡市

11 志太水域（河川）
8

(8)

389

(389)

232

(232)

16

(16)

118

(118)

755

(755)
静岡県

12 大井川水域（河川）
3

(5)

101

(273)

66

(133)

8

(12)

29

(55)

204

(473)
国土交通省・静岡県

13 榛南小笠水域（河川）
8

(13)

336

(762)

232

(334)

24

(32)

102

(164)

694

(1,292)
国土交通省・静岡県

14 太田川水域（河川）
10

(10)

473

(473)

196

(196)

24

(24)

127

(127)

820

(820)
静岡県

15
天竜川水域

（河川、湖沼）

0

(8)

0

(454)

0

(367)

0

(28)

0

(147)

0

(996)
国土交通省･浜松市

16 馬込川水域（河川）
0

(3)

0

(206)

0

(198)

0

(12)

0

(66)

0

(482)
浜松市

17
浜名湖水域

（河川､湖沼､海域）

9

(26)

934

(2,930)

293

(1,449)

8

(64)

854

(2,570)

2,089

(7,013)
静岡県・浜松市

18 梅田川水域（河川）
1

(1)

24

(24)

29

(29)

4

(4)

8

(8)

65

(65)
静岡県

19 遠州灘水域（海域）
4

(6)

172

(254)

29

(73)

4

(8)

56

(80)

261

(415)
静岡県・浜松市

合 計
90

(181)

4,545

(12,127)

1,576

(5,257)

136

(371)

1,941

(5,171)

8,198

(22,926)
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公共用水域水質測定総括表（県実施分） （令和７年７月31日現在）

イ 地下水等環境汚染防止対策事業

水質汚濁防止法第16条に基づき県が策定した「地下水の水質測定計画」に従って、静岡県、

国土交通省、政令市（静岡市、浜松市）及び特例市（富士市、沼津市）が概況調査（環境モニ

タリング）と汚染井戸継続監視調査（定点モニタリング）による地下水の水質の常時監視を実

施する。また、新たに把握された地下水汚染については、汚染井戸周辺調査で汚染状況を把握

する。分析は原則自施設で行い、当研究所で分析できない項目は委託している。

（令和６年度）

全県で環境モニタリング41地点、定点モニタリング133地点について計画し、このうち県

は環境モニタリング16地点及び定点モニタリング70地点について調査した。

県が実施した環境モニタリングの結果、環境基準を超過した地点はなかった。定点モニタリ

ングでは、六価クロムが4地点中1地点、ふっ素が３地点中１地点、砒素が19地点中８地点、

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が30地点中６地点で環境基準を超過した。また、揮発性有機化

No. 水 域 名
測 定

地点数

項 目 数

小 計 調査機関生活

環境

項目

健康

項目

特殊

項目

その

他の

項目

1 伊豆水域(河川､湖沼) 10 142 50 12 55 259

静岡県

2 伊豆沿岸水域(海域) 10 100 0 0 30 130

3 鮎沢川水域(河川) 2 36 10 2 12 60

4 狩野川水域(河川) 5 73 28 4 29 134

5 田子の浦水域(河川) 1 20 19 0 7 46

6 富士川水域(河川) 3 50 14 2 24 90

7 奥駿河湾水域(河川) － 0 0 0 0 0

8 奥駿河湾水域(海域) 7 140 7 2 44 193

9 西駿河湾水域(海域) 7 140 7 2 44 193

10 静岡水域(河川) － 0 0 0 0 0

11 志太水域(河川) 8 123 56 8 48 235

12 大井川水域(河川) 3 29 18 4 11 62

13 榛南小笠水域(河川) 8 106 56 12 41 215

14 太田川水域(河川) 10 149 50 12 50 261

15 天竜川水域(河川､湖沼) － 0 0 0 0 0

16 馬込川水域(河川) － 0 0 0 0 0

17
浜名湖水域

(河川､湖沼､海域)
9 296 63 2 277 638

18 梅田川水域(河川) 1 7 7 2 3 19

19 遠州灘水域(海域) 4 40 7 2 14 63

合 計 88 1,451 392 66 689 2,598
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合物(VOC)は14地点中３地点でクロロエチレン等が環境基準を超過した。

（令和７年度）

令和６年度と同様に「地下水の水質測定計画」に従って環境モニタリング、定点モニタリン

グを実施中である。

地下水の水質の常時監視（県実施分） （令和６年度）

地下水の水質の常時監視（県実施分）（令和７年７月３１日現在）

ウ 水質汚濁事故対応

「水質汚濁に係る事故時の処理要領」に基づき、生活環境課から依頼があった場合には、原

因究明や被害状況を把握するための現地調査を行うこととしている。

（令和６年度）

事故件数は50件であったが、現地調査が必要な事故は発生しなかった。

（令和７年度）

令和６年度と同様に水質汚濁事故に対応する。令和７年７月末現在、現地調査が必要な事故

は発生していない。

水質汚濁事故対応 （令和６年度）

No 調査区分 調査地点数 調査項目数 超過項目 超過地点数

1
環境モニタリング

（10㎞メッシュ）
16 435 なし ０

2
定点モニタリング

（基準超過地区）
70 89

六価クロム

ふっ素

砒素

硝酸性窒素及び

亜硝酸性窒素

VOC

４地点中１地点

３地点中１地点

19地点中８地点

30地点中６地点

14地点中３地点

合 計 86 524

No 調査区分 調査地点数 調査項目数 超過項目 超過地点数

1
環境モニタリング

（10㎞メッシュ）
20 540

硝酸性窒素及び

亜硝酸性窒素

ふっ素

ほう素

20地点中1地点

20地点中1地点

20地点中1地点

2
定点モニタリング

（基準超過地区）
10 10

六価クロム

砒素

４地点中１地点

６地点中２地点

合 計 30 550

区 分 発生件数
分析検体数 分 析 項 目

水質 魚体 一般項目 有害物質 農薬分析

油の流出 36 0 0 0 0 0

魚のへい死 5 0 0 0 0 0

その他 9 0 0 0 0 0

計 50 0 0 0 0 0
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水質汚濁事故対応 （令和７年７月31日現在）

エ 田子の浦港への産業活動によるSS流入量に係るクロスチェック

昭和52年４月、県、(一社)富士環境保全協会（以下「協会」）及び関係企業の三者で締結

した協定に基づき、協会は岳南排水路の沼川吐口、４号管及び５号管末端のSS濃度を測定し、

田子の浦港に流入する産業活動に伴うSS量を自主監視することになった。この測定の精度管

理を目的として、当研究所は協会とクロスチェックを実施する。

（令和６年度）

年４回のクロスチェックの結果、当研究所と協会の分析値はほぼ同一の値であった。

（令和７年度）

第１回目のクロスチェックの結果は良好であり、引き続き残り３回実施する。

SSクロスチェック （令和６年度）

SSクロスチェック （令和７年７月31日現在）

(3) 評価・改善

水質環境の常時監視の結果、河川及び海域については、おおむね環境基準を達成し、特に健康

項目では全観測地点で基準を達成した。生活環境項目では環境基準の水域類型を設定している

120地点のうち、湖沼１地点及び海域８地点で有機汚濁の指標（COD）が環境基準を超過した。

また、大腸菌数が河川31地点及び海域６地点で環境基準を超過した。なお、公共用水域の常時

監視結果は、県、国土交通省、政令市、特例市分を当研究所にて取りまとめている。地下水では

汚染が判明している地区の追跡調査である定点モニタリングで、いまだ環境基準が達成されてい

ない井戸等も多いことから、飲用指導などを行うとともに、今後も継続した監視を実施していく。

公共用水域及び地下水の常時監視結果は、生活環境課に報告し、水質汚濁防止法第17条に基

づき、生活環境課が公表するとともに、水質を改善するための資料として活用している。なお、

当研究所職員の分析精度管理と技術力の向上を目的として、環境省や静岡県環境保全協会が主

催するクロスチェックに参加している。

区 分 発生件数
分析検体数 分 析 項 目

水質 魚体 一般項目 有害物質 農薬分析

油の流出 14 0 0 0 0 0

魚のへい死 6 0 0 0 0 0

その他 5 0 0 0 0 0

計 25 0 0 0 0 0

実施回数
検 体 数

沼川吐口 ４号管末端マンホール ５号管末端マンホール

4 4 4 4

実施回数
検 体 数

沼川吐口 ４号管末端マンホール ５号管末端マンホール

1 1 1 1
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３ ダイオキシン類関係環境監視事業

(1) 目的・計画

ダイオキシン類が人の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある物質であることから、

ダイオキシン類による環境汚染の防止を目的として、大気、公共用水域の水質と底質、地下水及

び土壌の環境基準の達成状況を把握するためダイオキシン類対策特別措置法第26条に基づき常

時監視を実施する。なお、調査分析は委託により実施している。

(2) 実績

ダイオキシン類対策特別措置法第31条の規定に基づき県が策定した「静岡県ダイオキシン類

調査測定計画」に従って、大気、河川と海域及び湖沼の水質と底質、土壌及び地下水のダイオキ

シン類による汚染状況の常時監視を実施する。

なお、調査は、静岡県、国土交通省、政令市（静岡市、浜松市）、特例市（沼津市、富士市）

が行う。

（令和６年度）

県実施分について、大気、水質、底質、土壌及び地下水のすべての調査地点で環境基準を達成

した。

（令和７年度）

令和６年度と同様、県の計画に従い監視を実施中である。

ダイオキシン類の環境モニタリング結果（県実施分） （令和６年度）

ダイオキシン類の環境モニタリング計画（県実施分） （令和７年度）

(3) 評価・改善

令和６年度の県内におけるダイオキシン類の常時監視結果は、大気、河川・海域の水質と底質、

調査区分 調査地点数 検体数 超過地点数 調査回数

大 気 8 16 0 ２回/年

水

質

河川 5 5 0 １回/年

海域 1 1 0 １回/年

底

質

河川 5 5 0 １回/年

海域 1 1 0 １回/年

土 壌 5 5 0 １回/年

地下水 5 5 0 １回/年

計 30 38 0

調査区分 調査地点数 検体数 調査回数

大 気 5 10 ２回/年

水質
河川 5 5 １回/年

海域 1 1 １回/年

底質
河川 5 5 １回/年

海域 1 1 １回/年

土 壌 5 5 １回/年

地下水 5 5 １回/年

計 27 32
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土壌及び地下水のすべての調査地点で環境基準を達成した。

ダイオキシン類による人の健康への影響を防止するため、今後も環境のダイオキシン類の常時

監視を継続していく。

４ 調査研究

(1) 令和６年度研究課題

以下の２研究課題を実施した。詳細は、様式第32号「試験研究成果一覧表」のとおり。

(2) 令和７年度研究課題

以下の２研究課題を実施している。

研究テーマ 実施期間

機械学習手法を用いた光化学オキシダントの当日濃度予測手法の確立 令和５～６年度

水質汚濁原因究明手法の基礎的研究 令和６～８年度

研究テーマ 実施期間

PM2.5注意喚起情報発表における県内地域分け再検討に関する研究 令和７～８年度

水質汚濁原因究明手法の基礎的研究 令和６～８年度
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（各部・各課共通業務）

１ 当研究所主催の研修会の実施

(1) 目的・計画

市町環境保全担当職員、健康福祉センター（保健所）職員、食肉衛生検査所職員、医薬品等製

造業の品質管理担当者等を対象に、技術の向上を図るため、研修会を実施する。

(2) 実績

技術習得等のための研修会

令和６年度

開催日 研修名 受講対象者 開催場所
出席

人数

環境科学部

実施なし

微生物部

6.4.8

～4.9

クラミジア研修 東部保健所 細菌検査

担当者

環境衛生科

学研究所

1

6.6.5

～6.6

クラミジア研修 東部保健所 細菌検査

担当者

環境衛生科

学研究所

1

6.8.8 レジオネラ研修 東部保健所 細菌検査

担当者

環境衛生科

学研究所

1

6.9.26 レジオネラ研修 東部保健所 細菌検査

担当者

環境衛生科

学研究所

1

6.10.18 保健所等検査担当者研修会 保健所等の細菌検査担

当者

環境衛生科

学研究所

8

7.1.30 試験検査に係る薬事監視員研

修

薬事機動班 環境衛生科

学研究所

4

医薬食品部

6.5.9 動物用医薬品検査技術研修 食肉衛生検査所職員 環境衛生科

学研究所

1

6.6.27 第１回静岡県残留農薬分析等

検討会

当所職員、政令市衛生

研究所職員、中部健康

福祉センター職員

環境衛生科

学研究所

19

6.9.9 試験検査に係る薬事監視員研

修（理化学）

富士健康福祉センター

職員、中部健康福祉セ

ンター職員

環境衛生科

学研究所

2

6.10.1～

2

と畜・食鳥検査員試験検査技

術研修

食肉衛生検査所職員 環境衛生科

学研究所

3

7.1.8 検査等精度管理委員会理化学

検査担当者研修会

当所職員、中部健康福

祉センター職員、食肉

衛生検査所職員、政令

市衛生研究所職員

環境衛生科

学研究所

25
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令和７年度 （令和７年７月31日現在）

(3) 評価・改善

市町環境保全担当職員、健康福祉センター（保健所）職員、食肉衛生検査所職員等の技術の向

上が図られ、公的な調査、検査の精度の向上及び信頼性の確保に貢献した。

また、薬事監視員（薬事監視機動班）を対象とした研修は、医薬品の品質確保に役立った。

開催日 研修名 受講対象者 開催場所
出席

人数

大気水質部

6.7.5～

7.3.31

騒音実務研修会 市町環境保全担当職員

等

Web配信 45

6.10.31 嗅覚測定技術研修会 市町環境保全担当職員

等

環境衛生科

学研究所

9

6.12.10 騒音技術研修会 市町環境保全担当職員

等

環境衛生科

学研究所

11

合 計 14回

開催日 研修名 受講対象者 開催場所
出席

人数

微生物部

7.7.4 アニサキス食中毒に関する

技術講習会

当所職員、保健所細菌検

査課、食品衛生監視員等

環境衛生科

学研究所

27

医薬食品部

7.6.13 第１回静岡県残留農薬分析

等検討会

当所職員、政令市衛生研

究所職員、中部健康福祉

センター職員

環境衛生科

学研究所

16

大気水質部

7.4.10

公開

騒音実務研修会 市町環境保全担当職員等 Web配信 30

合 計 3回
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２ 依頼による職員の派遣

(1) 目的・計画

当研究所職員の知識、技術を施策の立案、推進に役立てるため、国、静岡県及び他の地方自治

体等の開催する各種委員会、会議等に委員として参画する。

また、環境保全と保健衛生に関する技術の普及を図るため、依頼に基づき関係機関、団体が主

催する研修会に講師を派遣する。

さらに、環境と調和した「持続可能な社会」の構築に主体的に参画できる人づくりに資するた

め、学校、市町等からの依頼を受け環境学習講座の講師を派遣する。

(2) 実績

令和６年度

派遣日 派遣先 場所 内容（役割） 人数 職員

環境科学部

6.6.28 海洋生分解性評価におけ

る微生物量測定法･国際標

準化に係る検討委員会

所内

（オンライン

開催）

新規ISO提案につ

いて（委員）

20 綿野哲寛

6.7.12 特定外来生物等研修会 静岡県庁 近年増加している

外来生物（ヤンバ

ルトサカヤスデ）

の分布と生態につ

いて（講師）

26 神谷貴文

6.7.22 令和６年度 第1回気候変

動適応セミナー

「熱中症対策」

所内

（オンライン

開催）

静岡県気候変動適

応センターの暑

熱・熱中症対策に

関する取組の紹介

(講師・パネラー)

300 神谷貴文

6.8.5 第１回ISO/TC190部会 土壌環境セン

タ－（オンラ

イン併用）

ISO審議状況の報

告・意見交換

（オブザーバー）

18 神谷貴文

6.9.11 令和６年度公害防止管理

者等研修会

静岡県男女共

同参画センタ

ーあざれあ

静岡県におけるマ

イクロプラスチッ

ク汚染状況

（講師）

69 竹下由布

子

6.10.7 海洋生分解性評価におけ

る微生物量測定法･国際標

準化に係る検討委員会

所内

（オンライン

開催）

新規ISO提案につ

いて（委員）

20 綿野哲寛

6.10.14 第38回ISO/TC190総会

SC4/WG5

ノルウェー

（オンライン

併用）

WG5(Ecotoxicologi

cal aspects）に関

するISO規格審議

（国内主査）

18 神谷貴文

6.10.15 第38回ISO/TC190総会

SC4/WG2

ノルウェー

（オンライン

併用）

WG2 (Effects on

soil fauna)に関す

るISO規格審議

（国内主査）

17 神谷貴文
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派遣日 派遣先 場所 内容（役割） 人数 職員

6.10.17 第38回ISO/TC190総会

SC4 Plenary meeting

ノルウェー

（オンライン

併用）

SC4 (Biological

characterization)

に関する全体会議

（国内主査）

15 神谷貴文

6.12.23 第２回ISO/TC190部会 土壌環境セン

タ－（千代田

区麹町）

ISO審議状況の報

告・意見交換

（オブザーバー）

20 神谷貴文

7.1.24 地台活性化講演 静岡地方気象

台（静岡市）

気象データ利用を

含めた業務紹介等

（講師）

20 神谷貴文

7.1.27 海洋生分解性評価におけ

る微生物量測定法･国際標

準化に係る検討委員会

所内

（オンライン

開催）

新規ISO提案につ

いて（委員）

20 綿野哲寛

7.3.4 第３回ISO/TC190部会 土壌環境セン

タ－（オンラ

イン併用）

ISO審議状況の報

告・意見交換

（オブザーバー）

14 神谷貴文

微生物部

6.4.8 令和６年度初期教育研修

薬務研修

静岡県庁 無菌試験、微生物

限度試験(講師)

15 西尾智裕

6.6.5 令和6年度HACCP

システム研修

静岡県庁 HACCPの各論につ

いて(講師)

15 池ヶ谷朝香

6.7.18 令和6年度HACCP責任者

養成研修

もくせい会館 HACCPに沿った衛

生管理における危

害要因分析につい

て(講師)

16 池ヶ谷朝香

6.10.23 令和６年度

第1回しずおか食の安全

推進幹事会

静岡県庁 しずおか食の安全

推進のためのアク

ションプランの進

行状況等(委員)

20 寺井克哉

6.11.29 静岡県食品衛生

コンサルタント協会研修

中島屋

（静岡市）

食中毒について 23 寺井克哉

7.2.27 検査等精度管理委員会

感染症部会

所内

（オンライン

開催）

令和６年度外部精

度管理、内部点

検、令和７年度事

業計画等

16 西尾智裕

高橋奈緒美

7.2.28 検査等精度管理委員会

食品部会

静岡県庁 令和６年度内部点

検、外部精度管理

の状況、令和７年

度事業計画等

18 寺井克哉

青山奈都子

7.3.7 令和６年度

静岡県動物管理指導セ

ンター研究事業推進委

員会

動物管理指導

センター

令和６年度研究事

業報告及び令和７

年度研究事業案検

討(委員)

10 池ヶ谷朝香
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派遣日 派遣先 場所 内容（役割） 人数 職員

7.3.12 令和６年度

第2回しずおか食の安全

推進幹事会

静岡県庁 しずおか食の安全

推進のためのアク

ションプランの進

行状況等

（委員）

20 寺井克哉

医薬食品部

6.4.5 薬事監視初期教育研修 静岡県庁 日本薬局方の概

要、規格試験法、

試験機器の原理や

管理方法等(講師)

13 影山知子

内田貴啓

6.5.1 浜名湖貝毒監視連絡会 水産・海洋技

術研究所

浜名湖分場

貝毒監視・連絡体

制、貝毒検査計

画、最近の浜名湖

の有毒・有害プラ

ンクトンの状況

(委員)

15 田中瑞希

6.5.16 静岡県立藤枝東高等学校 静岡県立藤枝

東高等学校

定時制に通う学生

を対象とした薬に

関する講義

(講師)

10 安藤隆幸

三原寛貴

6.6.20 研究資金獲得セミナー 所内

（オンライン

開催）

県職員(研究員)に

向けた研究資金獲

得に関する講義

(講師)

221 安藤隆幸

6.6.25 商品テスト実習講座

（中部県民生活センター

依頼）

清水生涯学習

交流館

（静岡市）

ジュースや果物に

含まれる糖分とビ

タミンＣを調べて

みよう！

（指導）

8 宮城島利

英

田中瑞希

6.7.3 ジェネリック医薬品・バ

イオシミラー品質情報検

討会

製剤試験ワーキンググル

ープ打合せ会議

AP虎ノ門

Room J

(港区西新橋)

ジェネリック医薬

品・バイオシミラ

ー品質情報検討会

報告、昨年度の溶

出試験結果のまと

め、検討課題

(委員)

29 白鳥暁子

6.8.7 商品テスト実習講座

（東部県民生活センター

依頼）

吉永まちづく

りセンター

（富士市）

ジュースや果物に

含まれる糖分とビ

タミンＣを調べて

みよう！

（指導）

14 柏木久輝

田中瑞希

6.8.8 商品テスト実習講座

（中部県民生活センター

依頼）

麻機小学校内

麻機第一児童

クラブ

（静岡市）

牛乳パックで再生

紙はがきを作ろ

う！

（指導）

19 小郷沙矢

香

田中瑞希
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派遣日 派遣先 場所 内容（役割） 人数 職員

6.8.20 商品テスト実習講座

（西部県民生活センター

依頼）

山名コミュニ

ティセンター

（袋井市）

ジュースや果物に

含まれる糖分とビ

タミンＣを調べて

みよう！

（指導）

14 宮城島利

英

田中瑞希

6.9.26

～9.27

東海・北陸ブロック

理化学部門専門家会議

岐阜市ハート

フルスクエア

ーG

(岐阜県)

自然毒中毒に対す

る各自治体の取

組、アマニタトキ

シンの分析法等に

ついて

30 小郷沙矢

香

7.2.14 検査等精度管理委員会

医薬品部会

環境衛生科学

研究所

外部精度管理結

果、内部精度管理

及び研修の実施状

況、内部点検結

果、来年度の事業

計画ほか(副部会長

及び部会員)

11 堀池あず

さ

影山知子

望月玲於

7.2.20 創薬探索助言委員会 静岡県医療

健康産業研究

開発センター

ファルマバレープ

ロジェクトにおけ

る当所、静岡県立

大学創薬探索セン

ター及びPVCの活

動状況報告と助言

(委員及び事務局)

24 横井志伸

堀池あず

さ

安藤隆幸

三原寛貴

7.2.28 検査等精度管理委員会

食品部会

静岡県庁 令和６年度内部点

検、外部精度管理

の状況、令和７年

度事業計画、議題

協議等(部会員)

18 堀池あず

さ

小郷沙矢

香

7.3.5 クラウドファンディング

型研究成果発表会

ペガサート

（静岡市）

クラウドファンデ

ィングでの支援に

よる成果を寄附者

向けに発表

（講師）

40 安藤隆幸

7.3.12 第２回しずおか食の安全

推進幹事会

静岡県庁 アクションプラン

進行状況確認、関

連事業の説明等

（幹事）

19 堀池あず

さ

大気水質部

6.4.30 環境保全協会

第1回クロスチェック

研究委員会

書面審議 クロスチェック年

間計画

(委員)

12 山本光宣

6.7.19 環境保全協会

第２回クロスチェック

研究委員会

静岡県教育会

館

(静岡市）

クロスチェック結

果集計検討

(委員)

11 山本光宣
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令和７年度 （令和７年７月31日現在）

派遣日 派遣先 場所 内容（役割） 人数 職員

6.8.23 第1回静岡県

環境影響評価連絡会議

静岡県庁 「(仮称)浜松湖西

豊橋道路(静岡県区

間)環境影響評価方

法書」について

28 太田良和弘

6.11.15

、11.20

水質分析研修 環境衛生科学

研究所

水質分析講義及び

分析実習

(講師）

8 山本光宣

中桐健志

平井一行

6.11.22 環境保全協会

第3回クロスチェック

研究委員会

静岡県教育会

館

(静岡市)

クロスチェック結

果集計検討

(委員）

11 山本光宣

7.3.13 関東地方大気環境対策

推進連絡会

微小粒子状物質・光化学

オキシダント調査会議

さいたま市健

康科学研究セ

ンター（オン

ライン開催）

関東甲信静におけ

るPM2.5のキャラ

クタリゼーション

～関東PM・Ox合同

調査令和5年度の

まとめ～（講師）

131 工藤和樹

合 計 43回

派遣日 派遣先 場所 内容（役割） 人数 職員

環境科学部

7.5.11 磐田のプラスチックごみ

を考えよう

福田中央交流

センター

（磐田市）

県内プラスチック

ごみ問題の現状

（講師）

20 竹下由布子

7.5.29 プラスチックごみ出前講

座

袋井市立三川

小学校

(袋井市)

プラスチックごみ

に関する啓発

(講師)

20 羽田好孝

竹下由布子

7.7.3 海洋生分解性評価におけ

る微生物量測定法･国際標

準化に係る検討委員会

所内（オンラ

イン開催）

新規ISO提案につ

いて（委員）

20 綿野哲寛

7.7.8 プラスチックごみ出前講

座

磐田市立長野

小学校

（磐田市）

プラスチックごみ

に関する啓発

（講師）

43 綿野哲寛

羽田好孝

竹下由布子

7.7.16 西遠地域地下水利用対策

協議会総会

浜松市勤労会

館Ｕホール

（浜松市）

地下水を活用した

熱交換システムに

ついて(講師）

60 神谷貴文

微生物部

7.4.4 令和７年度初期教育研修

薬務研修

静岡県庁 無菌試験、微生物

限度試験(講師)

13 八木美弥

7.5.27 第１回しずおか食の安全

推進委員会ワーキング会

議

静岡県庁 食の安全アクショ

ンプランの現行評

価と次期案の策定

(委員)

20 八木美弥

医薬食品部
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(3) 評価・改善

近年、環境・保健衛生に関する問題が多様化、専門化している中で、当研究所は、静岡県にお

ける科学的・技術的中核機関として各種委員会、協議会等の委員及び研修会、講習会等の講師と

して職員を派遣し、その知識、技術等を有効的に活用し、社会的貢献を果たしている。

派遣日 派遣先 場所 内容（役割） 人数 職員

7.4.4 薬事監視初期教育研修 静岡県庁 日本薬局方の概

要、規格試験法、

試験機器の原理や

管理方法等(講師)

13 黒見公一

内田貴啓

7.5.1 浜名湖貝毒監視連絡会 水産・海洋

技術研究所

浜名湖分場

貝毒監視・連絡体

制、貝毒検査計

画、最近の浜名湖

の有毒・有害プラ

ンクトンの状況

(委員)

柏木久輝

7.5.27 第１回しずおか食の安全

推進委員会ワーキング会

議

静岡県庁 次期アクションプ

ラン策定、関連事

業の説明等

(担当者)

20 小郷沙矢

香

7.6.17 令和７年度第１回中部地

域消費者行政推進連携協

議会

中部県民生活

センター

令和６年度消費生

活相談の概要、第

２次静岡県消費者

基本計画策定、消

費者教育に関する

連携等について

（委員）

16 田中瑞希

7.6.24 令和７年度第１回西部地

域消費者行政推進連携協

議会

浜松総合庁舎 静岡県消費者基本

計画の進捗状況、

消費者教育に関す

る連携等について

(委員)

22 田中瑞希

7.7.3 ジェネリック医薬品・バ

イオシミラー品質情報検

討会

製剤試験ワーキンググル

ープ打合せ会議

AP新橋

Room J

(港区西新橋)

ジェネリック医薬

品・バイオシミラ

ー品質情報検討会

報告、昨年度の溶

出試験結果のまと

め、検討課題

(委員)

29 白鳥暁子

大気水質部

7.4.24 環境保全協会 第１回クロ

スチェック研究委員会

書面審議 クロスチェック年

間計画(委員)

12 山本光宣

7.7.18 環境保全協会 第２回クロ

スチェック研究委員会

静岡県教育会

館（静岡市）

クロスチェック結

果集計検討(委員)

11 山本光宣

合 計 15回
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３ 職員の研修会等への参加

(1) 目的・計画

環境、保健衛生に関する技術は日々進化するとともに、専門化している。このため、当研究所

の職員の資質の向上を図り、静岡県の環境、保健衛生に関する各種調査、研究に資するため、職

員を研修、学会、シンポジウム等に参加させ、知識、技術の習得を図る。

(2) 実績

令和６年度

期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

環境科学部

6.5.7 国Ⅱ型共同研究技術

交流会

地方公共団体環境研究機関

等と国立環境研究所との技

術交流会

オンライン開催 綿野哲寛

6.5.15

～5.16

LCMS オンサイトト

レーニング

LCMSの使用方法やメンテナ

ンス方法の実地研修

環境衛生科学研

究所

長倉美由紀

竹下由布子

6.5.21 令和６年度 気候変

動適応研修(新任者

コース）

気候変動対策（特に適応）

を担当する新任者に対する

研修会

オンライン開催 長倉美由紀

6.5.22

～5.23

令和６年度NEDOプロ

第1回全体会・推進

委員会

海洋生分解性プラスチックの

評価手法の確立に係る研究情

報交換

㈱島津製作所

（京都市）

神谷貴文

綿野哲寛

6.6.21 重元素MS ガイダン

ス

同位体比分析機器の使用方

法に関する研修会（MC-ICP-

MS）

オンライン開催 山﨑創太

6.7.1 令和６年度気候変動

適応関東広域協議会

第１回災害時孤立対

策分科会

災害時孤立対策に関するアク

ションプランの実装に向けた

会議

オンライン開催 神谷貴文

6.7.4 令和６年度気候変動

適応関東広域協議会

第１回熱中症対策分

科会

熱中症対策に関するアクショ

ンプランの実装に向けた会議

オンライン開催 神谷貴文

羽田好孝

6.7.12 特定外来生物等研修

会

特定外来生物や不快害虫の防

除に関する研修会

静岡県庁 渡邉充洋

6.7.25 令和６年度気候変動

適応関東広域協議会

第12回協議会

気候変動適応に関わる関係者

の広域連携に関する会議

オンライン開催 神谷貴文

6.7.30 PFAS について知っ

ておきたい情報や分

析のあれこれ

PFAS分析技術に関する研修

会

オンライン開催 長倉美由紀

竹下由布子

6.8.7 NEDOプロ第4回技術

推進委員会

海洋生分解性プラスチックの

評価手法の確立に係る研究評

価

NEDO川崎本部

（川崎市）

神谷貴文
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期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

6.10.15 第1回再生可能エネ

ルギー熱「地中熱」

に関する懇談会

地中熱の普及促進に関する

懇談会

オンライン開催 山﨑創太

6.10.22

～10.24

国Ⅱ型研究に係る環

境DNAハンズオン講

習会

地方公共団体環境研究機関

等と国立環境研究所との技

術講習会

神奈川県環境科

学センター

（平塚市）

綿野哲寛

6.10.29 国Ⅱ型共同研究全体

会合

進捗・計画の確認、情報収

集

国立環境研究所

（つくば市）

長倉美由紀

竹下由布子

6.10.30 災害時対応に係る机

上演習会合

災害時対応用新規アプリケ

ーションを使った机上演習

国立環境研究所

（つくば市）

長倉美由紀

竹下由布子

6.11.1 第２９回生物化学的

測定研究会学術シン

ポジウム

PFAS汚染実態についてのシ

ンポジウム

オンライン開催 渡邉充洋

竹下由布子

6.11.15 国Ⅱ型共同研究勉強

会

沿岸堆積物中のマイクロプ

ラスチック調査方法に関す

る勉強会

産業技術総合研

究所

（つくば市）

羽田好孝

竹下由布子

6.12.17 令和６年度 気候変

動適応の研究会 研

究発表会・分科会

最新の研究動向に係る情報

交換や連携に向けた意見交

換を行うための発表会・分

科会

航空会館ビジネ

スフォーラム

（港区新橋）

神谷貴文

羽田好孝

6.12.18 令和６年度地域の気

候変動適応推進に向

けた意見交換会

地域の適応の取組事例や課

題を共有し、地域を超えた

センター間、自治体間の意

見交換

航空会館ビジネ

スフォーラム

（港区新橋）

神谷貴文

6.12.18

～12.19

国Ⅱ型共同研究合同

会議・全体会合

別課題との連携についての

確認、進捗・計画の確認、

情報収集

福井県国際交流

会館（福井市）

竹下由布

子

6.12.20 令和６年度NEDOプロ

第2回全体会・推進

委員会

海洋生分解性プラスチックの

評価手法の確立に係る研究情

報交換

オンライン開催 神谷貴文

綿野哲寛

7.1.10 令和６年度気候変動

適応関東広域協議会

第２回熱中症対策分

科会

熱中症対策に関するアクショ

ンプランの実装に向けた会議

オンライン開催 神谷貴文

羽田好孝

7.1.27

～1.28

化学物質環境実態調

査環境科学セミナー

全国の環境調査の研究に関す

る情報収集

品川フロントビ

ル（港区港南）

長倉美由紀

竹下由布子

7.1.28 令和６年度気候変動

適応関東広域協議会

第２回災害時孤立対

策分科会

災害時孤立対策に関するアク

ションプランの実装に向けた

会議

オンライン開催 神谷貴文

7.2.7 第 61 回静岡県公衆

衛生研究会

特別講演、静岡県職員等の

薬事、食品、環境の各部門

に係る研究成果発表

グランシップ 渡邉充洋
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期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

7.2.12 再エネ熱の面的利用

2024年度全体会議

地方における再エネ熱面的利

用促進に資する導入支援技術

の開発に係る研究情報交換

オンライン開催 神谷貴文

村中康秀

山﨑創太

7.2.27 第2回再生可能エネ

ルギー熱「地中熱」

に関する懇談会

地中熱の普及促進に関する

懇談会

オンライン開催 山﨑創太

7.2.28 国Ⅱ型共同研究進捗

報告会

進捗・計画の確認、情報収

集

国立環境研究所

（つくば市）

竹下由布子

7.3.6 令和６年度気候変動

適応関東広域協議会

第11回協議会

気候変動適応に関わる関係者

の広域連携に関する会議

オンライン開催 神谷貴文

7.3.7 自動車タイヤ由来の

マイクロプラスチッ

クと添加剤について

考える

マイクロプラスチックに関

するシンポジウム

オンライン開催 竹下由布子

7.3.26

～3.28

日本化学会第105春

季年会

高分子の結晶構造解析に関

する情報収集

関西大学千里山

キャンパス

（吹田市）

綿野哲寛

微生物部

6.4.3

～4.5

令和6年度GMP初期

教育訓練・薬務研修

GMP監視員の資質向上のため

関連法規や構造設備規則、製

造承認申請などについて薬事

監視機動班や保健所の薬務担

当者に行うGMP初級研修

静岡県庁 西尾智裕

鍋田信吾

6.5.24 令和6年度第1回感

染症危機管理研修会

感染症対策のの担当者に対

し、感染症の危機管理に関

する知識の普及を図る

オンライン開催

（国立感染症

研究所）

浅井 希

杉山英視

6.6.5 令和 6 年度 第１回

地方衛生研究所等を

対象とした微生物分

野の基礎的な研修

地方衛生研究所におけるバ

イオセーフティー等

オンライン開催

（国立感染症

研究所）

浅井 希

杉山英視

6.7.3 新任研究員交流会 経済産業部産業イノベーシ

ョン推進課主催により試験

研究機関の研究員の交流、

情報交換

静岡県庁 中江優貴

6.7.10

～7.11

衛生微生物技術協議

会第44回研究会

病原微生物の検査等に関する

講演会及びシンポジウム

タワーホール船

堀（江戸川区

船堀）

中江優貴

鍋田信吾

6.7.19 令和6年度保健所等

検査区分責任者研修

会

令和6年度精度管理委員会

について、令和5内部点検

実施状況について、令和6

年度食品衛生検査施設信頼

性確保部門責任者等研修会

の報告

静岡県庁 寺井克哉

池ヶ谷朝香

75



期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

6.8.27 保護具着用

管理責任者教育

保護具に関する知識等 静岡県産業経済

会館

寺井克哉

6.9.7

～9.8

中部地区

獣医師大会獣医学術

中部地区学会

特別講演「新型コロナから

学ぶワンヘルスの意義」

ANA クラウンプ

ラザホテル新潟

（新潟市）

寺井克哉

池ヶ谷朝香

6.9.14

～9.15

第7回

SFTS 研究会学術集

会

日本における重症熱性血小

板減少症候群(SFTS)の記述

疫学解析, 2013～2024年等

オンライン開催 浅井希

池ヶ谷朝香

6.10.3

～10.4

令和6年度(第38回)

地研全国協議会

関東甲信静支部

ウイルス研究部会

RSウイルスに関する最新の

話題、ウイルス感染症発生

時の積極的疫学調査とその

対応 等

神奈川県衛生研

究所

（茅ヶ崎市）

寺井克哉

池ヶ谷朝香

中江優貴

6.10.11 令和6年度

食品衛生監視員

研修会

国が主催する研修等の伝達

及び対米・対EU指名食品衛

生監視員養成研修 等

静岡県庁 杉山英視

6.11.8 令和6年度

関東甲信静支部

第14 回公衆衛生情

報研究部会研究会

地方衛生研究所等の疫学情

報部門における人材育成に

ついて 等

長野市生涯学習

センター

（長野市）

寺井克哉

6.11.11 関東甲信静ブロック

地域レファレンスセ

ンター連絡会議

近年の蚊媒介性ウイルス感

染症の流行状況

オンライン開催 浅井希

6.11.11 急性呼吸器感染症

（ARI）サーベイラ

ンスに関する都道府

県説明会

COVID-19を含む急性呼吸器

感染症 (ARI)に関する対策

の現状について 等

オンライン開催 中江優貴

齋藤今日香

6.11.14 地方衛生研究所等

職員セミナー

（初任者向け）

ノロウイルスの最近の状況

について、遺伝子検査をは

じめる前に 等

AP 東京八重洲

（中央区京橋）

及び

オンライン開催

池ヶ谷朝香

中江優貴

齋藤今日香

6.11.19

～11.20

令和６年度動物由来

感染症リファレンス

センター研修会

SFTSウイルス検査に係る研

修

国立感染症研究

所村山庁舎

（武蔵村山市）

浅井希

6.11.29 令和6年度

第1回品質管理講習

会

自己点検の効果的運用につ

いて、OOT_OOS の適正管理

について 等

オンライン開催 寺井克哉

西尾智裕

池ヶ谷朝香

6.12.9 第11回

「新興感染症感染拡

大防止に向けた地域

プラットフォーム形

成シンポジウム」

感染症制圧に向けたグロー

バルな取組みとパンデミッ

クに向けた明日への備え

オンライン開催 中江優貴

齋藤今日香

76



期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

6.12.4

～7.3.31

令和６年度

動物由来感染症対策

技術研修会

高病原性H5N1鳥インフルエ

ンザウイルス、狂犬病、蚊

媒介感染症(節足動物媒介感

染症)、感染症ベクター(ﾏﾀﾞ

ﾆ、ﾂﾂｶﾞﾑｼ等)、エムポック

ス

オンライン開催 池ヶ谷朝香

中江優貴

齋藤今日香

浅井希

6.12.16 第12回

「新興感染症感染拡

大防止に向けた地域

プラットフォーム形

成シンポジウム」

「ヒト免疫応答の乱れ」と

感染症の重症化と後遺症発

症への関与

オンライン開催 池ヶ谷朝香

6.12.18

～12.19

希少感染症診断技術

研修会

外部精度管理事業、真菌、

寄生虫、細菌（溶血レンサ

球菌、CRE 等）、ウイルス

（呼吸器系ウイルス、オロ

プーシェ熱等）、バイオセ

ーフティ、感染症サーベイ

ランス等

オンライン開催 西尾智裕

髙橋奈緒美

鍋田信吾

杉山英視

池ヶ谷朝香

中江優貴

浅井 希

齋藤今日香

6.12.20 第３回

感染症危機管理研修

会

健康危機対処計画、事例紹

介等

オンライン開催 寺井克哉

池ヶ谷朝香

杉山英視

6.12.23 第１３回

新興感染症シンポジ

ウム

横浜市における新興感染症

感染対策システム構築に向

けた取組

オンライン開催 中江優貴

齋藤今日香

6.12.23 ARIサーベイランス

に関する地衛研向け

意見交換会

ARIサーベイランスについて オンライン開催 池ヶ谷朝香

7.1.8 令和６年度

検査等精度管理委員

会

理化学検査担当者研

修会

LC原理とメンテナンス、よ

くあるトラブル事例

環境衛生科学研

究所

池ヶ谷朝香

7.1.16

～1.17

第36回

地方衛生研究所全国

協議会

関東甲信越支部細菌

研究部会

教育講演

「2024年のマイコプラズマ

肺炎の流行と分子疫学的な

背景」等

ソニックシティ

ホール棟

（さいたま市）

鍋田信吾

7.1.27 感染症

サーベイランスオフ

ィサープログラム

キックオフミーティ

ング

感染症サーベイランス等 オンライン開催 池ヶ谷朝香

髙橋奈緒美

鍋田信吾

中江優貴

杉山英視

浅井希

齋藤今日香
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期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

7.2.7 第61回

静岡県公衆衛生研究

会

特別講演

「One health アプローチ：

狂犬病、SFTS 対策を中心

に」

グランシップ 寺井克哉

髙橋奈緒美

鍋田信吾

浅井希

齋藤今日香

7.2.17

～2.18

令和６年度

ゲノムデータ解析研

修

病原体のゲノム解析に係る

研修

川崎市キングス

カイフロントマ

ネジメントセン

ター（川崎市）

齋藤今日香

7.2.17 第１４回

新興感染症シンポジ

ウム

大規模感染症対策と感染

症・NTDsに向けた新たな検

出技術

オンライン開催 中江優貴

7.2.21 令和６年度

実験動物管理者等

研修会

試験研究機関の実験動物管

理、実験動物の適正化等

オンライン開催 杉山英視

7.2.27

～2.28

公衆衛生情報研究協

議会総会・研究会

公衆衛生分野の疫学、健康

危機管理

オンライン開催 池ヶ谷朝香

髙橋奈緒美

鍋田信吾

杉山英視

7.2.28 地方衛生研究所にお

けるゲノム検査等に

係る人員体制

及び人材育成法を確

立するための研究班

（2024年度）の

成果報告会議

病原体のゲノム解析に係る

研修

オンライン開催 杉山英視

齋藤今日香

7.2.28 令和 6 年度地方感

染症情報センター担

当者会議

高病原性鳥インフルエンザ

ウイルス、感染症発生動向

調査アップデート

オンライン開催 池ヶ谷朝香

7.3.11 令和６年度

地方衛生研究所全国

協議会

精度管理部会研修会

麻疹・風疹排除におけるウ

イルス検査の役割と外部精

度管理

オンライン開催 池ヶ谷朝香

浅井希

齋藤今日香

医薬食品部

6.4.3

～4.5

令和６年度

初期教育訓練・薬務

研修

GMP監視員の資質向上のため

関連法規や構造設備規則、

製造承認申請などについて

薬事監視機動班や環境衛生

科学研究所の医薬品検査担

当者に行うGMP初級研修

静岡県庁 田中久通
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期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

6.4.17 食品分析セミナー オフフレーバー分析の実際

について、におい分析を始

めるにあたって、オフフレ

ーバーキットと使い方、メ

タボローム解析技術を用い

た食品中の機能性成分の一

斉解析手法、残留農薬分析

に使用する標準品、標準液

の管理等

オンライン開催 小郷沙矢香

柏木久輝

宮城島利英

田中瑞希

6.4.19 LCと GCの基礎ウェ

ビナー

GC、LCのよくある質問と最

新技術、LC分析の工夫と高

速分析への応用、GCのパッ

クドカラムからキャピラリ

カラムへのメソッド

オンライン開催 柏木久輝

田中瑞希

6.4.22

～4.23

特定微生物等に係る

教育訓練

当研究所における病原体当

による感染症の発生及び感

染症法に基づく事故の発生

を未然に防止するためのバ

イオセーフティ及びバイオ

セキュリティー

環境衛生科学研

究所

小郷沙矢香

柏木久輝

宮城島利英

田中瑞希

6.5.15 ThermoFisherHPLC

オンサイトトレーニ

ング

HPLCの使用方法、メンテナ

ンスについての実地研修

オンライン開催 小郷沙矢香

柏木久輝

宮城島利英

田中瑞希

6.5.16 ThermoFisherLC-

MS/MS オンサイトト

レーニング

LC-MS/MS の使用方法、メン

テナンスについての実地研

修

オンライン開催 小郷沙矢香

柏木久輝

宮城島利英

田中瑞希

6.5.22 令和６年度景品表示

法研修会

景品表示法の概要、違反事

例に係る事務処理等の業務

静岡県庁 宮城島利英

田中瑞希

6.5.29 令和６年度新任食品

表示担当者研修会

しずおか食の安全推進のた

めのアクションプラン、景

品表示法、計量法、食品表

示法、米トレーサビリティ

法について

オンライン開催 宮城島利英

6.6.4 ThermoFisherGC-MS

オンサイトトレーニ

ング

GC-MSの使用方法、メンテナ

ンスについての実地研修

オンライン開催 小郷沙矢香

宮城島利英

田中瑞希

6.7.3 新任職員交流会 経済産業部産業イノベーシ

ョン推進課主催により試験

研究機関の研究員の交流、

情報交換

静岡県庁 三原寛貴

田中瑞希
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期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

6.7.23 放射性同位元素等規

制法に係る教育訓練

放射線の人体に与える影

響、ECDの安全な取扱い、放

射線障害防止に関する法令

及び放射線障害予防規定

環境衛生科学研

究所
柏木久輝

宮城島利英

田中瑞希

6.7.25 第25回

日本薬局方に関する

研修会

第十八改正日本薬局方第二

追補の概要等

オンライン開催 影山知子

白鳥暁子

内田貴啓

望月玲於

田中久通

6.9.6 第１回

関東甲信静ブロック

会議特別講演

食品等に含まれる農薬等の

分析法について

オンライン開催 小郷沙矢香

柏木久輝

宮城島利英

田中瑞希

6.10.3 医薬品・化粧品等

品質管理研修会

医薬品添加物の特性と製造

管理、品質管理

オンライン開催 影山知子

望月玲於

6.10.7

～10.8

第３種放射線取扱主

任者講習

放射線及び放射性同位元素

の概論、放射線の基本的安

全管理、放射線の人体に与

える影響、放射線量の測定

及びその実務

(公社)日本アイ

ソトープ協会

(文京区本駒込)

宮城島利英

6.10.11 第61回

全国薬事指導協議会

協議事項、研究発表、厚生労

働省への要望・質問事項

パレブラン高志

会館（富山市）

大木正章

堀池あずさ

内田貴啓

田中久通

6.10.17 元素分析基礎講座 元素分析における標準試

薬、原子吸光光度計、前処

理について

オンライン開催 田中瑞希

6.10.28 情報セキュリティ

研修

個人情報等の取扱いや漏え

い防止のための対策に関す

る研修

静岡県庁 三原寛貴

6.11.1 第２回

静岡県残留農薬分析

等検討会

最近の検査状況について、

妥当性ガイドラインへの対

応状況、試験検査全般に関

する情報交換

静岡市薬剤師会

会館研修室

(静岡市）

小郷沙矢香

柏木久輝

田中瑞希

6.11.7

～11.8

日本食品衛生学会

第120回学術講演会

食品衛生関係の研究発表等 中部大学春日井

キャンパス

（春日井市）

小郷沙矢香

6.11.21

～11.22

第61回

全国衛生化学技術協

議会年会

国立及び地方衛生研究所の

食品、環境、薬事関係の研

究発表

フェニーチェ堺

（堺市）

堀池あずさ

影山知子

白鳥暁子

柏木久輝

宮城島利英
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期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

6.11.28 令和６年度

商品テスト企画会議

試買テストの実施及び今後

の予定、各消費生活センタ

ーで実施している啓発テス

トの実施状況について

国民生活センタ

ー相模原事務所

（相模原市）

及び

オンライン開催

宮城島利英

田中瑞希

6.11.29 令和６年度

商品テスト技術・評

価研究会

機能性表示食品の今後につ

いて、食品の表示に関連す

る商品テストの実施例、国

民生活センターで実施する

商品テストについて

国民生活センタ

ー相模原事務所

（相模原市）

宮城島利英

田中瑞希

6.11.29 第１回

医薬品製造業者等品

質管理講習会

自己点検の効果的運用につ

いて、OOT_OOSの適正管理に

ついて、医薬品品質システ

ムとマネジメントレビュー

について

オンライン開催 影山知子

白鳥暁子

内田貴啓

望月玲於

田中久通

7.1.8 検査等精度管理委員

会

理化学検査担当者研

修会

LC原理とメンテナンス、よ

くあるトラブル事例、ヒヤリ

ハット事例

環境衛生科学

研究所

堀池あずさ

影山知子

白鳥暁子

柏木久輝

内田貴啓

望月玲於

三原寛貴

宮城島利英

田中瑞希

田中久通

7.1.21 令和６年度

指定薬物分析研修会

議

日本における違法薬物・危

険ドラッグ・大麻の現状に

ついて、指定薬物・危険ド

ラッグなどの分析について

国立医薬品食品

衛生研究所

(川崎市)

白鳥暁子

田中久通

7.2.7 第61回

静岡県公衆衛生研究

会

特別講演、静岡県職員等の

薬事、食品、環境の各部門

に係る研究成果発表

グランシップ 堀池あずさ

白鳥暁子

柏木久輝

三原寛貴

田中瑞希

田中久通

7.2.7 地方衛生研究所

全国協議会関東甲信

静支部

第37 回理化学研究

部部会総会・研究会

事業計画及び収支予算の承

認等、特別講演「大麻とカ

ンナビノイド」、研究発表

等

TOiGO WEST 長野

市生涯学習セン

ター（長野市）

小郷沙矢香

内田貴啓

望月玲於
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期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

7.2.20

～2.21

第６回

STQ法を考える会

残留農薬分析の精度管理及

びSTQ 法とキャッチャーズ

法の比較、STQ法を利用した

残留農薬の妥当性評価、固

相誘導体化グリホサート分

析法や食品中PFAS分析等に

ついて

和歌山城ホー

ル、株式会社ア

イスティサイエ

ンス本社、和歌

山県農業協同組

合連合会植物バ

イオセンター

（和歌山県）

田中瑞希

7.2.21 第３回

静岡県残留農薬分析

等検討会

最近の検査状況について、

妥当性ガイドラインへの対

応状況、試験検査全般に関

する情報交換

浜松市保健環境

研究所

(浜松市）

小郷沙矢香

宮城島利英

7.3.6 商品安全担当職員

研修会

保健機能食品等の基本的な

知識、食品基準行政に関す

る最近の動向、食品表示、

PFAS関連の情報提供

オンライン開催 田中瑞希

7.3.10 第２回

医薬品製造業者等

品質管理講習会

医薬品製造所における試験

室管理、製造所における製

造・衛生管理・異物混入・

交差汚染対策

オンライン開催 内田貴啓

望月玲於

7.3.10 地方衛生研究所

地域保健総合推進事

業

食品苦情に関する技術研修 オンライン開催 小郷沙矢香

柏木久輝

宮城島利英

田中瑞希

7.3.11 農薬学会

50 周年記念公開シ

ンポジウム

地球温暖化に対する植物保

護科学について

東京大学

安田講堂

(文京区本郷)

小郷沙矢香

7.3.18 いわゆる「健康食

品」と表示について

(課題とその方向性)

いわゆる「健康食品」の表

示と機能性表示食品の今

後、健康食品と景品表示法

オンライン開催 堀池あずさ

小郷沙矢香

柏木久輝

宮城島利英

田中瑞希

大気水質部

6.4.28 国立環境研究所との

Ⅱ型共同研究グルー

プ会合

研究計画や評価の方向性に

ついて

オンライン開催 平井一行

6.5.24 第3回

エアロゾル学会若手

基礎講習会

エアロゾル及び大気電気の

基礎

もくせい会館 工藤和樹

6.5.30

～5.31

国立環境研究所との

Ⅱ型共同研究グルー

プ会合

本年度実施試験等について 埼玉県環境科学

国際センター

（加須市）

平井一行

6.6.3 大気環境学会近畿支

部講演会

植物起源揮発性有機化合物

（BVOC）の 大気中の動態

オンライン開催 太田良和弘

上野千恵

工藤和樹
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期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

6.6.7 大気環境学会

科学コミュニケーシ

ョン部会

研究フォーラム

大気環境の知見や資源を生

かす取組と情報発信

オンライン開催 冨田洋子

太田良和弘

上野千恵

6.6.25 国立環境研究所との

Ⅱ型共同研究グルー

プ全体会議

研究計画や評価の方向性に

ついて

オンライン開催 中桐健志

6.9.11

～9.12

第65回

大気環境学会年会

大気環境の研究成果発表を

通じ専門知識等の習得

慶應義塾大学日

吉キャンパス

（横浜市）

工藤和樹

6.10.16 光化学オキシダント

自動測定器の校正に

係る研修

環境大気常時監視マニュア

ルに基づく校正操作等の習

得

愛知県環境調査

センター

（名古屋市）

上野千恵

6.10.21

～10.22

第49回

空港環境対策関係担

当者研修

地方公共団体向けの航空機

騒音の測定・評価に係る研

修

オンライン開催 村井範之

6.10.22 Ⅱ型共同研究（海域

DO、COD、栄養塩）

COD関連溶存有機物

のEMPARAFAC分析オ

ンライン講習

EEM-PARAFAC法を用いた溶存

有機物の解析手法及びその

実例紹介

オンライン開催 中桐健志

児玉友記菜

6.10.28

～10.29

環境大気常時監視

技術講習会

環境大気常時監視に係る維

持管理に必要な専門的知識

の習得

神戸市産業振興

センター

（神戸市）

上野千恵

6.12.18

～12.19

国立環境研究所との

Ⅱ型共同研究ワーク

ショップ

WET研究の実施試験に関する

評価検討

福井県国際交流

会館・福井県衛

生環境研究セン

ター（福井市）

平井一行

6.12.20 第14回

同位体環境学シンポ

ジウム

環境汚染物質の広域移流に

ついて

オンライン開催 横澤 賢

6.12.26 大気環境学会中部支

部講演会

大気環境モニタリングはな

ぜ必要か

オンライン開催 冨田洋子

太田良和弘

渡邉崇之

7.2.7 第61回

静岡県公衆衛生研究

会

特別講演、静岡県職員等の

薬事、食品、環境の各部門

に係る研究成果発表

グランシップ 冨田洋子

工藤和樹

横澤 賢

7.3.13 関東地方大気環境対

策推進連絡会

微小粒子状物質・光

化学オキシダント調

査会議

環境省の最新動向、PM2.5及

びOxに関する技術解析

オンライン開催 太田良和弘

上野千恵

合 計 117回
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令和７年度 （令和７年７月31日現在）

期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

環境科学部

7.5.19 国Ⅱ型共同研究技術

交流会

地方公共団体環境研究機関

等と国立環境研究所との技

術交流会

オンライン開催 綿野哲寛

7.5.29 全国給水衛生検査協

会東海北陸支部総

会・講演会

水質基準、水質検査、貯水

槽水道等に関する最近の動

向について

ホテルクラウンパ

レス浜松

（浜松市）

今川隆之

7.6.16 環境研究総合推進費

キックオフ会合

機械観測と市民参加型調査

のシナジーをもたらす生物

多様性音響観測支援システ

ムの構築に関する会議

つくば国際会議場

（つくば市）

神谷貴文

村中康秀

7.6.16

～6.17

地球研共通機器利用

ガイダンス

同位体比分析機器の使用方

法に関する研修会（MC-ICP-

MS）

オンライン開催 川井理仁

7.6.20 無機分析基礎セミナ

ー

ICP-MS、ICP-OES、マイクロ

ウェーブ分解装置の無機分

析基礎セミナー

静岡駅ビルパル

シェ７階貸会議

室（静岡市）

川井理仁

7.7.1

～7.2

Ⅱ型共同研究 PFAS

キックオフ会合

PFAS の分析・調査に関わる

地方研究所への技術指導及

び情報交換等

大阪府立環境農

林水産総合研究

所（羽曳野市）

長倉美由紀

7.7.14

～7.15

暑熱適応型共同研究

第1回全体会合

研究計画、情報伝達に関す

るパネルディスカッション

北海道立総合研

究機構

（札幌市）

羽田好孝

微生物部

7.4.2

～4.4

令和7年度GMP初期

教育訓練・薬務研修

GMP監視員の資質向上のため

関連法規や構造設備規則、製

造承認申請などについて薬事

監視機動班や保健所の薬務担

当者に行うGMP初級研修

静岡県庁 八木美弥

7.4.10

～4.11

令和7年度地方衛生

研究所サーベイラン

ス業務従事者研修会

サーベイランスとその解

析、FETP等

オンライン開催

（国立感染症研

究所）

池ヶ谷朝香

中江優貴

西尾智裕

斉藤今日香

7.7.1 令和7年度衛生微生

物技術協議会・第

45 回研究会のレフ

ァレンスセンター等

関連会議-リケッチ

ア

リケッチア症の発生状況、

感染研の検査・分与体制等

オンライン開催

（国立感染症研

究所）

池ヶ谷朝香

7.7.8 新任研究員交流会 経済産業部産業イノベーシ

ョン推進課主催により試験

研究機関の研究員の交流、

情報交換

静岡県庁 斉藤今日香
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期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

7.7.16

～7.17

衛生微生物技術協議

会第45回研究会

病原微生物の検査等に関する

講演会及びシンポジウム

道立道民活動セ

ンター(札幌市)

髙橋奈緒美

中江優貴

7.7.28 令和7年度保健所等

検査区分責任者研修

会

令和7年度精度管理委員会

について、令和６内部点検

実施状況について、令和7

年度食品衛生検査施設信頼

性確保部門責任者等研修会

の報告

オンライン開催 寺井克哉

池ヶ谷朝香

7.7.31 地衛研を対象とした

微生物分野の基礎的

な研修

食中毒に係る細菌検査、ウ

イルス検査

オンライン開催 池ヶ谷朝香

髙橋奈緒美

中江優貴

斉藤今日香

医薬食品部

7.4.8 特定病原体の取扱い

に係る教育訓練

当研究所における病原体当

による感染症の発生及び感

染症法に基づく事故の発生

を未然に防止するためのバ

イオセーフティ及びバイオ

セキュリティー

環境衛生科学研

究所

小郷沙矢香

柏木久輝

田中瑞希

碓井明日香

7.4.22 令和７年度スキルア

ップ研修会

令和６年度消費生活相談概

要説明、各警察署から相談

業務について、法令違反疑

義のある消費生活相談への

対応、消費生活相談に必要

な基礎知識等について

東部総合庁舎 田中瑞希

7.4.22 アジレント LC・GC

基礎ウェビナー

LC及びGCの仕組みや分析法

の基礎講座

オンライン開催 小郷沙矢香

柏木久輝

7.4.23 ｐH測定のベーシッ

ク講座

ｐH 測定器の原理と正しい

使い方、メンテナンス方法

オンライン開催 小郷沙矢香

柏木久輝

田中瑞希

7.5.22 令和７年度景品表示

法研修会

景品表示法の概要、違反事例

に係る事務処理等の業務

静岡県庁 田中瑞希

碓井明日香

7.5.27 令和７年度新任食品

表示担当者研修会

しずおか食の安全推進のため

のアクションプラン、景品表

示法、計量法、食品表示法、

米トレーサビリティ法につい

て

静岡県庁

及び

オンライン開催

田中瑞希

碓井明日香

7.7.8 令和７年度新任研究

員交流会

本県の試験研究体制と枠組

みについて、試験研究機関

の研究員との交流及び情報

交換

静岡県庁 碓井明日香

7.7.14 アニサキス食中毒に

関する技術講習会

アニサキスの種類と分布、

食中毒の発生動向

環境衛生科学研

究所

小郷沙矢香

柏木久輝

田中瑞希

碓井明日香
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(3) 評価・改善

研修、学会、シンポジウム等への参加により、最新又は専門的な知識、技術を習得し、各種調

査、研究において分析技術等の向上を図るとともに、課題設定、分析方法等の検討に役立てた。

期間 研修名 研修内容 研修先 職員氏名

7.7.28 保健所等検査区分責

任研修会

精度管理委員会食品部会報

告事項及び事業計画、内部

点検実施状況、伝達研修

静岡県庁 中川秀和

大気水質部

7.5.27 大気環境学会科学コ

ミュニケーション部

会研究フォーラム

大気環境の知見や資源を生

かす取組と情報発信

オンライン開催 太田良和弘

7.5.29

～5.30

国立環境研究所との

Ⅱ型共同研究ワーク

ショップ

研究計画や評価の方向性に

ついて

国立環境研究所

（つくば市）

今中園実

7.5.29 全国給水衛生検査協

会東海北陸支部総

会・講演会

水質基準、水質検査、貯水

槽水道等に関する最近の動

向について

ホテルクラウン

パレス浜松

（浜松市）

山本光宣

金子亜由美

7.6.2

～6.6

アスベスト分析研修 大気中アスベスト濃度測定

の知識及び測定技術習得

環境省環境調査

研修所

（所沢市）

横澤 賢

7.6.6 国立環境研究所との

Ⅱ型共同研究全体会

議

研究計画や評価の方向性に

ついて

京都府保健環境

研究所

（京都市）

中桐健志

7.7.25

～8.26

大気環境研修 大気環境保全行政に係る業

務遂行に必要な専門的知識

習得

オンライン開催 横山玲子

太田良和弘

上野千恵

工藤和樹

合 計 29回
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４ 研修生の受入れ

(1) 目的・計画

静岡県の環境、保健衛生に関する技術の振興を図るため、県内外の大学、企業等から研修生を

受け入れている。

また、国際協力を推進するため、要望に応じて海外研修生の受入れを行っている。

(2) 実績

ア 国内研修生

令和６年度

研修期間 派遣元機関等 主な研修内容 研修部署 人数

6.7.26 健康福祉部中部健康

福祉センター

インターンシップ制度による研

修

微生物部
１

6.8.7 くらし・環境部生活

環境課からの依頼に

よる受入学生

インターンシップ制度による研

修

大気水質部

３

6.8.13 健康福祉部薬事課か

らの依頼による受入

学生

インターンシップ制度による研

修

環境科学部

医薬食品部

大気水質部

２

6.8.26～

8.30

環境政策課からの依

頼による受入学生

インターンシップ制度による研

修

環境科学部
１

6.9.2～

9.6

環境政策課からの依

頼による受入学生

インターンシップ制度による研

修

医薬食品部
３

6.9.5 健康福祉部薬事課か

らの依頼による受入

学生

インターンシップ制度による研

修

環境科学部

医薬食品部

大気水質部

４

6.11.7 健康福祉部薬事課か

らの依頼による受入

学生

静岡県庁仕事スタディツアーに

よる研修

環境科学部

医薬食品部

大気水質部

11

6.11.14 日本大学三島高等学

校

フィールド実習 医薬食品部

微生物部
９

6.11.21 自治医科大学 地域保健実習 微生物部

医薬食品部
４
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令和７年度 (令和７年７月31日現在)

イ 国外研修生

令和６年度

令和７年度（令和７年７月31日現在） 該当なし

(3) 評価・改善

インターンシップ制度による研修受入が増加しており、静岡県及び県内企業への就職促進につ

なげるとともに、大学との連携及び教育の充実を促進した。

研修期間 派遣元機関等 主な研修内容 研修部署 人数

7.7.24 健康福祉部政策管理

局総務課からの依頼

による受入学生

インターンシップ制度による研

修

微生物部

３

研修期間 派遣元機関等 主な研修内容 研修部署 人数

6.12.4 国際協力機構（ＪＩ

ＣＡ）

課題別研修 医薬食品部
12
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５ 学会・研究会の発表

(1) 目的・計画

環境、保健衛生に関する技術の振興を図るため、学会、当研究所業務研究発表会等において発

表を行い、研究成果を普及、情報発信している。

(2) 実績

令和６年度

発表日 学会・研究会等名 発表者 演 題 名

環境科学部

6.5.28

～5.30

日本地球惑星科学連合2024 年

大会（千葉市）

村中康秀 駿河湾における富士山からの海底湧

出地下水（ⅩⅠ）

6.6.13 第 29 回地下水・土壌汚染とそ

の防止対策に関する研究集会

（山形市）

神谷貴文 土壌および土壌材料の生態毒性学的

特性評価（ISO 15799）に関する検討

6.8.29

～

静岡県環境衛生科学研究所業

務研究発表（配信）

竹下由布子 静岡県内の河川におけるマイクロ

プラスチック実態調査

6.10.28

～10.31

日本微生物生態学会第37回広

島大会（広島市）

綿野哲寛 海水・海底砂泥反応系における生

分解性プラスチックの生分解度の

ばらつきを生み出す因子の探索

6.10.29 国Ⅱ型共同研究全体会合（つ

くば市）

長倉美由紀 県内排水路で発生した油流出事故

疑いに対するAIQSの活用

6.11.19 第27回自然系調査研究機関連

絡会議（NORNAC27）（小田原

市）

山﨑創太 静岡県の高標高地域における気候

変動モニタリング

6.12.20 第14回同位体環境学シンポジ

ウム（京都市）

山﨑創太 静岡県南アルプスにおける湧水等

の同位体特性

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会 竹下由布子 静岡県内河川のマイクロプラスチ

ック汚染実態

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会 神谷貴文 外来不快害虫ヤンバルトサカヤス

デの傾向と対策

7.3.17 第59回日本水環境学会年会

（札幌市）

綿野哲寛 海水・海底砂泥反応系における生

分解性プラスチックの生分解度の

ばらつきを生み出す因子の探索

7.3.18 第59回日本水環境学会年会

（札幌市）

神谷貴文 海洋生分解性プラスチックの評価

試験で安定した結果を得るには？-

（３）栄養塩の添加による効果-

微生物部

6.8.29

～

静岡県環境衛生科学研究所業

務研究発表（配信）

浅井希 蚊が媒介する感染症

6.9.7

～9.8

中部地区獣医師大会獣医学術

中部地区学会

池ヶ谷朝香 静岡県におけるインフルエンザウ

イルスの検出状況

6.10.3

～10.4

令和6年度（第38回）地研全国

協議会関東甲信静支部ウイル

ス研究部会

中江優貴 流入下水中のウイルスゲノム量と

感染性胃腸炎届出患者数との関連

性について
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発表日 学会・研究会等名 発表者 演 題 名

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会 浅井希 日本紅斑熱における検体の種類と

検査結果の関連性について

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会 髙橋奈緒美 バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）

に関する病院環境拭取り調査結果

について

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会 鍋田信吾 入浴施設から分離された

Legionella pneumophila 血清群 1

の分子疫学的解析

医薬食品部

6.8.29

～

静岡県環境衛生科学研究所業

務研究発表（配信）

内田貴啓 服薬補助ゼリーやとろみ調整食品

が医薬品の“溶けやすさ”に与え

る影響を調べました

6.11.7

～11.8

日本食品衛生学会第120回学

術講演会（愛知県春日井市）

小郷沙矢香 GC-Orbitrap 質量分析計を用いた

農産物毎のマトリクス成分の比較

6.11.21

～11.22

第61回全国衛生化学技術協議

会年会（大阪府堺市）

柏木久輝 焙煎コーヒー豆における総アフラ

トキシン試験法の妥当性評価

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会 柏木久輝 食品中のグリホサート分析法の開

発

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会 田中瑞希 子供向けサプリメントに関する研究

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会 田中久通 日本薬局方（天秤関係）の改正を

踏まえた対応について

7.2.7 地方衛生研究所全国協議会関

東甲信静支部 第37回理化学

研究部会総会・研究会

内田貴啓 服薬補助を目的とした食品が医薬

品成分の溶出性に与える影響につ

いて

大気水質部

6.8.22 第280回技術連絡協議会(下田

市）

平井一行 浜名湖浅海域における栄養塩の現

状

6.8.29

～

静岡県環境衛生科学研究所業

務研究発表（配信）

金子亜由美 発生源不明の異臭対応に向けて

6.10.31 第281回技術連絡協議会(富士

宮市）

平井一行 庄内湖における無機態・有機態窒

素量と推定された有機態窒素生産

6.11.8 令和 6 年度全国環境研協議会

関東甲信静支部大気専門部会

（横浜市）

横澤 賢 RNNによる天気予報データを用いた

光化学オキシダント濃度予測

6.11.14 日本騒音制御工学会2024年秋

季研究発表会(京都市)

村井範之 不織布を適用した低周波風防によ

る屋外風雑音の測定

6.11.15 全国大気汚染防止連絡協議会

第 69 回全国大会（さいたま

市）

横澤 賢 RNN（リカレントニューラルネット

ワーク）を用いた光化学オキシダ

ント濃度予測
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令和７年度 （令和７年７月31日現在）

(3) 評価・改善

研究成果の普及、情報発信を行った。

発表日 学会・研究会等名 発表者 演 題 名

6.12.14 第30回浜名湖をめぐる研究者

の会（浜松市）

平井一行 浜名湖浅海域における水環境の長

期的変化

6.12.21

～12.22

香川大学瀬戸圏研究センタ

ー・沿岸海洋研究集会（香川

県）

平井一行 浜名湖浅海域における水環境の長

期的な変化とその要因

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会

(グランシップ)

渡邉崇之 同一市内の一般環境大気測定局と

自動車排出ガス測定局のOX濃度比

較

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会

(グランシップ)

渡邉崇之 光化学オキシダント高濃度事象の

解析とモデル化

7.2.7 第61回静岡県公衆衛生研究会

(グランシップ)

金子亜由美 発生源不明の異臭のための調査分

析リスト及びマニュアル作成

7.3.10

～3.11

地方環境研Ⅱ型共同研究検討

会（茨城県）

横澤 賢 富士山麓におけるオゾン及び酸性

物質によるブナ林への影響につい

て

7.3.17

～3.19

第 59 回日本水環境学会年会

（北海道）

中桐健志 EEM-PARAFAC法を用いた浜名湖の溶

存態有機物の評価とCOD への影響

解析

合 計 37回

発表日 学会・研究会等名 発表者 演 題 名

環境科学部

7.5.27

～5.29

日本地球惑星科学連合2025 年

大会（千葉市）

村中康秀 奥駿河湾由比沿岸部における海底湧

出地下水と地下水流動の実態解明
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６ 論文発表

(1) 目的・計画

環境、保健衛生に関する技術の振興を図るため、学会誌への論文投稿、当研究所年報への掲載

を行い、研究成果を普及、情報発信している。

(2) 実績

令和６年度

令和７年度（令和７年７月31日現在） 該当なし

(3) 評価・改善

研究所報告のバックナンバーについては、他の大学、研究機関等から照会、提供依頼があり、

研究成果の活用が図られている。

発表時期 雑誌名等 発表者 論文題名

環境科学部

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

瀧井美樹 静岡県における有機フッ素化合物（PFAS）

実態調査

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

竹下由布子 河川におけるマイクロプラスチック等の実

態調査

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

山﨑創太 天竜川下流域における地下水熱交換システ

ム普及に関する研究

微生物部

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

小栁純子 静岡県におけるSalmonella 4：i：-の疫学

的研究

医薬食品部

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

小郷沙矢香 迅速かつ簡便な前処理法による農産食品中

の残留農薬一斉分析法の妥当性評価（第2

報）

大気水質部

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

平井一行 庄内湖における有機態窒素の生産効率の推

定とその変動についての考察

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

金子亜由美 発生源が不明な異臭の調査分析法

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

渡邉崇之 光化学オキシダントの高濃度事象の解析及

びそのモデル化

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

上野千恵 近接する自動車排出ガス測定局と一般環境

大気測定局のオキシダント濃度の同等性

6.9 静岡県環境衛生科学

研究所報告No.66

小田祐一 サポートベクターマシンを用いた光化学オ

キシダント当日濃度予測

計 10回
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７ 表彰・研究助成・博士号等

(1) 目的・計画

職員の意識高揚を図るため、長期間研究に従事し業務の充実強化等に特に功労があった職員に

ついては、関係団体の表彰事業に推薦をしている。

また、研究環境の充実や職員の資質の向上を図るため、外部資金による研究助成の獲得、博士

号の取得等を奨励している。

(2) 実績

令和６年度

発表日 名称 受賞者名

環境科学部

6.10.1 (国研)産業技術総合研究所受託事業（令和６年度～令和８年度）

再エネ熱利用システムに資する共通基盤技術開発/地方における

再エネ熱面的利用促進に資する導入支援技術の開発

（(国研)新エネルギー・産業技術総合開発機構 再生可能エネル

ギー熱の面的利用システム構築に向けた技術開発）

神谷貴文

医薬食品部

6.4.1 (国研) 日本医療研究開発機構 創薬総合支援事業

（創薬ブースター 令和６年度～令和７年度）

扁平上皮癌を標的とした酵素X阻害剤の探索

安藤隆幸

6.4.1 (独)日本学術振興会科学研究費助成事業

（令和５年度～令和８年度）

DNA修復特性を用いたがん治療耐性に対する制御機構の解明

安藤隆幸

6.4.1 (独)日本学術振興会科学研究費助成事業

（令和４年度～令和６年度）

新規抗がん剤開発を目指すtRNA修飾酵素と阻害化合物の構造活性

相関解明

安藤隆幸

6.7.10 クラウドファンディング

「大切な人を救う『抗がん剤』を創りたい！創薬プロジェクト

2024」

安藤隆幸

7.2.26 第61回静岡県公衆衛生研究会 優秀賞

「食品中グリホサート分析法の開発」

柏木久輝

田中瑞希

宮城島利英

柏木久輝

小郷沙矢香

堀池あずさ

7.2.26 第61回静岡県公衆衛生研究会 優秀賞

「子供向けサプリメントに関する研究」

田中瑞希

宮城島利英

柏木久輝

小郷沙矢香

堀池あずさ

計 ７回
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令和７年度 （令和７年７月31日現在）

(3) 評価・改善

令和６年度は静岡県公衆衛生研究会から優秀賞を２件受賞しており、外部評価を励みに職員は

高い意識で継続して研究に取り組んでいる。

また、研究費助成事業への応募による助成金の獲得、クラウドファンディングによる研究資金

の確保など、積極的に外部資金獲得に取り組んでいる。

発表日 名称 受賞者名

環境科学部

7.4.1 (国研) 国立環境研究所共同研究（令和７年度～令和９年度）

機械観測と市民参加型調査のシナジーをもたらす生物多様性音響

観測支援システムの構築（環境研究総合推進費）

神谷貴文

医薬食品部

7.4.1 (国研) 日本医療研究開発機構 創薬総合支援事業

（創薬ブースター 令和６年度～令和７年度）

扁平上皮癌を標的とした酵素X阻害剤の探索

安藤隆幸

7.4.1 (独)日本学術振興会科学研究費助成事業

（令和５年度～令和８年度）

DNA修復特性を用いたがん治療耐性に対する制御機構の解明

安藤隆幸

7.4.1 (独)日本学術振興会科学研究費助成事業

（令和７年度～令和９年度）

新規PD-1/PD-L1低分子阻害剤の医薬品開発に向けた応用研究

安藤隆幸

計 ４回
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８ 情報発信

(1) 目的・計画

環境、公衆衛生に関する知識の普及を図るため、当研究所の業務及び研究成果について情報発信

を行う。

(2) 実績

ア 業務研究発表会

イ ホームページでの情報発信

業務内容、研究成果、イベント等の最新情報を当研究所ホームページ（http://kaneiken.jp）

で公開している。

令和元年５月から、当研究所ホームページ内に静岡県気候変動適応センターのホームページを

開設し、県内の気候変動影響及び適応に関する情報提供を行っている。

ウ 刊行物の発行

(ｱ) 静岡県環境衛生科学研究所報告（年１回 電子データとして作成し、当研究所ホームページ

で公開）

(ｲ) 事業概要（年１回 電子データとして作成し、当研究所ホームページで公開）

(ｳ) 環衛レポート（年３回 令和６年度:７月No.76、11月No.77、令和７年２月No.78 電子デ

ータとして作成し、当研究所ホームページで公開）

(ｴ) 商品テスト情報（令和６年度 年２号、令和７年度 年１号 電子データとして作成し、当

研究所ホームページで公開）

(ｵ) 静岡県気候変動適応センターニュースレター（年３回（６月、10月、２月）発行 センタ

ーホームページで公開のほか、静岡県地球温暖化防止県民会議構成団体や静岡県環境保全協会

にPDFを送付し、展開）

エ 広報誌・パンフレット等への掲載

令和６年度

開催日 場所 視聴回数

令和６年８月29日

配信開始

環境衛生科学研究所

HP特設サイト公開

1,600回

（7.3.31

現在）

発表時期 名称・号数等 発表者 題名・内容等

環境科学部

6.7 環境保全 会報第122号 竹下由布子 静岡県内の河川におけるマイクロプ

ラスチック実態調査について

6.7 環衛レポートNo.76 山﨑創太 天竜川下流域における地下水の成分

と温度分布の特徴

6.8 業務研究発表会 村中康秀 高山帯生態系モニタリング業務風景

の紹介

6.11 環衛レポートNo.77 竹下由布子 静岡県内の河川におけるマイクロプ

ラスチック実態調査
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発表時期 名称・号数等 発表者 題名・内容等

7.2 環衛レポートNo.78 長倉美由紀 静岡県におけるPFASの環境実態調査

微生物部

6.6 静岡県獣医師会報第48号 浅井 希 胃腸炎検査検体におけるノロウイル

ス以外のウイルス探索について

6.7. 環衛レポートNo.76 浅井 希 マダニに注意しましょう！

6.8 業務研究発表会 西尾智裕

高橋奈緒美

鍋田信吾

杉山英視

牛乳の動物用医薬品検査－OCT(スク

リーニング)検査－の紹介

6.11 環衛レポートNo.77 鍋田信吾 レジオネラ

7.1 公衆衛生情報 №54 小栁純子 無莢膜型インフルエンザ菌による高

齢者施設内集団感染事例

7.2 環衛レポートNo.78 池ヶ谷朝香 過去最多！今冬のインフルエンザ

7.3 静岡県の食中毒 青山奈都子 サルモネラ属菌による食中毒

医薬食品部

6.4 商品テスト情報No.178 田中瑞希 調べてみました

プロテインチョコバー

6.4 商品テスト情報No.179 田中瑞希 調べてみました

食品に含まれる糖類

6.7 環衛レポートNo.76 内田貴啓 服薬補助ゼリーやとろみ調整食品が

医薬品の“溶けやすさ”に与える影

響を調べました

6.8 業務研究発表会 小郷沙矢香

柏木久輝

宮城島利英

田中瑞希

農産物の残留農薬検査を紹介します

6.11 環衛レポートNo.77 田中瑞希 今年も発行しました！！「商品テス

ト情報」

～話題の商品、身近な商品を調査し

ています～

7.2 環衛レポートNo.78 安藤隆幸 トランスファーRNA修飾酵素を抑え

る化合物を探す

～新しい抗がん剤開発を目指して～

大気水質部

6.4 Data StaRt Award ～第8

回地方公共団体における

統計データ利活用表彰～

への応募取組をまとめた

令和５年度統計データ利

活用事例集 総務省HP

小田祐一 大気汚染予測AIの開発及び他県への

技術伝達
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令和７年度 （令和７年７月31日現在）

発表時期 名称・号数等 発表者 題名・内容等

6.7 生活と環境

第69巻第4号

小田祐一 光化学オキシダント当日濃度予測人

工知能システムの開発

6.7 環境保全 会報第122号 太田良和弘 島田市役所大気常時監視測定局の移

転について

6.7 環衛レポートNo.76 山本光宣 生物応答試験を用いた水質評価手法

について

6.8 業務研究発表会 太田良和弘

山本光宣

大気・水質の常時監視の紹介

6.11 環衛レポートNo.77 太田良和弘 下田総合庁舎大気常時監視測定局の

移転について

7.2 環衛レポートNo.78 金子亜由美 発生源不明の異臭への対応について

計 25回

発表時期 名称・号数等 発表者 題名・内容等

環境科学部

7.7 環境保全 会報第124号 長倉美由紀 静岡県内における有機フッ素化合物

（PFAS）環境実態調査について

7.7 環衛レポートNo.79 神谷貴文 海洋生分解性プラスチック評価手法

の精度向上を実現！

微生物部

7.6 静岡県獣医師会報第49号 池ケ谷朝香 静岡県におけるインフルエンザウイ

ルスの検出状況

7.6 静岡県獣医師会報第49号 青山奈都子 魚類における粘液胞子虫

Ｋudoa iwataiの汚染実態調査

7.7 環衛レポートNo.79 西尾智裕 食物アレルギーと特定原材料検査

医薬食品部

7.5 商品テスト情報No.180 田中瑞希 調べてみました

子供向けサプリメント

7.7 環衛レポートNo.79 柏木久輝 食品に混入した農薬の分析

～食品中のグリホサート分析法の開

発～

大気水質部

7.7 環境保全 会報第124号 金子亜由美 発生源不明の異臭への対応について

7.7 環衛レポートNo.79 横澤 賢 人工知能を用いた光化学オキシダン

ト濃度の予測について

計 ９回
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オ 新聞・テレビ等の報道

令和６年度

令和７年度 （令和７年７月31日現在）

カ 地下水熱交換システムモデル設置・稼働

静岡駅前の紺屋町地下街の休憩所に地下水を活用した熱交換システムモデルを設置しており、

令和６年度は７月11日～９月30日の間、冷房運転を実施した。また、令和７年度においても７

月11日～9月30日の間、冷房運転を実施している。温暖化対策アプリ『クルポ』と連携しなが

ら同システムの一層の普及を図っている。

報道日 報道機関 報道タイトル等

環境科学部

6.12.25 日本農業新聞 農の現場 大学生調査

気候変動を学び マンゴー見学も JA静岡市

医薬食品部

6.5.19 SBSラジオ
静岡県庁ふじっぴーNEWS「創薬プロジェクト2024

クラウドファンディング」

6.5.23
静岡新聞 朝刊

静岡新聞 デジタル版
県、研究資金募集 7月10日までCF

6.5.10
ふじのくにメディアチャ

ンネル

創薬チャンネル【抗がん情報】Vol.9

免疫のブレーキを解除する抗がん剤

6.6.1 ニッポン消費者新聞
プロテインチョコバー たんぱく質量に差、表示確

認を

6.6.21
ふじのくにメディアチャ

ンネル

創薬チャンネル【抗がん情報】 号外 がん治療に

革命を！ クラファン実施中 7月10日まで

6.10.5 k-mixラジオ ケチャップのドバドバしずおか「しずおか 化合物

ライブラリーの登録数 No.1」

6.12.26 ふじのくにメディアチャ

ンネル
創薬プロジェクト2024 クラファン ありがとう!

計 ８回

報道日 報道機関 報道タイトル等

環境科学部

7.4.27 TV東京 潜ってみたらスゴかった‼ニッポンの海底ぜんぶ見

る！

7.6.3 トコチャンネル静岡
環境フェスタ＆消費者フェア（藤枝市）

微生物部

7.6.26 NHK静岡放送局 SFTS感染事例の拡がりについて・マダニについて

計 ３回
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キ サステナブルマテリアル展への出展

令和６年 10 月 29 日～31 日に幕張メッセ（千葉市美浜区）で開催された「高機能素材

Week2024第４回サステナブルマテリアル展」において、NEDOプロ｢海洋生分解性プラスチックの

社会実装に向けた技術開発事業／海洋生分解性に係る評価手法の確立｣の研究成果をNEDOブース

にて出展し、環境科学部員が説明員として参加した。

ク 環境啓発イベントへの出展

気候変動適応に関する普及啓発を促進するため「環境フェスタ“もったいない”２０２４ in

ふじえだ」（令和６年６月１日開催）に出展した。また令和７年度も「環境フェスタ“もったい

ない”２０２５ in ふじえだ」（令和７年５月31日開催）に出展した。

ケ 静岡県立中央図書館での企画展示

医薬食品部の業務活動及びクラウドファンディング活動の周知のため、静岡県立中央図書館企

画振興課と連携し、静岡県立中央図書館閲覧室に令和６年６月29日から７月28日まで企画展示

を設置した。

コ デジタルサイネージを活用した広報

クラウドファンディング活動の周知のため、静岡県庁東館２階ロビー、東館４階、イオンモー

ル浜松市野及びイオン袋井店に設置されている電光掲示板（デジタルサイネージ）にて令和６年

６月１日から30日までクラウドファンディングの広報動画を公開した。

(3) 評価・改善

情報発信に当たっては、時節に応じ社会的な問題や話題となっている事項について、県民等が求

める最新情報の提供に努めている。

特に「商品テスト情報」、「環衛レポート」については、県民に分かりやすいテーマ及び記述を

行うことにより、効果的な情報発信を行っている。

また、当研究所における社会的ニーズに沿った研究テーマ及び成果等についても、新聞、テレビ

等に取り上げられているほか、YouTubeなどの新しい広報手法を取り入れている。
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様式第１号－４

事業の根拠法令調

事業名 根拠法令

環境教育・環境学習関

係事業

・環境基本法

・環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律

・静岡県環境基本条例

環境科学関係事業 ・気候変動適応法

感染症関係事業 ・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）

・学校保健法

食品・衛生関係事業 ・食品衛生法

・食品表示法

・水道法

・狂犬病予防法

・公衆浴場法

・旅館業法

医薬品関係事業 ・医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

・有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律

・毒物及び劇物取締法

・麻薬及び向精神薬取締法

・覚せい剤取締法

・静岡県薬物の濫用の防止に関する条例

生活科学関係事業 ・消費者基本法

・消費者安全法

・景品表示法

・静岡県消費生活条例

・農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS）

・日本産業規格（JIS）

・家庭用品品質表示法

水質関係事業 ・環境基本法

・水質汚濁防止法

・静岡県環境基本条例

・静岡県生活環境の保全等に関する条例

大気関係事業 ・環境基本法

・大気汚染防止法

・静岡県環境基本条例

・静岡県生活環境の保全等に関する条例

騒音・悪臭関係事業 ・環境基本法

・騒音規制法

・振動規制法

・大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針（大規模小

売店舗立地法）

・悪臭防止法

・静岡県環境基本条例

・静岡県生活環境の保全等に関する条例

土壌関係事業 ・土壌汚染対策法

ダイオキシン関係事業 ・ダイオキシン類対策特別措置法
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様式第3号

総務企画課 環境科学部 微生物部 医薬食品部 大気水質部 計

5 5

2 6 8 12 12 40

1 1

2 1 3

計 8 8 9 12 12 49

2 1 4 1 8

計 2 1 4 1 8

10 8 10 16 13 57

（注）総務企画課の職員（事務）は所長、（技術）は副所長

職員配置調
（令和７年７月31日現在）

区　分

所 在 地

担 当 区 域

職員(事務)

職員(技術)

暫定再任用職員
（事）

暫定再任用職員
（技）

定年前再任用短時
間勤務職員（事）

定年前再任用短時
間勤務職員（技）

会計年度任用職員

臨時的任用職員

合　計

配
　
置
　
職
　
員

101



102



103



104



105



106



様式第７号―２

保管現金有高調

（令和７年度）

（令和７年７月31日現在）

現 金 保 管 者 区 分 金 額 (円)

環境衛生科学研究所

総務企画課長

有料道路通行料及び駐車場利用

料 継続的資金前渡

26,700
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様式第7号－3

預 金 調

（令和７年度）

（令和７年７月31日現在）

金融機関名
預金種

類
口座番号 口座名義人 残高 円 摘 要

静岡銀行

北安東支店

無利息

型

普通預

金

0123101

静岡県環境衛生科学研究所

資金前渡者 環境衛生科学研

究所 所長 横井 志伸
0

前渡資金を払出

しするため

静岡銀行

北安東支店

無利息

型

普通預

金

0280987

(自振口)静岡県環境衛生科

学研究所 資金前渡者 環境

衛生科学研究所

所長 横井 志伸

0

光熱水費及び電

話料金等を口座

振替払により支

払いするため

静岡銀行

北安東支店

普通預

金
0696854

科研費083805

静岡県環境衛生科学研究所

所長 横井 志伸
350,000

個人向け競争的

研究資金を払出

しするため

（安藤主幹）

スルガ銀行

藤枝支店

普通預

金
3816468

地方衛生研究所全国協議会

第76回総会開催事務局
450,000

地方衛生研究所全

国協議会第 76 回

総会の費用を払出

しするため

残 高 合 計 800,000
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様
式

7
号

－
4

（
単

位
：

枚
、

円
）

枚
数

金
　

額
枚

数
金

　
額

枚
数

金
　

額
枚

数
金

　
額

枚
数

金
　

額
枚

数
金

　
額

枚
数

金
　

額

郵
券

1
1
0
円

券
0

0
0

0
0

0
0

0
4

4
4
0

4
4
4
0

0
0

郵
券

8
4
円

券
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

レ
タ

ー
パ

ッ
ク

プ
ラ

ス
3
7
0
円

券
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

計
0

0
0

0
4
4
0

4
4
0

0

証
紙

1
0
0
円

券
0

0
0

0
0

0
0

0
1

1
0
0

1
1
0
0

0
0

証
紙

5
0
0
円

券
0

0
1

5
0
0

1
5
0
0

0
0

0
0
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様式第10号-２

左のうち､5年度
からの繰越額
分

一般会計 くらし・環境費環境費 環境政策費 57,767,247 

一般会計 くらし・環境費環境費
環境衛生科学
研究所費

66,536,908 

一般会計 健康福祉費 医療費 感染症対策費 5,417,500 

一般会計 健康福祉費 生活衛生費 薬務費 21,333,301 

一般会計 経済産業費 産業革新費 産業革新費 6,994,042 

計 161,169,805 158,048,998 0 

一般会計 くらし・環境費 環境費 環境政策費 1,059,300 

0 

計 0 1,059,300 0 

0 

0 

計 0 0 0 

一般会計 くらし・環境費 環境費 環境政策費 19,117,593 

一般会計 くらし・環境費 環境費
環境衛生科学
研究所費

16,403,959 

一般会計 健康福祉費 生活衛生費 食品衛生費 1,815,000 

一般会計 健康福祉費 生活衛生費 薬務費 6,919,000 

計 55,308,978 44,255,552 0 

一般会計 くらし・環境費 県民生活費 県民生活費 2,000 

一般会計 くらし・環境費 環境費 環境政策費 379,268 

一般会計 くらし・環境費 環境費
環境衛生科学
研究所費

534,735 

一般会計 健康福祉費 健康福祉費
健康福祉企
画費

80,000 

計 882,090 996,003 0 

計 0 0 0 

委託料等歳出予算執行状況節別集計表　　　
（令和6年度）

執　行　済　額　（円）

節　名 会　計 款 項 目
令和5年度 令和6年度

　（12）
　委託料

（14）
工事請負費

（16）
公有財産
購入費　　　

（17）
備品購入費

（18）
負担金､
補助及び
交付金

（21）
補償、補填
及び賠償金
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様式第10号-３

執　行　済　額　　（円）
うち､6年度から
の繰越額分

一般会計 くらし・環境費 環境費 環境政策費 0 0

一般会計 くらし・環境費 環境費
環境衛生科学研
究所費

12,042,599 0

一般会計 健康福祉費 医療費 感染症対策費 0 0

一般会計 健康福祉費 生活衛生費 薬務費 150,920 0

一般会計 経済産業費 産業革新費 産業革新費 0 0

0 0

計 12,193,519 0

計 0 0

計 0 0

一般会計 くらし・環境費 環境費 環境政策費 0 0

一般会計 くらし・環境費 環境費
環境衛生科学研
究所費

0 0

一般会計 健康福祉費 生活衛生費 食品衛生費 1,015,025 0

一般会計 健康福祉費 生活衛生費 薬務費 317,900 0

0 0

計 1,332,925 0

一般会計 くらし・環境費 県民生活費 県民生活費 0 0

一般会計 くらし・環境費 環境費 環境政策費 213,350 0

一般会計 くらし・環境費 環境費 環境衛生科学研究所費 265,250 0

計 478,600 0

計 0 0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表　　　 　　　　　　（令和7年度）
 （令和7年7月31日現在）

節　名 会　計 款 項 目

（12）
委 　託 　料

（14）
工事請負費

       （16）
公有財産購
入費

（17）
備品購入費

（18）
負担金､補助
及び交付金

（22）
補償、補填
及び賠償金
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様式11号

委　託　料　に　関

当初額
変更

増減額
計

円 円 円 円

1 庁舎総合管理業務委託 ㈱セイセイサーバー 34,467,968 33,660,000 0 33,660,000

2 新庁舎機械警備業務委託 セコム㈱ 1,452,000 957,000 492,470 1,449,470

3
自家用電気工作物の保安管理業務
委託契約

(一財)中部電気保安協
会

996,600 996,600 0 996,600

4
廃棄物処理委託（収集・運搬・処
分）

㈱岩本商店 989,077 984,890 0 984,890

5
産業廃棄物収集・運搬及び処分業
務委託

丸徳商事(有) 95,150 95,150 0 95,150

6 樹木及び芝生管理業務委託 源平造園建設㈱ 997,700 997,700 0 997,700

契約金額
整理
番号

委託
業務名

受託者
当初

設計金額

1,080円/台

収集運搬
　5,170円/㎥
処分(プラのみ)
     70円/㎏
処分(プラ･金属
混合)
     95円/㎏
処分(金属)
   　11円/㎏
処分(ｶﾞﾗｽ･陶器･
ｺﾝｸﾘｰﾄ)
  　55円/㎏
概算所要
　　984,890円

収集運搬
　　5,170円/㎥
処分(プラのみ)
　　　70円/㎏
処分(プラ･金属
混合)
　　95円/㎏
処分(金属)
　　11円/㎏
処分(ｶﾞﾗｽ･陶器･
ｺﾝｸﾘｰﾄ)
　　　55円/㎏
概算所要
　　984,890円

収集運搬（40L
ペール缶）
4,840円/缶
収集運搬(50L
ペール缶)
5,500円/缶
処分（40Lペー
ル缶）
2,200円/缶
処分（50Lペー
ル缶）
2,750円/缶
概算所要
95,150円

収集運搬（40L
ペール缶）
4,840円/缶
収集運搬(50L
ペール缶)
5,500円/缶
処分（40Lペー
ル缶）
2,200円/缶
処分（50Lペー
ル缶）
2,750円/缶
概算所要
95,150円

収集運搬
　　5,170円/㎥
処分(プラのみ)
　　　70円/㎏
処分(プラ･金属混
合)
　　95円/㎏
処分(金属)
　　11円/㎏
処分(ｶﾞﾗｽ･陶器･ｺﾝ
ｸﾘｰﾄ)
　　　55円/㎏
概算所要
　　984,890円

収集運搬（40L
ペール缶）
4,840円/缶
収集運搬(50Lペー
ル缶)
5,500円/缶
処分（40Lぺール
缶）
2,200円/缶
処分（50Lペール
缶）
2,750円/缶
概算所要
95,150円

332,940
147,980
11,550
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す　る　調

円

一般
R6.4.1
R7.3.31

R6.5.16
R6.6.21
R6.7.16
R6.8.19
R6.9.17
R6.10.16
R6.11.18
R6.12.17
R7.1.22
R7.2.17
R7.3.18
R7.4.18
小計

2,664,700
2,070,200
5,430,700
2,070,200
3,406,700
2,422,300
2,576,200
3,198,200
2,152,700
2,070,200
3,406,700
2,191,200
33,660,000

庁舎の電気、空調衛生設備の運転保守及び
衛生管理

一般
R2.4.1
R7.3.31

R6.5.28
R6.6.24
R6.7.23
R6.8.22
R6.9.25
R6.10.31
R6.11.25
R6.12.25
R7.1.23
R7.2.21
R7.3.24
R7.4.25
小計

29,150
29,150
29,150
29,150
29,150
29,150
29,150
31,460
31,460
31,460
31,460
31,460
361,350

庁舎の火災、盗難及びガス漏れに係る機械
警備

令和２年度長期

随契
R6.4.1
R7.3.31

R6.5.2 996,600 庁舎の受変電設備保安管理 随契２号（不適）

随契
R6.4.1
R7.3.31

R6.5.21
R6.6.20
R6.7.19
R6.8.19
R6.9.18
R6.10.17
R6.11.20
R6.12.18
R7.1.23
R7.2.19
R7.3.19
R7.4.22
小計

46,531
50,266
91,673
28,127
51,396
54,757
59,379
45,123
98,283
52,147
115,999
50,946
744,627

廃プラ等の収集・運搬・処分
随契１号（少額）
単価契約

随契
R6.4.1
R7.3.31

R7.3.25 26,400 感染性廃棄物の収集・運搬・処分
随契１号（少額）
単価契約

随契
R6.4.1
R7.3.31

R7.4.10 997,700 樹木び芝生管理業務 随契１号（少額）

（令和6年年度）

契約
締結
方法

契約
期間

支出
年月日

金額
委託業務
の内容

摘要

(1,088,120)
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当初額
変更

増減額
計

円 円 円 円

契約金額
整理
番号

委託
業務名

受託者
当初

設計金額

7
庁舎電話交換設備等保守点検業務
委託(R5.7～R8.6)

㈱宇式通信システム 1,940,400 1,900,800 1,900,800

8
産業廃棄物収集・運搬及び処分委
託

ジャパンウェイスト㈱ 539,220 539,220 343,134 882,354

9 特殊空調設備定期点検業務委託 日本空調サービス㈱ 550,000 550,000 55,000 605,000

10 水銀の処分委託
野村興産(株)関西営業
所

194,700 194,700 0 194,700

11 水銀の収集運搬委託
ジャパンウェイスト
(株)

88,000 88,000 0 88,000

12 廃薬品処理代金の支出について
ジャパンウェイスト
(株)

294,162 294,162 △ 16,500 277,662

事務関係
計

42,604,977 41,258,222 874,104 42,132,326

引火性廃油、
重金属廃液：
160円/kg

特定有害廃
油、クロム廃
液、砒素廃
液、鉛廃液、
カドミウム廃
液、特廃酸、
特廃アルカ
リ、難燃焼廃
液：180円/kg

シアン廃液
（特廃酸、特
廃アルカ
リ）：250円
/kg
廃酸、廃アル
カリ：100円
/kg
収集運搬：
20,000円/回
概算所要
　539,220円

引火性廃油、
重金属廃液：
160円/kg

特定有害廃
油、クロム廃
液、砒素廃
液、鉛廃液、
カドミウム廃
液、特廃酸、
特廃アルカ
リ、難燃焼廃
液：180円/kg

シアン廃液
（特廃酸、特
廃アルカ
リ）：250円
/kg
廃酸、廃アル
カリ：100円
/kg　 
収集運搬：
20,000円/回
概算所要
　539,220円

引火性廃
油、重金属
廃液：160円
/kg

特定有害廃
油、クロム
廃液、砒素
廃液、鉛廃
液、カドミ
ウム廃液、
特廃酸、特
廃アルカ
リ、難燃焼
廃液：180円
/kg

シアン廃液
（特廃酸、
特廃アルカ
リ）：250円
/kg
廃酸、廃ア
ルカリ：100
円/kg　 
収集運搬：
20,000円/回
変更後
　882,354円
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円

契約
締結
方法

契約
期間

支出
年月日

金額
委託業務
の内容

摘要

一般
R5.7.1
R8.6.30

R6.5.21
R6.6.19
R6.7.16
R6.8.19
R6.9.17
R6.10.17
R6.11.20
R6.12.17
R7.1.20
R7.2.17
R7.3.18
R7.4.17
小計

52,800
52,800
52,800
52,800
52,800
52,800
52,800
52,800
52,800
52,800
52,800
52,800
633,600

電話自動交換機、内線電話機等の保守点検 令和５年度長期

随契
R6.5.20
R7.3.31

R6.7.22
R6.12.11
R7.3.21
小計

260,920
170,038
173,734
604,692

廃液・廃油の収集・運搬・処理
随契１号（少額）
単価契約

随契
R6.6.17
R7.3.31

R7.3.21 605,000 当所館内特殊空調設備の定期点検 随契１号（少額）

随契
R7.1.24
R7.3.31

R7.3.31 194,700 不用となった水銀の処分委託 随契２号（不適）

随契
R7.1.24
R7.3.31

R7.3.31 88,000 不用となった水銀の運搬収集 随契２号（不適）

随契
R7.1.16
R7.3.31

R7.4.7 277,662 不用となった薬品の処分

39,190,331
(1,563,320)

(475,200)
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当初額
変更

増減額
計

円 円 円 円

契約金額
整理
番号

委託
業務名

受託者
当初

設計金額

13
労働者（研究補助員）派遣業務委
託

パーソルテンプスタッ
フ㈱研究開発静岡オ
フィス

2,801,736 2,398,704 0 2,398,704

14
液体クロマトグラフ質量分析装置
保守点検業務委託

アドバンテック東洋㈱
静岡営業所

4,802,490 4,802,490 0 4,802,490

15
分取型液体クロマトグラフ質量分
析装置保守点検業務委託

アドバンテック東洋㈱
静岡営業所

3,848,042 3,848,042 0 3,848,042

16
高速液体クロマトグラフ分析装置
保守点検業務委託

㈱ヨシキ 701,701 701,701 0 701,701

17
ガスクロマトグラフ質量分析装置
定期点検業務委託

㈱ヨシキ 3,047,000 3,047,000 0 3,047,000

18
イオンクロマトグラフ分析装置保
守管理委託

アルテア技研㈱、サーモ
フィッシャーサイエンティ
フィック㈱

1,530,100 1,530,100 0 1,530,100

19 核磁気共鳴装置保守点検業務委託 日本電子㈱東京支店 5,009,400 4,889,500 0 4,889,500

20 自動溶出試験機年間保守点検委託 ㈱大日本精機 1,233,320 1,233,320 0 1,233,320

21
デスクトップ型次世代シーケン
サー年間保守業務委託

㈱池田理化　藤枝支店 1,434,070 1,434,070 0 1,434,070

22 有害大気汚染物質分析業務委託 ㈱静環検査センター 3,897,828 3,787,300 0 3,787,300

23
公共用水域水質測定調査分析委託
（東部地区）

㈱環境計量センター 7,992,490 7,651,600 0 7,651,600

24
公共用水域水質測定調査分析委託
（中部地区）

㈱静環検査センター 8,029,120 7,691,200 92,378 7,783,578

25
公共用水域水質測定調査分析委託
（西部地区）

クオリティ・ラボ・環
境センター㈱

8,432,116 7,392,000 7,392,000

26
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素等地
下水水質分析委託

㈱静環検査センター 802,560 632,830 632,830

27
微小粒子状物質（ＰＭ２．５）成
分分析業務委託

㈱静環検査センター 2,568,808 2,409,770 0 2,409,770

28
高速液体クロマトグラフ及び紫外
可視分光光度計定期点検業務委託

竹田理化工業㈱三島支
店

769,340 769,340 0 769,340

29
環境大気に係るダイオキシン類分
析業務委託

㈱静環検査センター 3,162,308 3,080,000 0 3,080,000

30
高速液体クロマトグラフLC-20Aシ
ステム定期点検業務委託

竹田理化工業㈱三島支
店

456,500 456,500 0 456,500

31
高速液体クロマトグラフLCｰ20ADXR
システム定期点検

竹田理化工業㈱三島支
店

707,300 707,300 0 707,300

32 自動車騒音面的評価業務委託
中外テクノス㈱静岡出
張所

990,000 990,000 0 990,000

時間内単価
(税抜)
1,770円/h
通勤手当(税
抜)
66円/h
概算所要(税
込)
2,398,704円

時間内単価
(税抜)
1,770円/h
通勤手当(税
抜)
66円/h
概算所要(税
込)
2,398,704円

時間内単価
(税抜)
1,770円/h
通勤手当(税
抜)
66円/h
概算所要(税
込)
2,398,704円
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円

契約
締結
方法

契約
期間

支出
年月日

金額
委託業務
の内容

摘要

一般
R6.4.1
R7.2.28

R6.6.28
R6.7.19
R6.7.24
R6.8.30
R6.9.25
R6.10.31
R6.11.28
R6.12.23
R7.1.31
R7.2.28
R7.3.24
小計

220,136
183,783
226,195
212,058
212,058
197,920
240,332
205,999
212,058
197,920
155,509

2,263,968

環境科学部に受託研究を担当する研究補助
員を派遣

単価契約

一般
R6.4.1
R7.3.31

R7.4.16 4,802,490 液体クロマトグラフ質量分析装置保守点検

一般
R6.4.1
R7.3.31

R7.4.18 3,848,042
分取型液体クロマトグラフ質量分析装置保
守点検

随契
R6.4.1
R7.3.31

R7.4.18 701,701 高速液体クロマトグラフ分析装置保守点検 随契１号（少額）

一般
R6.4.1
R7.3.31

R7.4.15 3,047,000 ガスクロマトグラフ質量分析装置定期点検

一般
R6.4.1
R7.3.31

R7.4.21 1,530,100 イオンクロマトグラフ分析装置保守点検

一般
R6.4.1
R7.3.31

R7.4.18 4,889,500 核磁気共鳴装置保守点検

随契
R6.4.1
R7.3.31

R7.4.22 1,233,320 自動溶出試験機点検 随契２号（不適）

一般
R6.4.1
R7.3.31

R7.4.18 1,434,070
デスクトップ型次世代シーケンサー保守点
検

一般
R6.4.15
R7.3.25

R7.4.11 3,787,300 有害大気汚染物質の分析

一般
R6.4.15
R7.3.31

R7.4.14 7,651,600 東部地区の水質環境監視測定調査水質分析

一般
R6.4.15
R7.3.31

R7.4.18 7,783,578 中部地区の水質環境監視測定調査水質分析

一般
R6.4.15
R7.3.31

R7.4.17 7,392,000 西部地区の水質環境監視測定調査水質分析

随契
R6.5.1
R7.3.14

R6.11.28 551,760
地下水の硝酸性窒素､亜硝酸性窒素、ふっ
素､ほう素及びチウラムの分析

随契１号（少額）

一般
R6.5.2
R7.3.25

R7.4.7 2,409,770
大気中の微小粒子状物質（PM2.5）の成分
分析

随契
R6.6.7
R7.1.31

R6.9.19 769,340
高速液体クロマトグラフ及び紫外可視分光
光度計定期点検

随契２号（不適）

一般
R6.6.28
R7.3.24

R7.4.2 3,080,000
県内大気中のダイオキシン類及び関連項目
の試料採取、分析

随契
R6.7.19
R7.1.31

R6.11.28 456,500
高速液体クロマトグラフLC-20Aシステムの
定期点検業務委託

随契１号（少額）

随契
R6.7.22
R7.1.31

R6.11.25 707,300
高速液体クロマトグラフLCｰ20ADXRシステ
ムの定期点検

随契１号（少額）

随契
R6.7.19
R7.3.18

R7.4.2 990,000 自動車騒音面的評価業務 随契１号（少額）
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計

円 円 円 円

契約金額
整理
番号

委託
業務名

受託者
当初
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33
日本分光旋光計（Ｐ－２３００）
点検業務委託

三恵商事㈱静岡営業所 596,200 596,200 0 596,200

34 オキシダント計動的校正業務委託 ㈱日本テクノ 1,525,590 1,522,400 0 1,522,400

35
液体クロマトグラフ質量分析装置
定期点検業務委託

三恵商事㈱静岡営業所 1,308,560 1,308,560 1,308,560

36
沿岸部海域地質関係文献収集業務
委託

応用地質㈱静岡営業所 5,500,000 5,500,000 0 5,500,000

37
海洋生分解性プラスチックの試験
法に係る微生物確認試験業務委託

(株)テクノスルガ・ラ
ボ

23,474 23,474 23,474

38
海洋生分解性プラスチックに係る微生物確認試験、
微生物分離及び環境アンプリコンシーケンス解析業
務委託

(株)テクノスルガ・ラ
ボ

209,772 209,772 0 209,772

39
航空自衛隊静浜基地航空機騒音測
定業務委託

リオン(株) 990,000 990,000 0 990,000

40
水質及び底質等に係るダイオキシ
ン類分析業務委託

㈱静環検査センター 3,080,176 2,976,600 0 2,976,600

41
有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）環
境実態調査の分析委託

㈱静環検査センター 2,011,834 834,900 0 834,900

42
富山産業溶出試験器ＮＴＲ－６４
００Ａ点検業務委託

遠藤科学㈱島田営業所 141,900 141,900 0 141,900

43
大仁小学校測定局パンザマスト撤
去業務委託

(株)日本テクノ 715,000 715,000 0 715,000

44
高速液体クロマトグラフＬＣ－２
０００Ｐｌｕｓ定期点検業務委託

三恵商事㈱静岡営業所 334,180 334,180 0 334,180

45
日本分光紫外可視分光光度計点検
業務委託

三恵商事㈱静岡営業所 423,830 423,830 0 423,830

46
日本分光高速液体クロマトグラフ
ＬＣ－４０００定期点検業務委託

三恵商事㈱静岡営業所 983,400 983,400 0 983,400

47 液中微粒子計定期点検業務委託 理仁薬品㈱ 655,380 646,250 0 646,250

48
水分測定装置ＣＡ３１０定期点検
業務委託

㈱ダイショー 443,190 443,190 0 443,190

49 医薬品無菌室他定期点検業務委託 ㈱ホワイト 171,600 171,600 0 171,600

50
トキシノメーター定期点検業務委
託

理仁薬品㈱ 176,000 176,000 0 176,000

51
ガスクロマトグラフ（ＦＩＤ）Ｇ
Ｃ－２０１４定期点検業務委託

竹田理化工業㈱三島支
店

407,000 407,000 0 407,000

52
ガスクロマトグラフ（ＦＰＤ）Ｇ
Ｃ－２０１４定期点検業務委託

竹田理化工業㈱三島支
店

962,500 962,500 0 962,500

53
３５００ジェネティックアナライ
ザ定期点検業務委託

岩井化学薬品(株)三島
営業所

665,500 665,500 0 665,500

54
リアルタイムＰＣＲシステム定期
点検業務委託

岩井化学薬品㈱三島営
業所

572,000 572,000 0 572,000

55
リアルタイムＰＣＲシステム定期
点検業務委託

岩井化学薬品㈱三島営
業所

1,144,000 1,144,000 0 1,144,000
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随契
R6.7.12
R6.12.20

R6.11.8 596,200 日本分光旋光計（Ｐ－２３００）点検 随契１号（少額）

一般
R6.7.22
R6.11.15

R6.12.6 1,522,400 オキシダント計動的校正業務

一般
R6.7.3
R6.9.30

R6.8.7 1,308,560 液体クロマトグラフ質量分析計の点検

一般
R6.7.22
R7.2.14

R7.2.28 5,500,000
沿岸部海域地質に関する音響探査関係文献
の調査

随契
R6.7.31
R6.8.31

R6.9.20 23,474
海洋生分解性プラスチックの試験法に係る
微生物確認試験業務

随契１号（少額）

随契
R6.9.17
R6.12.27

R7.1.30 209,772
海洋生分解性プラスチックに係る微生物確
認試験等

随契１号（少額）

随契
R6.7.31
R7.1.15

R7.2.3 990,000 航空自衛隊静浜基地の航空機騒音測定 随契１号（少額）

一般
R6.8.5
R7.2.28

R7.3.18 2,976,600
県内地下水のダイオキシン類及び関連項目
の試料採取、分析

一般
R6.8.5
R7.3.31

R6.12.4 834,900
有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）環境実態調
査の分析

随契
R6.8.23
R7.2.21

R6.12.18 141,900
富山産業溶出試験器ＮＴＲ－６４００Ａの
点検

随契１号（少額）

随契
R6.8.23
R7.1.31

R7.1.30 715,000 大仁小学校測定局パンザマスト撤去業務 随契１号（少額）

随契
R6.9.20
R7.2.21

R7.1.8 334,180
高速液体クロマトグラフＬＣ－２０００Ｐ
ｌｕｓの定期点検

随契１号（少額）

随契
R6.8.30
R7.2.21

R6.11.13 423,830 日本分光紫外可視分光光度計点検業務 随契１号（少額）

随契
R6.9.20
R7.2.21

R7.1.10 983,400
日本分光高速液体クロマトグラフＬＣ－４
０００の定期点検

随契１号（少額）

随契
R6.9.4
R7.3.21

R7.3.31 646,250 液中微粒子計の定期点検 随契１号（少額）

随契
R6.9.22
R6.10.31

R6.11.5 443,190
水分測定装置ＣＡ３１０の定期点検業務委
託

随契１号（少額）

随契
R6.9.9
R7.3.31

R6.12.25 171,600 医薬品無菌室他の定期点検 随契１号（少額）

随契
R6.9.12
R7.1.31

R7.2.3 176,000 トキシノメーターの定期点検 随契１号（少額）

随契
R6.9.27
R7.1.31

R6.12.20 407,000
ガスクロマトグラフ（ＦＩＤ）ＧＣ－２０
１４の定期点検

随契１号（少額）

随契
R6.9.27
R7.3.31

R6.12.26 962,500
ガスクロマトグラフ（ＦＰＤ）ＧＣ－２０
１４の定期点検

随契１号（少額）

随契
R6.9.30
R7.1.31

R6.12.26 665,500
３５００ジェネティックアナライザ定期点
検

随契１号（少額）

随契
R6.10.7
R7.1.31

R6.12.26 572,000 リアルタイムＰＣＲシステムの定期点検 随契１号（少額）

一般
R6.10.4
R7.1.31

R7.1.7 1,144,000 リアルタイムＰＣＲシステムの定期点検
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56
奥駿河湾海域海洋環境調査業務委
託

オーシャンエンジニア
リング株式会社

5,500,000 5,390,000 0 5,390,000

57
建築基準法１２条定期点検業務委
託

㈱水野建築事務所 693,000 297,000 0 297,000

58 ＩＣＰ－ＭＳ保守点検業務委託 協立電機㈱ 1,240,800 1,240,800 0 1,240,800

59
自動制御機器ＵＰＳバッテリー他
点検調整業務委託契約の締結

(株)セイセイサーバー 909,700 909,700 0 909,700

60
クリーンベンチ（培地作成室）定
期点検業務委託

(株)ホワイト 110,000 1,100 0 1,100

61
揮発性有機化合物（ＶＯＣ）地下
水水質分析委託

富士通クオリティ・ラ
ボ・環境センター(株)

286,440 107,250 0 107,250

62
平沼自動滴定装置ＣＯＭ－１７０
０Ｍ定期点検業務委託

オザワ科学㈱静岡営業
所

132,000 132,000 0 132,000

63
ガスクロマトグラフ質量分析装置
（オービトラップ型）定期点検

三恵商事㈱静岡営業所 1,324,400 1,324,400 0 1,324,400

64 自動車騒音実測業務委託 ㈱日本テクノ 2,021,800 1,540,000 0 1,540,000

65
高速液体クロマトグラフ－カルバ
メートシステム定期点検業務委託

アドバンテック東洋㈱　
静岡営業所

907,852 907,852 0 907,852

66
安全実験室特殊空調設備及び安全
キャビネット定期点検業務委託

オリエンタル技研工業
(株)

4,070,000 4,070,000 0 4,070,000

67
天秤３室定期点検業務委託契約の
締結について

オリエンタル技研工業
(株)

8,690,000 8,250,000 0 8,250,000

68
ガスクロマトグラフ定期点検業務
委託

協立電機㈱ 821,348 821,348 0 821,348

69
御前崎港周辺における海域流動モ
デルの開発に関する業務委託契約

(株)オーシャンアイズ 440,000 440,000 0 440,000

70
磐田市役所測定局風向風速計撤去
業務委託

(株)三弘　静岡営業所 223,300 223,300 0 223,300

71
ＤＮＡ塩基配列解析及び保存標品
作製業務委託

(株)テクノスルガ・ラ
ボ

84,293 84,293 0 84,293

72
大気汚染自動測定器保守管理委託
（沼津以東地区）

東邦化工建設㈱ 14,451,800 14,025,000 △ 13,848 14,011,152

73
大気汚染自動測定器保守管理委託
（中部・西部地区）

㈱日本テクノ 15,203,100 14,971,000 0 14,971,000

74
大気汚染自動測定器保守管理委託
（富士・富士宮地区）

㈱日本テクノ 6,826,600 6,820,000 0 6,820,000

工事関係
計

149,193,748 142,756,066 78,530 142,834,596

合計 191,798,725 184,014,288 952,634 184,966,922
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一般
R6.10.4
R7.2.14

R7.2.28 5,390,000
奥駿河湾海域の海底で地下水が湧出してい
る水深を測定する調査

随契
R6.10.28
R7.3.19

R7.2.28 297,000 建築基準法１２条に基づく定期点検業務 随契１号（少額）

随契 R7.2.28 1,240,800 ICP-MS保守点検 随契２号（不適）

随契
R6.10.25
R7.3.31

R7.3.19 909,700
自動制御機器のバッテリー交換を含む点検
調整

随契１号（少額）

随契
R6.11.1
R7.3.31

R6.12.25 110,000 クリーンベンチ（培地作成室）定期点検業 随契１号（少額）

随契
R6.10.28
R6.12.20

R6.12.6 107,250
揮発性有機化合物（ＶＯＣ）地下水水質分
析

随契１号（少額）
単価契約

随契
R6.11.1
R7.1.31

R6.12.20 132,000
平沼自動滴定装置ＣＯＭ－１７００Ｍの定
期点検

随契１号（少額）

一般
R6.11.5
R7.3.31

R7.4.11 1,324,400 ガスクロマトグラフ質量分析計の点検

一般
R6.11.5
R7.2.5

R7.2.27 1,540,000
県内主要幹線道路の自動車騒音を実測する
業務

随契
R6.11.8
R7.3.31

R7.3.31 907,852
高速液体クロマトグラフ－カルバメートシ
ステムの定期点検

随契１号（少額）

随契
R6.11.15
R7.3.31

R7.4.18 4,070,000
安全実験室特殊空調設備及び安全キャビ
ネット定期点検業務

随契２号（不適）

随契
R6.11.20
R7.3.31

R7.4.30 8,250,000 天秤３室定期点検業務 随契２号（不適）

随契
R7.1.6
R7.3.31

R7.3.21 821,348 ガスクロマトグラフの定期点検 随契１号（少額）

随契
R7.1.17
R7.3.10

R7.3.31 440,000
御前崎港周辺における海域流動モデルの開
発に関する業務

随契１号（少額）

随契
R7.1.20
R7.3.31

R7.4.14 223,300 磐田市役所測定局風向風速計撤去業務 随契１号（少額）

随契
R7.2.28
R7.3.31

R7.4.16 84,293 ＤＮＡ塩基配列解析及び保存標品作製業務 随契１号（少額）

一般
R4.10.1
R7.9.30

R6.10.21
R7.4.18
小計

2,668,779
2,000,683
4,669,462

沼津以東地区の大気汚染自動測定器保守管
理

令和４年度長期

一般
R4.10.1
R7.9.30

R6.10.24
R7.4.28
小計

2,796,951
2,193,382
4,990,333

中部・西部地区の大気汚染自動測定器保守
管理

令和４年度長期

不随
R4.10.1
R7.9.30

R6.10.24
R7.4.28
小計

1,265,625
1,007,709
2,273,334

富士・富士宮地区の大気汚染自動測定器保
守管理

令和４年度長期

118,858,667

158,048,998

(6,681,220)

(7,183,715)

(3,281,041)
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様式11号

委　託　料　に　関

当初額
変更
増減額

計

円 円 円 円

1 庁舎総合管理業務委託 ㈱セイセイサーバー 35,471,599 35,442,000 0 35,442,000

2 新庁舎機械警備業務委託 セコム㈱ 1,887,600 1,887,600 0 1,887,600

3
自家用電気工作物の保安管理業務
委託契約

(一財)中部電気保安協
会

996,600 996,600 0 996,600

4
廃棄物処理委託（収集・運搬・処
分）

㈱岩本商店 984,890 984,890 0 984,890

5
産業廃棄物収集・運搬及び処分業
務委託

丸徳商事(有) 95,150 95,150 0 95,150

6 樹木及び芝生管理業務委託 源平造園建設㈱ 993,300 993,300 0 993,300

7
庁舎電話交換設備等保守点検業務
委託(R5.7～R8.6)

㈱宇式通信システム 1,940,400 1,900,800 0 1,900,800

契約金額
整理
番号

委託
業務名

受託者
当初

設計金額

収集運搬
　5,170円/㎥
処分(プラ)
     70円/㎏
処分(プラ･金属)
     95円/㎏
処分(金属)
   　11円/㎏
処分(ｶﾞﾗｽ･陶器)
  　55円/㎏
処分(事業一般)
　　110円/kg
概算所要
　　984,890円

収集運搬（40L
ペール缶）
4,840円/缶
収集運搬(50L
ペール缶)
5,500円/缶
処分（40Lペー
ル缶）
2,200円/缶
処分（50Lペー
ル缶）
2,750円/缶
概算所要
95,150円

収集運搬（40L
ペール缶）
4,840円/缶
収集運搬(50L
ペール缶)
5,500円/缶
処分（40Lペール
缶）
2,200円/缶
処分（50Lペール
缶）
2,750円/缶
概算所要
95,150円

収集運搬（40L
ペール缶）
4,840円/缶
収集運搬(50L
ペール缶)
5,500円/缶
処分（40Lぺール
缶）
2,200円/缶
処分（50Lペール
缶）
2,750円/缶
概算所要
95,150円

収集運搬
　5,170円/㎥
処分(プラ)
     70円/㎏
処分(プラ･金属)
     95円/㎏
処分(金属)
   　11円/㎏
処分(ｶﾞﾗｽ･陶器)
  　55円/㎏
処分(事業一般)
　　110円/kg
概算所要
　　984,890円

収集運搬
　5,170円/㎥
処分(プラ)
     70円/㎏
処分(プラ･金属)
     95円/㎏
処分(金属)
   　11円/㎏
処分(ｶﾞﾗｽ･陶器)
  　55円/㎏
処分(事業一般)
　　110円/kg
概算所要
　　984,890円
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す　る　調

円

一般
R7.4.1
R8.3.31

R7.5.21
R7.6.13
R7.7.16
小計

2,813,200
2,218,700
5,579,200
10,611,100

庁舎の電気、空調衛生設備の運転保守及び
衛生管理

一般
R7.4.1
R12.3.31

R7.5.26
R7.6.20
R7.7.18
小計

31,460
31,460
31,460
94,380

庁舎の火災、盗難及びガス漏れに係る機械
警備

令和７年度長期

随契
R7.4.1
R8.3.31

R7.6.30 996,600 庁舎の受変電設備保安管理 随契２号（不適）

随契
R7.4.1
R8.3.31

R7.5.21
R7.6.18
R7.7.18
小計

55,318
87,642
39,159
182,119

廃プラ等の収集・運搬・処分
随契１号（少額）
単価契約

随契
R7.4.1
R8.3.31

感染性廃棄物の収集・運搬・処分
随契１号（少額）
単価契約

随契
R7.4.1
R8.3.31

樹木び芝生管理業務 随契１号（少額）

一般
R5.7.1
R8.6.30

R7.5.21
R7.6.13
R7.7.18
小計

52,800
52,800
52,800
158,400

電話自動交換機、内線電話機等の保守点検 令和5年度長期

（令和7年7月31日現在）

契約
締結
方法

契約
期間

支出
年月日

金額
委託業務
の内容

摘要

(1,108,800)
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当初額
変更
増減額

計

円 円 円 円

契約金額
整理
番号

委託
業務名

受託者
当初

設計金額

8
産業廃棄物収集・運搬及び処分委
託

ジャパンウェイスト㈱ 931,700 931,700 0 931,700

9 高圧交流負荷開閉器取替業務委託
(株)トーエネック　藤
枝営業所

660,000 660,000 0 660,000

10 ＱＰ内蓄電池更新業務委託
(株)トーエネック　藤
枝営業所

880,000 880,000 0 880,000

事務関係
計

44,841,239 44,772,040 0 44,772,040

引火性廃油、
重金属廃液：
160円/kg
特定有害廃
油、クロム廃
液、砒素廃
液、鉛廃液、
カドミウム廃
液、特廃酸、
特廃アルカ
リ、難燃焼廃
液：180円/kg
シアン廃液
（特廃酸、特
廃アルカ
リ）：250円
/kg
廃酸、廃アル
カリ：100円
/kg
収集運搬：
20,000円/回
概算所要
　931,700円

引火性廃
油、重金属
廃液：160円
/kg
特定有害廃
油、クロム
廃液、砒素
廃液、鉛廃
液、カドミ
ウム廃液、
特廃酸、特
廃アルカ
リ、難燃焼
廃液：180円
/kg
シアン廃液
（特廃酸、
特廃アルカ
リ）：250円
/kg
廃酸、廃ア
ルカリ：100
円/kg　 
収集運搬：
20,000円/回
概算所要
　931,700円
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円

契約
締結
方法

契約
期間

支出
年月日

金額
委託業務
の内容

摘要

随契
R7.4.1
R8.3.31

廃液・廃油の収集・運搬・処理
随契１号（少額）
単価契約

随契
R7.7.1
R8.3.31

高圧交流負荷開閉器取替業務 随契１号（少額）

随契
R7.7.1
R8.3.31

ＱＰ内蓄電池更新業務 随契１号（少額）

12,042,599
(1,108,800)
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当初額
変更
増減額

計

円 円 円 円

契約金額
整理
番号

委託
業務名

受託者
当初

設計金額

11
クリーンベンチ（培地作成室）定
期点検業務委託

(株)ホワイト 110,000 110,000 0 110,000

12
マイクロプレートリーダー定期点
検業務

岩井化学薬品㈱三島営
業所

154,000 150,920 0 150,920

13 医薬品無菌室他定期点検業務委託 ㈱ホワイト 198,000 198,000 0 198,000

14
建築基準法１２条定期点検業務委
託

㈱水野建築事務所 638,000 438,900 0 438,900

15
液体クロマトグラフ質量分析装置
定期点検業務委託

三恵商事㈱静岡営業所 8,060,000 806,000 0 806,000

16
ガスクロマトグラフ（ＦＩＤ）Ｇ
Ｃ－２０１４定期点検業務委託

竹田理化工業㈱三島支
店

407,000 407,000 0 407,000

17
リアルタイムＰＣＲシステム定期
点検業務委託

岩井化学薬品㈱三島営
業所

619,080 589,600 0 589,600

18
自排掛川測定局パンザマスト撤去
業務

(株)日本テクノ 646,800 646,800 0 646,800

19
３５００ジェネティックアナライ
ザ定期点検業務委託

岩井化学薬品(株)三島
営業所

720,720 686,400 0 686,400

20
高速液体クロマトグラフ分析装置
保守点検業務委託

㈱ヨシキ 729,883 729,883 0 729,883

21
高速液体クロマトグラフLCｰ20ADXR
システム定期点検

竹田理化工業㈱三島支
店

712,800 712,800 0 712,800

22
高速液体クロマトグラフ及び紫外
可視分光光度計定期点検業務委託

竹田理化工業㈱三島支
店

875,600 875,600 0 875,600

23
有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）環
境実態調査の分析委託

㈱静環検査センター 1,150,991 646,140 0 646,140

24 自動車騒音面的評価業務委託
中外テクノス㈱静岡出
張所

1,342,000 1,342,000 0 1,342,000

25
航空自衛隊静浜基地航空機騒音測
定業務委託

リオン(株) 1,441,000 1,375,000 0 1,375,000

26
リアルタイムＰＣＲシステム定期
点検業務委託

岩井化学薬品㈱三島営
業所

1,238,160 1,096,656 0 1,096,656

27 自動溶出試験機年間保守点検委託 ㈱大日本精機 1,259,720 1,259,720 0 1,259,720

28 ＩＣＰ－ＭＳ保守点検業務委託 協立電機㈱ 1,240,800 1,240,800 0 1,240,800

29
液体クロマトグラフ質量分析装置
保守点検業務

アドバンテック東洋㈱
静岡営業所

4,994,220 4,994,220 4,994,220

30 オキシダント計動的校正業務委託 ㈱日本テクノ 1,669,360 1,630,200 0 1,630,200

31
イオンクロマトグラフ分析装置保
守管理委託

アルテア技研㈱ 1,636,800 1,636,800 0 1,636,800

32 地下水水質分析業務委託 ㈱静環検査センター 1,988,250 1,434,620 0 1,434,620

33
微小粒子状物質（ＰＭ２．５）成
分分析業務委託

㈱静環検査センター 2,747,800 2,566,630 0 2,566,630
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円

契約
締結
方法

契約
期間

支出
年月日

金額
委託業務
の内容

摘要

随契
R7.6.20
R8.1.31

クリーンベンチ（培地作成室）定期点検業 随契１号（少額）

随契
R7.5.8
R7.6.30

R7.6.30 150,920 マイクロプレートリーダーの定期点検 随契１号（少額）

随契
R7.6.20
R8.1.31

医薬品無菌室他の定期点検 随契１号（少額）

随契
R7.7.25
R8.3.19

建築基準法１２条に基づく定期点検業務 随契１号（少額）

随契
R7.7.25
R7.12.31

液体クロマトグラフ質量分析装置の定期点
検業務

随契１号（少額）

随契
R7.6.2
R8.1.30

ガスクロマトグラフ（ＦＩＤ）ＧＣ－２０
１４の定期点検

随契１号（少額）

随契
R7.6.10
R7.12.28

リアルタイムＰＣＲシステムの定期点検 随契１号（少額）

随契
R7.6.30
R8.1.30

自排掛川測定局パンザマストの撤去業務 随契１号（少額）

随契
R7.6.10
R8.1.31

３５００ジェネティックアナライザ定期点
検

随契１号（少額）

随契
R7.4.1
R8.3.31

高速液体クロマトグラフ分析装置保守点検 随契１号（少額）

随契
R7.6.2
R8.1.30

高速液体クロマトグラフLCｰ20ADXRシステ
ムの定期点検

随契１号（少額）

随契
R7.6.2
R8.1.30

高速液体クロマトグラフ及び紫外可視分光
光度計定期点検

随契１号（少額）

随契
R7.6.16
R7.9.15

有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）環境実態調
査の分析

随契１号（少額）

随契
R7.6.20
R8.3.18

自動車騒音面的評価業務 随契１号（少額）

随契
R7.7.7
R8.1.30

航空自衛隊静浜基地の航空機騒音測定 随契１号（少額）

随契
R7.6.23
R8.1.31

リアルタイムＰＣＲシステムの定期点検 随契１号（少額）

随契
R7.4.1
R8.3.31

自動溶出試験機点検 随契２号（不適）

随契
R7.10.14
R8.2.13

ICP-MS保守点検 随契１号（少額）

一般
R7.4.1
R8.3.31

液体クロマトグラフ質量分析計の点検

随契
R7.6.16
R7.11.17

オキシダント計動的校正業務 随契１号（少額）

一般
R7.4.1
R8.3.31

イオンクロマトグラフ分析装置保守点検

随契
R7.4.22
R8.3.13

地下水水質分析業務
随契１号（少額）
単価契約

一般
R7.4.28
R8.3.27

大気中の微小粒子状物質（PM2.5）の成分
分析
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当初額
変更
増減額

計

円 円 円 円

契約金額
整理
番号

委託
業務名

受託者
当初

設計金額

34
水質及び底質等に係るダイオキシ
ン類分析業務委託

㈱静環検査センター 3,207,502 3,161,400 0 3,161,400

35
ガスクロマトグラフ質量分析装置
保守点検業務委託

㈱ヨシキ 3,190,000 3,190,000 0 3,190,000

36
環境大気に係るダイオキシン類分
析業務委託

㈱静環検査センター 2,472,749 2,403,500 0 2,403,500

37 有害大気汚染物質分析業務委託 ㈱静環検査センター 4,162,647 4,064,500 0 4,064,500

38
分取型液体クロマトグラフ質量分
析装置保守点検業務委託

アドバンテック東洋㈱
静岡営業所

4,001,129 4,001,129 0 4,001,129

39 核磁気共鳴装置保守点検業務委託 日本電子㈱東京支店 5,009,400 5,099,400 0 5,099,400

40
公共用水域水質測定調査分析委託
（西部地区）

クオリティ・ラボ・環
境センター㈱

8,436,982 7,436,000 7,436,000

41
公共用水域水質測定調査分析委託
（東部地区）

㈱環境計量センター 8,189,736 8,085,000 0 8,085,000

42
公共用水域水質測定調査分析委託
（中部地区）

㈱静環検査センター 8,363,264 8,032,200 0 8,032,200

43
大気汚染自動測定器保守管理委託
（富士・富士宮地区）

㈱日本テクノ 6,820,000 6,820,000 0 6,820,000

44
大気汚染自動測定器保守管理委託
（沼津以東地区）

東邦化工建設㈱ 14,451,800 14,025,000 △ 13,848 14,011,152

45
大気汚染自動測定器保守管理委託
（中部・西部地区）

㈱日本テクノ 15,203,100 14,971,000 0 14,971,000

工事関係
計

118,089,293 106,863,818 △ 13,848 106,849,970

合計 162,930,532 151,635,858 △ 13,848 151,622,010
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円

契約
締結
方法

契約
期間

支出
年月日

金額
委託業務
の内容

摘要

一般
R7.6.16
R8.2.27

県内地下水のダイオキシン類及び関連項目
の試料採取、分析

一般
R7.4.1
R8.3.31

ガスクロマトグラフ質量分析装置定期点検

一般
R7.6.16
R8.3.27

県内大気中のダイオキシン類及び関連項目
の試料採取、分析

一般
R7.4.15
R8.3.24

有害大気汚染物質の分析

一般
R7.4.1
R8.3.31

分取型液体クロマトグラフ質量分析装置保
守点検

一般
R7.4.1
R8.3.31

核磁気共鳴装置保守点検

一般
R7.4.15
R8.3.31

西部地区の水質環境監視測定調査水質分析

一般
R7.4.15
R8.3.31

東部地区の水質環境監視測定調査水質分析

一般
R7.4.15
R8.3.31

中部地区の水質環境監視測定調査水質分析

不随
R4.10.1
R7.9.30

富士・富士宮地区の大気汚染自動測定器保
守管理

令和４年度長期

一般
R4.10.1
R7.9.30

沼津以東地区の大気汚染自動測定器保守管
理

令和４年度長期

一般
R4.10.1
R7.9.30

中部・西部地区の大気汚染自動測定器保守
管理

令和４年度長期

150,920

12,193,519

(11,350,682)

(12,174,048)

(5,554,375)

(29,079,105)

(30,187,905)
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様式第13号

整
理
番
号

負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額支出年月日

1
日本地球惑星科学
連合2024大会参加
登録料

公益社団法人日
本地球惑星科学
連合

開催案内
海底湧水地下水による海域への影響評価
や適切な海域調査への反映のための情報
収集

27,300 R6.4.18

2
公益社団法人日本
水環境学会正会員
会費

公益社団法人日
本水環境学会

開催通知

水環境分野での社会との対話・協同の推
進をテーマに成果を情報発信し、もって
水環境の改善を目指し、併せて会員相互
の親睦を図る。

80,000 R6.4.19

3
大気測定室（牧之
原市）電気料負担
金

牧之原市
牧之原市の行政財産使
用許可条件

大気汚染防止法第22条の規定に基づく、
大気汚染状況の常時監視

37,938 R6.4.30

4
大気測定室（掛川
市）電気料負担金

掛川市
掛川市の行政財産使用
許可条件

大気汚染防止法第22条の規定に基づく、
大気汚染状況の常時監視

59,600 R6.5.2

5
大気測定室（富士
宮市）電気料負担
金

富士宮市
富士宮市の行政財産使
用許可条件

大気汚染防止法第22条の規定に基づく、
大気汚染状況の常時監視

72,832 R6.5.8

6
2024年度日本騒音
制御工学会団体会
員Ｃ会員費

公益社団法人日
本騒音制御工学
会

入会通知書
騒音・振動及びその制御に関する調査・
研究を行うとともに、その知識の普及を
図り、環境保全に貢献する。

10,000 R6.5.10

7 大気環境学会会費
公益社団法人大
気環境学会

学会規程第２条第２項
大気環境に関する学術的な調査・研究を
行うとともに、その知識の普及を図り、
大気環境保全に貢献する。

10,000 R6.5.14

8
2024年度レギュラ
トリーサイエンス
財団年会費

一般財団法人医
薬品医療機器レ
ギュラトリーサ
イエンス財団

入会案内 医薬品及び医療機器に関する情報収集 10,000 R6.5.24

9
全国環境研協議会
会費

全国環境研協議
会

協議会規約第12条第2項

環境関係機関の連絡を密にし、業務の運
営、知識及び技術の向上を図り、もって
地域住民の健康の保護と、生活環境の保
全に寄与する。

33,000 R6.5.30

10
衛生微生物技術協
議会第44回研究会
参加費

衛生微生物技術
協議会第44回研
究会

開催通知
衛生行政に衛生微生物の情報交換、技術
の向上及び会員相互の連絡、協調を図
る。

10,000 R6.6.7

11
化学物質管理者講
習（取扱事業場向
け）講習会受講料

一般社団法人安
全衛生マネジメ
ント協会

開催通知

リスクアセスメント対象物を取扱う事業
場に対して新たに選任を義務づけられた
「化学物質管理者」を対象に、危険性・
有害性の理解を深め安全性を図る。

11,000 R6.6.17

12
保護具着用管理責
任者教育講習会受
講料

一般社団法人安
全衛生マネジメ
ント協会

開催通知

リスクアセスメント対象物を取扱う事業
場に対して新たに選任を義務づけられた
「保護具着用管理責任者」を対象に、保
護具の選択、保守管理等の理解を深め安
全性を図る。

66,000 R6.6.17

13
藤枝地区安全運転
管理協年会費

藤枝地区安全運
転管理協会

協会規約第19条

道路交通法第74条の3の規定に基づいて選
任された安全運転管理者及び副安全運転
管理者の安全運転管理能力の向上と他の
安全運転管理者等との連絡強調を図るこ
とにより、安全運転管理者等の選任事業
所における交通事故を防止して、地域社
会に貢献する。

24,800 R6.6.20

負 担 金 支 出 調
（令和６年度）
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整
理
番
号

負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額支出年月日

14
地方衛生研究所全
国協議会会費

地方衛生研究所
全国協議会

協議会規約第15条第３
項

全国地方衛生研究所間の連携を密にする
ことにより事業の強化促進を図り、もっ
て公衆衛生の発展に寄与する。

38,000 R6.7.26

15
第65回大気環境学
会年間参加費

公益社団法人大
気環境学会

開催通知
大気環境に関する学術的な調査・研究を
行うとともに、その知識の普及を図り、
大気環境保全に貢献する。

10,000 R6.7.26

16
日本微生物生態学
会第３７回広島大
会参加登録料

日本微生物生態
学会第37回広島
大会実行委員会　

開催通知

NEDOプロジェクト「海洋生分解性プラス
チックの社会実装に向けた技術開発事業/
海洋生分解性に係る評価手法の確立」で
得られた研究成果の発表

12,000 R6.8.21

17
全国衛生化学技術
協議会会費

全国衛生化学技
術協議会

協議会会則第11号
衛生行政に関連した試験研究機関の衛生
化学に関する技術の向上と相互の連絡・
強調を図る。

14,250 R6.8.21

18
公衆衛生情報研究
協議会会費

公衆衛生情報研
究協議会

協議会会則第13条
衛生行政に関連する公衆衛生・疫学情報
に関する研究と会員相互の情報交換と連
絡・協調を図る。

5,000 R6.8.22

19
地方衛生研究所全
国協議会関東甲信
静支部会費

地方衛生研究所
全国協議会

協議会規約第14条
全国地方衛生研究所間の連携を密にする
ことにより事業の強化促進を図り、もっ
て公衆衛生の発展に寄与する。

20,000 R6.8.23

20
全国薬事指導協議
会会費

全国薬事指導協
議会

協議会規約第９条第２
項

薬事指導及び薬事に関連した試験研究の
技術の向上と相互の連絡・協調を図る。

20,000 R6.8.28

21
安全運転管理者講
習会手数料

静岡県公安委員
会

道路交通法第108条の２ 安全運転管理者に対する法定講習の受講 4,500 R6.9.9

22
第３種放射線取扱
主任者講習受講料

公益社団法人日
本アイソトープ
協会

放射線障害防止法第36
条の2

新たに選任された放射線取扱主任者の資
質向上を図る。

80,000 R6.9.6

23

第３８回地研全国
協議会関東甲信静
支部ウイルス研究
部会参加費

地研全国協議会
関東甲信静支部
ウイルス研究部
会

開催通知
ウイルスの基礎研究から応用研究に関す
る研究成果に係る研究

12,000 R6.10.2

24
環境大気常時監視
技術講習会受講料

公益社団法人日
本環境技術協会

開催通知
環境大気常時監視データの維持管理の要
点の習得、技術向上のための講習

30,800 R6.10.8

25
紺屋町地下街地下
水熱交換システム
電気料負担金

商店街振興組合
静岡紺屋町名店
街

電気料負担に関する覚
書

地下水熱交換システムの設置により発生
した電気使用量の支払い。

25,185 R6.10.31

26
大気測定室（富士
宮市）電気料負担
金

富士宮市
富士宮市の行政財産使
用許可条件

大気汚染防止法第22条の規定に基づく、
大気汚染状況の常時監視

87,298 R6.10.29

27
大気測定室（掛川
市）電気料負担金

掛川市
掛川市の行政財産使用
許可条件

大気汚染防止法第22条の規定に基づく、
大気汚染状況の常時監視

62,300 R6.10.29
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整
理
番
号

負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額支出年月日

28
大気測定室（牧之
原市）電気料負担
金

牧之原市
牧之原市の行政財産使
用許可条件

大気汚染防止法第22条の規定に基づく、
大気汚染状況の常時監視

39,300 R6.11.28

29
日本騒音制御工学
会２０２４秋季研
究発表会参加費

公益社団法人日
本騒音制御工学
会

開催通知
騒音・振動及びその制御に関する調査・
研究を行うとともに、その知識の普及を
図り、環境保全に貢献する。

16,500 R6.11.29

30

第３６回地衛研関
東甲信静支部細菌
研究部会総会・研
究会参加費

地方衛生研究所
全国協議会関東
甲信静支部

開催通知
衛生行政に関連する細菌に関する研究と
会員相互の情報交換と連絡・協調を図
る。

2,000 R7.1.15

31
会計年度任用職員
人間ドック事業参
加負担金

地方職員共済組
合静岡県支部長

事業実施通知
短時間勤務職員が人間ドックを希望した
場合に費用を補助することにより、健康
診断事業の充実を図る。

14,000 R7.2.6

32
におい・かおり環
境協会会費

公益社団法人に
おい・かおり環
境協会

協会定款第7条、
会員入会・会員会費規
程第8条

におい・かおりに関し、調査・研究の推
進、知識の普及及び技術の発展・普及を
図り、生活環境の保全と良好なかおり環
境の形成に寄与する。

20,000 R7.2.10

33
第６回ＳＴＱ法を
考える会参加費

第６回ＳＴＱ法
を考える会事務
局

開催通知
ＳＴＱ法について情報交換及び分析技術
向上を目的とする。

3,400 R7.2.19

34
第５９回日本水環
境学会年会参加費

公益社団法人日
本水環境学会

開催通知

水環境分野での社会との対話・協同の推
進をテーマに成果を情報発信し、もって
水環境の改善を目指し、併せて会員相互
の親睦を図る。

19,500 R7.2.28

35
日本化学会第１０
５春季年会参加費

公益社団法人日
本化学会

開催通知
高分子の結晶構造評価に関する技術情報
収集

5,000 R7.2.28

36

埼玉県産業技術総
合センター試験研
究機器操作技術認
定研修

埼玉県産業技術
総合センター

埼玉県産業技術総合セ
ンターの研修案内

埼玉県産業技術総合センターにある試験
研究機器の操作技術認定研修

2,500 R7.3.12

36件 996,003
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様式第13号

整
理
番
号

負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額支出年月日

1
日本地球惑星科学
連合２０２５大会
参加登録料

公益社団法人日
本地球惑星科学
連合

開催案内
海底湧水地下水による海域への影響評価
や適切な海域調査への反映のための情報
収集

27,850 R7.4.17

2
保護具着用管理責
任者教育講習会受
講料

一般社団法人安
全衛生マネジメ
ント協会

開催通知

リスクアセスメント対象物を取扱う事業
場に対して新たに選任を義務づけられた
「保護具着用管理責任者」を対象に、保
護具の選択、保守管理等の理解を深め安
全性を図る。

49,500 R7.4.18

3
化学物質管理者講
習（取扱事業場向
け）講習会受講料

一般社団法人安
全衛生マネジメ
ント協会

開催通知

リスクアセスメント対象物を取扱う事業
場に対して新たに選任を義務づけられた
「化学物質管理者」を対象に、危険性・
有害性の理解を深め安全性を図る。

11,000 R7.4.18

4
２０２５年度レ
ギュラトリーサイ
エンス財団年会費

一般財団法人医
薬品医療機器レ
ギュラトリーサ
イエンス財団

入会案内 医薬品及び医療機器に関する情報収集 10,000 R7.4.18

5
公益社団法人日本
水環境学会正会員
会費

公益社団法人日
本水環境学会

開催通知

水環境分野での社会との対話・協同の推
進をテーマに成果を情報発信し、もって
水環境の改善を目指し、併せて会員相互
の親睦を図る。

80,000 R7.4.21

6
２０２５年度日本
騒音制御工学会団
体会員Ｃ会員費

公益社団法人日
本騒音制御工学
会

入会通知書
騒音・振動及びその制御に関する調査・
研究を行うとともに、その知識の普及を
図り、環境保全に貢献する。

10,000 R7.4.21

7
大気測定室（牧之
原市）電気料負担
金

牧之原市
牧之原市の行政財産使
用許可条件

大気汚染防止法第22条の規定に基づく、
大気汚染状況の常時監視

42,313 R7.4.30

8
大気測定室（掛川
市）電気料負担金

掛川市
掛川市の行政財産使用
許可条件

大気汚染防止法第22条の規定に基づく、
大気汚染状況の常時監視

74,135 R7.4.30

9
大気測定室（富士
宮市）電気料負担
金

富士宮市
富士宮市の行政財産使
用許可条件

大気汚染防止法第22条の規定に基づく、
大気汚染状況の常時監視

86,902 R7.4.30

10
全国環境研協議会
会費

全国環境研協議
会

協議会規約第12条第2項

環境関係機関の連絡を密にし、業務の運
営、知識及び技術の向上を図り、もって
地域住民の健康の保護と、生活環境の保
全に寄与する。

33,000 R7.5.30

11
衛生微生物技術協
議会第４５回研究
会参加費

衛生微生物技術
協議会第45回研
究会

開催通知
衛生行政に衛生微生物の情報交換、技術
の向上及び会員相互の連絡、協調を図
る。

10,000 R7.5.30

12
第６６回大気環境
学会年会参加費

公益社団法人大
気環境学会

開催通知
大気環境に関する学術的な調査・研究を
行うとともに、その知識の普及を図り、
大気環境保全に貢献する。

10,000 R7.6.18

13
藤枝地区安全運転
管理協会年会費

藤枝地区安全運
転管理協会

協会規約第19条

道路交通法第74条の3の規定に基づいて選
任された安全運転管理者及び副安全運転
管理者の安全運転管理能力の向上と他の
安全運転管理者等との連絡強調を図るこ
とにより、安全運転管理者等の選任事業
所における交通事故を防止して、地域社
会に貢献する。

28,800 R7.6.20

負 担 金 支 出 調
（令和7年度）

（令和7年７月31日現在）
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整
理
番
号

負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額支出年月日

14
安全運転管理者講
習会手数料

静岡県公安委員
会

道路交通法第108条の２ 安全運転管理者に対する法定講習の受講 5,100 R7.7.17

14件 478,600
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余白
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様式第１９号

建 築 工

整理

番号
予 算 科 目 工 事 名 工 事 箇 所

当 初

設計金額

契 約 金

当 初 額 変更増減額

1 環境政策費
自排三島測定局

舎屋根他修繕工事

三島市南田町

288-1地内

円

1,059,300

円

1,059,300

円

0

合 計
件

１

円

1,059,300

円

1,059,300

円

0
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事 調 （令和６年度）

額 契約

締結

方法

受 注 者

着 手

完成(予 定 )

年 月 日

支 出 済 額 工 事 概 要
公有財

産台帳
摘 要

計

円

1,059,300 随契 鶴よし建設株式会社 令和7年1月31日
円

1,059,300

既存屋根の撤
去及び屋根の

新設

－

円

1,059,300

円

1,059,300
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様式第２２号

台　帳
価　格

台　帳
価　格

台　帳
価　格

台　帳
価　格

千円 千円 千円 千円

4,648,091 0 96,423 4,551,668

土地 9,100.00 ㎡ 215,810 0 ㎡ 0 0 ㎡ 0 9,100.00 ㎡ 215,810

立木竹 2,144 本 4,504 0 本 0 0 本 0 2,144 本 4,504

2,337.50 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 2,337.50 ㎡

7,473.13 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 7,473.13 ㎡

工作物 26 個 12,722 0 個 0 0 個 1,350 26 個 11,372

普通財産 0 0 0 0

土地 0.00 ㎡ 0 ㎡ 0 0.00 ㎡ 0 0.00 ㎡ 0

立木竹 0 本 0 本 0 0 本 0 0 本 0

0.00 ㎡ ㎡ 0.00 ㎡ 0.00 ㎡

0.00 ㎡ ㎡ 0.00 ㎡ 0.00 ㎡

特許権等 0 本 0 本 0 0 本 0 0 本 0

公有財産に準ずる
もの

414 0 0 414

電話加入権 11 本 414 0 本 0 0 本 0 11 本 414

上記の財産に
属さないもの

0 0 0 0

準特許権等 0 0 0 0

公　有　財　産　調
（令和6年度）

令和6年4月1日 令和7年3月31日

現　　在 現　　在

数量又
は面積

数量又
は面積

数量又
は面積

数量又
は面積

区　　分

増 減

摘要

行政財産

建物 4,415,055 0 95,073 4,319,982

建物 0 0 0 0
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様式第２２号

台　帳
価　格

台　帳
価　格

台　帳
価　格

台　帳
価　格

千円 千円 千円 千円

4,551,668 0 0 4,551,668

土地 9,100.00 ㎡ 215,810 0 ㎡ 0 0 ㎡ 0 9,100.00 ㎡ 215,810

立木竹 2,144 本 4,504 0 本 0 0 本 0 2,144 本 4,504

2,337.50 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 2,337.50 ㎡

7,473.13 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 7,473.13 ㎡

工作物 26 個 11,372 0 個 0 0 個 0 26 個 11,372

普通財産 0 0 0 0

土地 0.00 ㎡ 0 ㎡ 0 0.00 ㎡ 0 0.00 ㎡ 0

立木竹 0 本 0 本 0 0 本 0 0 本 0

0.00 ㎡ ㎡ 0.00 ㎡ 0.00 ㎡

0.00 ㎡ ㎡ 0.00 ㎡ 0.00 ㎡

特許権等 0 本 0 本 0 0 本 0 0 本 0

公有財産に準ずる
もの

414 0 0 414

電話加入権 11 本 414 0 本 0 0 本 0 11 本 414

上記の財産に
属さないもの

0 0 0 0

準特許権等 0 0 0 0

公　有　財　産　調
（令和7年度）

（令和7年7月31日現在）

令和7年4月1日 令和7年7月31日

現　　在 現　　在

数量又
は面積

数量又
は面積

数量又
は面積

数量又
は面積

区　　分

増 減

摘要

行政財産

建物 4,319,982 0 0 4,319,982

建物 0 0 0 0
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様式第26号

台帳 現況 単価 年額
富士市岩渕855-3  　円  　円 R6.12.1

－ 無償 ～ 富士市長
（富士市立富士川第一中学校） R9.11.30
湖西市吉美3268 R7.4.1

～ 湖西市長
（湖西市役所庁舎） R8.3.31
富士市鈴川中町28-1 R3.4.1

～ 富士市長
（富士市立元吉原中学校） R8.3.31
伊東市大原2-1-1 R7.4.1

～ 伊東市長
（伊東市役所庁舎） R10.3.31
富士市津田216-4 R3.4.1

～ 富士市長
（富士市救急医療センター） R8.3.31
牧之原市静波447-1 H6.2.1

牧之原市長
（牧之原市役所庁舎）
富士市比奈2126 R3.4.1

～ 富士市長
（富士市立吉原第三中学校） R8.3.31
掛川市三俣620 R7.4.1

～ 掛川市長
（掛川市大東支所） R9.3.31
磐田市国府台6-1 R7.4.1

～ 磐田市長
（磐田市役所庁舎） R8.3.31
焼津市宗高428 R7.4.1

～ 焼津市長
（焼津市立大井川東小学校） R8.3.31
伊豆の国市田京740-4 R5.10.1

～
（伊豆の国市立大仁北小学校） R8.9.30
藤枝市郡970 R7.4.1

～
（静岡県立藤枝北高等学校） R9.3.31
掛川市御所原17-1 R7.4.1

～
（掛川市生涯学習センター） R9.3.31
三島市南田町288-1 R6.4.1

～ 三島市長
（南田町広場） R9.3.31
富士宮市弓沢町150 R3.4.1

～ 富士宮市長
（富士宮市役所庁舎） R9.3.31
掛川市長谷1-1-1 R7.4.1

～ 掛川市長
（掛川市役所本庁舎） R8.3.31
裾野市石脇577-1 R4.4.1

～ 裾野市長
（裾野市民文化センター） R10.11.30
袋井市新屋1-1-1 R7.4.1

～ 袋井市長
（袋井市役所庁舎） R8.3.31

R5.4.1
3,000 3,000 ～

R8.3.31
三島市北田4-47 R7.4.1

～ 三島市長
（三島市役所庁舎） R8.3.31
熱海市水口町13-15 R7.4.1

～
（熱海総合庁舎　付属棟） R9.3.31
焼津市焼津2-10-28 R7.4.1

～ 焼津市長
（焼津中学校） R8.3.31
富士市広見本町1-1 R5.4.1

～ 富士市長
（広見小学校） R8.3.31
富士宮市弓沢町150 R3.4.1

～ 富士宮市長
（富士宮市役所庁舎） R9.3.31
藤枝市高柳2-361-3 R7.4.1

～
（藤枝市大気測定局） R8.3.31

借 地 借 家 等 調

（令和７年７月31日現在）
地目 借料整理

番号
区分 種別 所在地

数量又
は面積

契約期間
所有者又は
契約者氏名

用途

1 土地 敷地 学校用地 用地の一部 15.00㎡
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

2 土地 敷地 庁舎敷地 敷地の一部 14.00㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定局舎とパン
ザマスト設置

3 土地 敷地 学校用地 用地の一部 14.00㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

4 建物
事務
所建

庁舎
地下１階観
測機器室

12.03㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器設置

5 土地 宅地 庁舎敷地 敷地の一部 27.00㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

6 建物
事務
所建

庁舎
１階大気測定
室､屋上無線
アンテナ柱

12.50㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器と風向風
速計測定部設置

用途廃止の
日まで

7 土地 敷地 学校用地 用地の一部 25.00㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

8 土地 敷地 庁舎敷地 敷地の一部 20.00㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

9 建物
事務
所建

庁舎
道路河川課
分室２階防
災センター

20.00㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器設置

10 土地 敷地 学校敷地 敷地の一部 22.00㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

11 土地 敷地 学校用地 用地の一部 40.40㎡ － 無償 伊豆の国市長
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

12 土地 敷地 学校敷地 敷地の一部 19.31㎡ － 無償
静岡県立藤枝
北高等学校長

自動車排出ガス測
定局として、測定
局を設置

13 土地 敷地
社会教育
施設

敷地の一部 64.53㎡ － 無償 掛川市長
自動車排出ガス測
定局として、測定
局を設置

14 土地 宅地 広場 敷地の一部 48.75㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

15 建物
事務
所建

庁舎
２階測定器
室

8.74㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器設置

16 建物
事務
所建

庁舎
地下１階大
気汚染測定
室

32.40㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器設置

17 土地 敷地 庁舎敷地 敷地の一部 13.07㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

18 建物
雑屋
建

庁舎 車庫棟 5.46㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器設置

19 土地
森林
地

駿東郡小山町須走
木ノ根坂国有林500
八林小班内

国有林野 林野の一部 4.00㎡
静岡森林管理
署長

研究のため、気象
観測装置設置

20 建物
事務
所建

本館議場
棟､本館

３階踊場､
屋上

26.00㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器及びパン
ザマスト設置

21 建物
事務
所建

庁舎
２階土木試験
室及び屋上

8.13㎡ － 無償
熱海財務事務
所長

大気測定局として、
大気測定局舎とパン
ザマスト設置

22 土地 敷地 学校用地 用地の一部 46.64㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器設置

23 土地 敷地 学校用地 用地の一部 27.50㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

24 土地 敷地 土地 敷地の一部 4.75㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器設置

25 建物
事務
所建

庁舎 屋上 2.48㎡ － 無償 藤枝市長 ＰＭ2.5測定器設置
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様式第26号

台帳 現況 単価 年額

借 地 借 家 等 調

（令和７年７月31日現在）
地目 借料整理

番号
区分 種別 所在地

数量又
は面積

契約期間
所有者又は
契約者氏名

用途

沼津市高島本町1-3 R7.4.1
～

（東部総合庁舎） R10.3.31
御殿場市萩原483 R6.4.1

御殿場市長
（御殿場市役所庁舎）
御殿場市萩原483 R6.4.1

御殿場市長
（御殿場市役所庁舎）
静岡市葵区井川2629-190 R7.4.1

～ 静岡市長
（リバウェル井川スキー場） R8.3.31
裾野市深良435 R7.4.1

～ 裾野市長
（裾野市生涯学習センター） R8.3.31
袋井市新屋1-1-1 R7.4.1

～ 袋井市長
（袋井市役所庁舎） R8.3.31

R7.4.1
3,000 3,000 ～

R10.3.31
静岡市葵区紺屋町2-8 R6.12.7

～
（紺屋町地下道） R7.12.6
掛川市長谷1-1-1 R7.4.1

～
（掛川市役所本庁舎） R8.3.31
静岡市葵区追手町5-1 R7.4.1

～
（静岡市役所） R8.3.31
静岡市葵区田代字奥西河内 R5.4.1
1300-1 ～
（千枚岳山小屋） R8.3.31
静岡市葵区田代字上河内1306-1 R6.6.1

～
（茶臼小屋） R9.3.31

R6.6.14
～

（荒川岳丸山山頂誘導標識） R9.3.31
静岡市葵区田代 R3.6.18

～
R9.3.31

静岡市葵区田代 R6.10.12
～

（駒鳥池） R7.10.11
静岡市葵区田代 R6.10.12

～
（蕨段） R7.10.11
伊豆市湯ヶ島 R7.4.1

～
（天城山八丁池近傍） R8.3.31

R6.4.1
～

（茶臼岳横窪沢分岐点誘導標識） R9.3.31
R7.7.1

～
（荒川岳丸山山頂誘導標識） R8.6.30
島田市中央町３番の10 R7.4.1

～ 島田市長
（島田市役所） R8.3.31
島田市中央町５－１ R7.4.1
（島田市民総合施設 プラザ ～ 島田市長
　おおるり） R8.3.31
下田市中５３１－１ R6.1.1

～ 下田財務事
（下田総合庁舎） R8.3.31 務所長

26 建物
事務
所建

庁舎
１階大気測
定局

21.02㎡ － 無償
沼津財務事務
所長

大気測定局として、
大気測定器設置

27 建物
事務
所建

庁舎
本庁舎屋上
大気汚染測
定機器室

6.20㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

用途廃止の
日まで

28
工作
物

工作
物

屋上
本庁舎屋上屋上風
向風速計用ポール 1.00㎡ － 無償

大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

用途廃止の
日まで

29 土地 敷地 土地 敷地の一部 0.15㎡ － 無償
研究のため、モニタリ
ングカメラ設置

30 建物
事務
所建

庁舎 屋上 1.00㎡ － 無償 風向風速計設置

31 建物
事務
所建

庁舎 屋上 4.00㎡ － 無償
大気測定局として、
大気測定器設置

32 土地
森林
地

伊豆市湯ヶ島国有林181
い林小班内 国有林野 林野の一部 2.00㎡

伊豆森林管理
署長

研究のため、気象
観測装置設置

33 土地 敷地 土地 敷地の一部 1.18㎡ － 無償 静岡市長
研究のため、地下水
熱交換システム設置

34 土地 敷地 土地 敷地の一部 4.00㎡ － 無償 掛川市長
大気測定局として、
大気測定器設置

35 建物
事務
所建

庁舎 庁舎の一部 0.49㎡ － 無償 静岡市長
大気測定局として、
大気測定器設置

36 建物 建物 建物 建物の一部 0.38㎡ － 無償 観光政策課長
研究のため、気象観
測装置設置

37 建物 建物 建物 建物の一部 0.11㎡ － 無償 観光政策課長
研究のため、気象観
測装置設置

38
工作
物

工作
物

静岡市葵区田代字上河内1300-1
他 工作物

工作物の一
部

0.05㎡ － 無償 観光政策課長
研究のため、モニタリ
ングカメラ設置

39
工作
物

工作
物

工作物
工作物の一
部

0.05㎡ － 無償 自然保護課長
研究のため、モニタリ
ングカメラ設置

（荒川岳丸山付近高山植物注意
標識）

40 樹木 樹木 樹木 樹木の一部 0.02㎡ － 無償 十山株式会社
研究のため、気象観
測装置設置

41 樹木 樹木 樹木 樹木の一部 0.01㎡ － 無償 十山株式会社
研究のため、気象観
測装置設置

42 樹木 樹木 樹木 樹木の一部 0.01㎡ － 無償
関東地方環境
事務所長

研究のため、気象観
測装置設置

43
工作
物

工作
物

静岡市葵区田代
工作物

工作物の一
部

0.01㎡ － 無償 観光政策課長
研究のため、モニタリ
ングカメラ設置

44
工作
物

工作
物

静岡市葵区田代字上河内1300-1
他 工作物

工作物の一
部

0.01㎡ － 無償 十山株式会社
研究のため、モニタリ
ングカメラ設置

45 土地 敷地 庁舎敷地 敷地の一部 49.50㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

46 建物
事務
所建

建物 建物の一部 0.75㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定局舎
設置

47 建物
事務
所建

庁舎 建物の一部 21.48㎡ － 無償
大気測定局とし
て、大気測定器設
置

計 647.11㎡ － 6,000
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,
8
0
0円

5
2
,
8
0
0円

5
2
,
8
0
0円

1
3
,
2
0
0円

長
期

継
続

契
　

　
約

電
子

複
写
機

賃
貸

借
契
約

カ
ラ

ー
複

写
機

２
式

（
契

約
日

）
R
2
.
7
.1

2
6
4
,
0
0
0円

3
9
,
6
0
0円

5
2
,
8
0
0円

5
2
,
8
0
0円

5
2
,
8
0
0円

5
2
,
8
0
0円

1
3
,
2
0
0円

事
務

機
器

等
の

債
務

負
担

行
為

又
は

長
期

継
続

契
約

に
係

る
調

（
令

和
６

年
度
）

区
　
分

事
業

名
又

は
契

約
名

内
　

　
　
容

契
約
額

154



様
式

第
2
6
号

－
2

R
2
年
度

R
3
年
度

R
4
年
度

R
5
年
度

R
6
年
度

R
7
年

度
R
8
年

度
R
9
年

度
R
1
0
年

度
R
1
1
年

度
R
1
2
年

度

債
務
負
担

行
　
　
為

（
契
約
日
）

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円

長
期
継
続

契
　
　
約

Ａ
Ｅ
Ｄ
賃
貸

借
契
約

自
動
体
外
式
除
細
動
器

１
式

（
契
約
日
）
R
6
.
7
.
1

2
6
4
,
0
0
0
円

3
9
,
6
0
0
円

5
2
,
8
0
0
円

5
2
,
8
0
0
円

5
2
,
8
0
0
円

5
2
,
8
0
0
円

1
3
,
2
0
0
円

長
期
継
続

契
　
　
約

電
子

複
写

機
賃
貸
借
契
約

カ
ラ
ー
複
写
機

２
式

（
契
約
日
）
R
2
.
7
.
1

2
6
4
,
0
0
0
円

3
9
,
6
0
0
円

5
2
,
8
0
0
円

5
2
,
8
0
0
円

5
2
,
8
0
0
円

5
2
,
8
0
0
円

1
3
,
2
0
0
円

長
期
継
続

契
　
　
約

電
子

複
写

機
賃
貸
借
契
約

カ
ラ
ー
複
写
機

２
式

（
契
約
日
）
R
7
.
7
.
1

3
,
5
0
0
,
7
5
0
円

5
2
5
,
1
1
4
円

7
0
0
,
1
5
0
円

7
0
0
,
1
5
0
円

7
0
0
,
1
5
0
円

7
0
0
,
1
5
0
円

1
7
5
,
0
3
6
円

事
務

機
器

等
の

債
務

負
担

行
為

又
は

長
期

継
続

契
約

に
係

る
調

（
令

和
７

年
度

）
（

令
和

７
年

７
月

3
1
日

現
在

）

区
　
分

事
業
名
又

は
契
約
名

内
　
　
　

容
契
約
額

155



余白

156



様式第27号

台帳 現況 単価 年額

1
建物 事務所建 藤枝市谷稲

葉232番地の
1

569.66㎡ － 無償 R5.4.1
～

R8.3.31

中部健康福祉セン
ター所長

(使用承認)
業務全般

2
建物 事務所建 藤枝市谷稲

葉232番地の
1

1.00㎡ － 免除 R5.4.1
～

R10.3.31

関東地方環境事務
所長

(使用許可)
大気汚染物質広域
監視機器設置

3
建物 雑屋建 富士市岩淵

855-8富士川
第一中学校

0.72㎡ － 免除 R7.4.1
～

R8.3.31

富士市長 (使用許可)
大気汚染常時監視
機器設置

4
建物 雑屋建 湖西市吉美

3241番1
1.00㎡ － 免除 R7.4.1

～
R8.3.31

湖西市長
(使用許可)
光ケーブル架設

5

建物 事務所建 藤枝市谷稲
葉232番地の
1

2.00㎡ － 214,500円 R5.4.1
～

R8.3.31

ダイドードリンコ
株式会社東海営業
部長

(貸付)
飲料水自動販売機
設置

6
土地 土地 藤枝市谷稲

葉232番地の
1

雑種地 宅地 電柱2本
支線2本
支柱1本

1,500円 7,500円 R3.4.1
～

R8.3.31

中部電力パワーグ
リッド㈱藤枝営業
所長

(使用許可)
電線架設用電柱設
置

合
計

222,000円

行政財産貸付・使用許可調

（令和７年７月31日現在）

地　目 貸付料又は使用料

鉄筋コンク
リート造4階
一部5階建
鉄筋コンク
リート造4階
一部5階建
コンクリート
ブロック造1
階建
鉄筋コンク
リート造1階
建
鉄筋コンク
リート造4階
一部5階建

整
理
番
号

区分 種別 所在地
数量又は

面積

貸付又は
使用許可
期間

貸付又は使用許可
を受けた者の氏名

貸付・使用許可目
的
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所属0000103521 くらし・環境部　環境衛生科学研究所 (令和７年７月31日 現在)

大・中 小

1 05-04
クロマトグラフ ガスクロマトグラフ

質量分析計
農産食品中の残留農薬検査
における定性・定量   
年間50日

令和 2年 7月 54,912,000 

2 01-02
台 実験台

業務全般  
年間240日

令和 2年 6月 44,082,280 

3 05-04
クロマトグラフ 液体クロマトグラフ

質量分析計
残留農薬等有害化学物質
の確認、定量     
年間180日

平成27年 9月 39,960,000 

4 05-04
クロマトグラフ 液体クロマトグラフ

質量分析計

商品試買テスト及び苦情商品
テストにおける目的成分の定
性・定量
年間55日

令和 2年 6月 29,975,000 

5 05-04
その他の分析化学
機器

核磁気共鳴装置 有機化合物の分子構造の
解析
年間94日

令和 2年 7月 29,700,000 

6 05-04
クロマトグラフ 液体クロマトグラ

フ・ 質量分析装 
ACQUITY TQD

農薬や未規制化学物質の
定性・定量
年間112日

平成23年 3月 25,312,500 

7 05-04
その他の分析化学
機器

その他の分析化学機
器 (ICP-MS) 
Agilent7900

各種微量元素定量分析      
年間10日（解析：30日）

平成26年12月 24,300,000 

8 04-02
顕微鏡

電子顕微鏡 ＪＥＭ
－１２３０

病原微生物の形態観察・同定  
故障中０日（通常年間120日）

平成18年 1月 23,185,230 

9 05-04
クロマトグラフ ガスクロマトグラフ

質量分析計
残留農薬等有害化学物質
の確認、定量
年間150日

平成29年 9月 21,816,000 

10 05-04
クロマトグラフ 分取型高速液体クロ

マトグラフ 有機化合物の質量測定  
年間96日

令和 2年 7月 21,780,000 

11 05-04
クロマトグラフ 大気試料濃縮導入装

置付ガスクロ 有害大気常時監視　   　
年間190日

令和 2年 7月 21,560,000 

12 05-04
クロマトグラフ ガスクロマトグラフ

質量分析計
農薬や未規制化学物質の
定性・定量　           　　　
年間180日

令和 2年 8月 17,930,000 

13 05-99
試験実験機器 デスクトップ型次世

代 シーケンサ
海底砂泥や海水の菌叢解
析                      
年間40日

令和 3年 9月 15,400,000 

14 05-07
その他の測量機器 その他の測量機器

水の安定同位体比分析             
年間80日

平成27年11月 14,148,000 

15 05-06
水質化学機器 遠隔操作無人探査機

海底探査用             
年間18日（解析:6週間）

平成29年 2月 13,165,200 

16 05-04
クロマトグラフ 高速液体クロマトグ

ラフ

商品試買テスト及び苦情商品
テストにおける目的成分の定
性・定量              月10
回（年間120日）

令和 2年 6月 10,890,000 

17 05-06
水質化学機器 遠隔操作無人探査機

海底探査用　　  　　　　
年間9日（解析：6週間）

平成26年 2月 9,954,000 

18 05-04
その他の分析化学
機器

熱分解装置 高分子化合物の定性・定
量                    
年間90日

令和 3年12月 9,900,000 

19 05-04
クロマトグラフ イオンクロマトグラフ 

分析装置 ICS-1100、
ICS-2100

各種水溶性イオン定量分
析　　　　　　　　   
月15回（年間180日）

平成22年 3月 9,817,500 

20 05-05
その他の生物化学
機器

遺伝子解析装置 
3500

ウイルス性及び細菌性食
中毒検査　　    　　　
月10回（年間120日）

平成27年 7月 9,637,574 

様式第29号-2
主　 要 　備 　品 　調 1/ 1頁

区　　分

20-001818

20-001491

15-000882

20-001487

20-001760

10-006221

14-007689

05-006948

17-001220

20-001512

20-001564

20-001965

21-004071

15-001462

16-004005

20-001488

13-004929

21-007220

09-007077

15-000552

整理　 
番号

品名・規格 利用状況 購入年月 購入金額(円) 摘　要
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活
用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年

度ま
で

)

5
年

度

(
全

体
)

6
年

度

ス
ル

ガ
ベ

イ
・

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

を
活

用
し

た
研

究
支
援

（
政

策
課

題
へ

の
対

応
す

る
研

究
）

御
前
崎

港
周
辺

に
お
け

る
ブ

ル
ー

カ
ー
ボ

ン
・
生

物
多
様

性
創
出

と
海
・

潮
流
と

の
関
係

－
久

々
生

海
岸
に

お
け
る

コ
ア
マ

藻
の
形

成
維
持

に
関
す

る
海
・

潮
流
と

土
砂
の

堆
積
の

解
析
と

モ
デ
ル

構
築

－

終
了

国
庫

６
御

前
崎

港
の

造
成

に
伴

う

海
草

藻
場

の
創

出
や

小
魚

生

息
の

た
め

の
要

因
を

解
明

す

る
た

め
、

ス
ル

ガ
ベ

イ
・

シ

ミ
ュ

レ
ー

タ
に

よ
る

入
出

力

デ
ー

タ
を

用
い

て
御

前
崎

港

や
久

々
生

海
岸

周
辺

の
海

・

潮
流

や
土

砂
の

堆
積

に
つ

い

て
解
析

す
る
。

ま
た

ス
ル

ガ
ベ

イ
・

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

に
よ

る
SS

や
ク

ロ

ロ
フ

ィ
ル

a
の

計
算

結
果

や

衛
星

デ
ー

タ
な

ど
御

前
崎

港

周
辺

に
お

け
る

生
物

生
産

へ

の
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
を

含
め

て

考
察

し
、

コ
ア

マ
モ

場
形

成

な
ど

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
推

察

す
る
。

・
海
底
全
面
に
シ
ル
ト
＋
水
中

に
シ
ル
ト
が
あ
る
場
合
、
両
モ

デ
ル
と
も
久
々
生
海
を
含
む
御

前
崎
港
周
辺
で
シ
ル
ト
が

３
cm
／
年
程
度
堆
積
す
る
結
果

と
な
っ
た
。

ス
ル
ガ
ベ
イ
・
シ
ミ
ュ
レ
ー

タ
か
ら
得
た
デ
ー
タ
を
境
界
条

件
と
し
た
場
合
の
方
が
、
港
内

で
堆
積
し
や
す
い
傾
向
と
な
っ

た
が
、
ス
ル
ガ
ベ
イ
・
シ
ミ
ュ

レ
ー
タ
か
ら
得
た
デ
ー
タ
は

１
回
／
日
で
あ
る
た
め
潮
汐
の

影
響
が
な
く
、
流
向
が
同
一
方

向
で
あ
る
時
間
が
長
く
、
流
速

の
変
動
も
少
な
い
た
め
と
考
え

ら
れ
た
。

・
御
前
崎
周
辺
で
は
栄
養
塩
類

が
多
い
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
の

よ
う
な
地
域
で
御
前
崎
港
が
造

成
さ
れ
、
海
域
に
お
け
る
流
速

が
遅
く
な
り
シ
ル
ト
分
な
ど
が

堆
積
し
海
草
藻
場
の
創
出
や
小

魚
生
息
に
繋
が
っ
た
と
考
え
ら

れ
た
。

無
千円

(0
)

0

千円

(
4
,3

0
0)

4
,3

0
0
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究
成
果
の

活
用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年

度ま
で

)

5
年

度

(
全

体
)

6
年

度

環
境

衛
生

科
学

研
究
所

試
験

研
究

事
業

災
害

・
事

故
時

に
お

け
る

化
学

物
質

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
分

析
の

活
用

新
規

単
独

６ ～ ７

水
質

汚
濁

事
故

時
の

汚

染
原

因
究

明
の

た
め

の
強

力
な

ツ
ー

ル
と

し
て

、

G
C
/
M
S
で

使
用

可
能

な
自

動
同

定
定

量
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
（

以
下

、
A
I
Q
S
-
G
C
）

が
あ

る
。

A
I
Q
S
-
G
C
で

は
、

登
録

さ
れ

た
約

1
,
0
0
0
種

類
の

化
学

物
質

の
保

持
時

間
、

マ
ス

ス
ペ

ク
ト

ル
及

び
検

量
線

の
デ

ー
タ

を
利

用
し

て
物

質
の

同
定

・
半

定
量

が
可

能
で

あ
る

。

本
研

究
で

は
、

災
害

時
等

に
お

け
る

水
質

汚
濁

事
故

へ
の

対
応

と
し

て
新

た
に

A
I
Q
S
-
G
C
に

よ
る

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
分

析
体

制
を

整
備

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
分

析
対

応
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
す

る
と

と
も

に
、

公
共

用
水

域
に

お
け

る
平

常
時

の
化

学
物

質
存

在
実

態
を

把
握

す
る

。 ま
た

、
事

故
時

に
お

け
る

行
政

と
の

情
報

共
有

・
役

割
分

担
等

を
明

確
化

す
る

た
め

の
共

同
訓

練
を

実
施

す
る

。

（
１

）
分

析
対

応
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
作

成

従
来

の
前

処
理

操
作

に

本
年

度
新

た
に

導
入

さ
れ

た
全

自
動

固
相

抽
出

装
置

を
導

入
し

、
前

処
理

の
時

間
の

短
縮

に
つ

な
げ

た
。

ま
た

、
必

要
な

器
具

・

試
薬

等
を

工
程

毎
に

整
理

し
、

準
備

す
る

タ
イ

ミ
ン

グ
を

明
確

に
し

た
。

全
自

動
固

相
抽

出
装

置

の
操

作
方

法
を

含
め

た
詳

細
な

作
業

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

す
る

こ
と

で
、

緊
急

の
事

案
に

も
即

応
で

き
る

体
制

を
確

立
し

た
。

（
２

）
A
I
Q
S
-
G
C
に

よ
る

環

境
試

料
の

測
定

平
常

時
の

環
境

中
実

態

調
査

と
し

て
、

県
内

の
５

河
川

に
つ

い
て

化
学

物
質

分
析

を
行

っ
た

。

ま
た

、
実

際
の

水
質

事

故
３

事
例

の
河

川
試

料
測

定
を

行
い

、
課

題
の

洗
い

出
し

を
行

っ
た

。

・
本

県
の

公
共

用
水

域
に

お
け

る
化

学
物

質
に

係
る

災
害

時
・

事
故

時
の

対
応

を
定

め
て

い
る

「
水

質
汚

濁
及

び
大

気
汚

染
に

係
る

事
故

時
の

処
理

要
領

」
に

「
自

動
同

定
定

量
シ

ス
テ

ム
（

A
I
Q
S
）

等
を

用
い

た
化

学
物

質
の

同
定

・
定

量
」

を
追

記

無
千

円

(
0) 0

千円

(
90
)

90
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年

度ま
で

)

5
年

度

(
全

体
)

6
年

度

環
境

衛
生

科
学

研
究
所

試
験

研
究

事
業

河
川

底
質

中
マ

イ
ク

ロ
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
汚

染
実

態
調

査

新
規

単
独

６ ～ ８

世
界
で
は
海
洋
プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
汚
染
が
深
刻
な
問
題
と

な
っ
て
い
る
。
中
で
も
、
5m
m

に
ま
で
微
細
化
し
た
破
片
は

マ
イ

ク
ロ

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

（
以
下
MP
と
い
う
。
）
と
呼

ば
れ
、
生
態
系
に
悪
影
響
を

及
ぼ
す
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て

い
る
。

令
和
３
年
度
～
令
和
５
年

度
に
実
施
し
た
河
川
表
層
水

の
MP
調
査
で
検
出
さ
れ
た
MP

は
、
比
重
の
小
さ
い
水
に
浮

く
粒
子
が
大
半
を
占
め
て
お

り
、
多
く
の
MP
が
底
質
中
に

存
在
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ

た
。 そ
こ
で
本
研
究
で
は
、
本

県
に
お
け
る
底
質
を
含
む
河

川
の
MP
汚
染
実
態
を
明
ら
か

に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
プ
ラ

ス
チ
ッ
ク
排
出
抑
制
対
策
に

つ
な
げ
る
こ
と
を
目
的
と
し

て
河
川
底
質
中
の
MP
汚
染
実

態
調
査
を
実
施
す
る
。

浜
名
湖
の
11
地
点
の
底
質
で
MP

調
査
を
実
施
し
た
。

砂
質
の
地
点
で
は
MP
は
ほ
と
ん

ど
検
出
が
な
く
、
泥
質
の
地
点
で

高
い
密
度
で
検
出
さ
れ
た
。

泥
質
の
地
点
は
主
に
湾
奥
部
が

多
く
、
流
入
す
る
河
川
と
湖
水
と

の
合
流
地
点
付
近
で
あ
り
、
淡
水

と
塩
水
が
混
合
す
る
た
め
、
凝
集

作
用
に
よ
り
MP
が
沈
降
し
や
す
い

と
推
測
さ
れ
た
。

ま
た
、
泥
質
の
地
点
は
流
れ
が

滞
留
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
MP
が

堆
積
し
や
す
い
と
考
え
ら
れ
た
。

材
質
組
成
で
は
、
PE
T
、
ア
ク

リ
ル
な
ど
の
比
重
の
大
き
い
粒
子

が
全
検
出
粒
子
の
半
数
程
度
を
占

め
て
い
た
。

形
状
組
成
で
は
繊
維
が
約
半
数

を
占
め
て
い
た
。
PE
T
や
ア
ク
リ

ル
繊
維
が
多
く
、
洗
濯
等
の
生
活

排
水
が
由
来
で
あ
る
と
考
え
ら
れ

た
。

＜
発

表
・

情
報
発

信
等
＞

・
環

境
保

全
会

報
1
2
2/
寄
稿

（
R6

.
7）

・
令

和
6
年

度
静

岡
県

環
境

衛
生

科
学

研
究

所
業

務
研

究
発

表
/
動

画
配

信
（
R
6.

8
～
）

・
令

和
6
年

度
公

害
防

止
管

理
者

等
研

修
会
/
講
師

（
R6

.
9）

・
環

衛
レ

ポ
ー

ト
N
o
.7

7
・

寄
稿

（
R6

.
11
）

・
第

61
回

公
衆

衛
生

研
究

会
/
口

頭
発

表
（
R
7
.2
）

無
千円

(0
)

0

千円

(
90
)

90

165



様
式

第
3
2
号

試
験研

究
成果

一
覧表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年

度ま
で

)

5
年

度

(
全

体
)

6
年

度

受
託

研
究
事

業
沿

岸
部

に
お
け

る
深
部

地
下
水

環
境
の

解
明
お

よ
び
デ

ー
タ
ベ

ー
ス
構

築
に
向

け
た
水

文
地
質

学
的
研

究

継
続

受
託

28 ～ ６

陸
域

を
流

れ
る
地

下
水

は
最

終
的
に

海
域
へ

と
流

出
す

る
こ
と

か
ら
、

沿
岸

部
の

地
質
・

地
下
水

環
境

を
評

価
す
る

上
で
、

陸
域
・

海
域
を

連
続
的

に
調

査
す

る
こ
と

が
重
要

で
あ

る
。

そ
こ
で

本
研
究

で
は
、

沿
岸
部

に
お
け

る
深

部
地

下
水
環

境
の
解

明
に

向
け

て
、
駿

河
湾
の

沿
岸

部
を

対
象
に

、
海
底

湧
水

を
含

め
た
水

文
地
質

学
的

研
究

を
行
う

。
(1
)
海

底
湧

出
地
下

水
調
査

駿
河

湾
に

お
け
る

海
底

湧
出

位
置
を

、
遠
隔

操
作

無
人

探
査
機

を
用
い

て
探

査
し

、
採
水

・
分
析

(微
量

元
素

、
安
定

同
位
体

比
等
)

に
よ

り
陸
域

か
ら
の

海
底

湧
出

地
下
水

を
評
価

す
る
。

(2
)
陸

域
地

下
水
環

境
調
査

断
層

を
主

と
し
た

地
質

構
造

把
握
や

地
下
水

性
状

等
把

握
の
た

め
の
地

下
水

環
境

調
査
に

よ
り
、

陸
域

か
ら

駿
河
湾

に
か
け

て
海

底
湧

水
流
動

系
を
把

握
し
、

陸
域
か

ら
の
地

下
水

海
底

湧
出
機

構
を
推

定
す

る
。

(1
)
海

底
湧

出
地
下

水
調

査
海
底

湧
水
発

見
場
所

に
お
い

て
開
発

し
た
ピ

ス
ト
ン

式
大
容

量
採
水

器
を
取

り
付
け

た
遠
隔

無
人
探

査
機
に

よ
り
、

陸
域
地

下
水
混

合
率
最

大
９
割

程
度
(
こ
れ

ま
で

よ
り
1
0
倍

以
上

高
い
)
高

品
質
な

サ
ン
プ

ル
を
安

定
採
取

で
き
た

。
な

お
、
湧

出
時
で

は
淡
水

割
合
が

高
い
海

底
湧
出

地
下
水

が
湧
き

出
し
て

い
る
と

考
え
ら

れ
た
。

(2
)
陸

域
地

下
水
環

境
調

査
由
比

地
区
を

中
心
に

地
下
水

の
水
質

調
査
を

実
施
し

た
。
入

山
断
層

を
境
に

水
質
が

異
な
っ

て
い
た

。
収
集

し
た
文

献
か
ら

沿
岸
部

三
次
元

地
質
モ

デ
ル
を

作
成
し

た
の
ち

二
次
元

断
面
地

質
モ
デ

ル
を
作

成
し
、

地
下
水

流
動
を

解
析
し

た
。
海

岸
線
近

く
の
難

透
水
層

に
よ
り

塩
淡
境

界
の
位

置
に
影

響
を
及

ぼ
す
こ

と
が
考

え
ら
れ

た
。

＜
学
会

発
表
＞

・
日
本

地
球

惑
星

科
学

連
合

20
2
4
年

大
会

(
千

葉
：
R
6
.5
)

＜
テ
レ

ビ
放
映

＞
・

｢
発

見
!
富

士
山

水
の

底
力

～
M
t.

F
uj
i

A
q
ua

Jo
u
rn

e
y
～

｣
(
NH
K
総

合
:
H3

0
.6
)

・
｢
ウ

イ
ー

ク
エ

ン
ド

中
部

富
士

山
の

水
が

育
む
最

高
食

材
を

求
め

て
｣
(N

H
K総

合
:
H3

0
.6
)

・
｢

M
t
.F

u
ji

A
q
ua

Jo
u
rn

e
y
｣
(
N
HK

ワ
ー

ル
ド
:
H3

0
.6
)

・
｢
こ

れ
ぞ

ニ
ッ

ポ
ン

の
海
～

水
の

恵
み

と
生

き
る
人

々
～
｣
(
日

本
テ

レ
ビ

系
列

(
静

岡
第

一
テ

レ
ビ

):
H
30

.
7)

＜
展
示

＞
・

富
士

宮
市

「
水

の
日

記
念

事
業

」
（
R
4.

8
）

・
ふ

じ
の

く
に

地
球

環
境

史
ミ

ュ
ー

ジ
ア

ム
「

富
士

山
の

日
」

（
R
5.

2
）

・
ふ

じ
の

く
に

地
球

環
境

史
ミ

ュ
ー

ジ
ア

ム
「

知
ら

れ
ざ

る
富

士
山

」
展

（
R5

.
7）

無
千円

(
2
5
8
,
1
5
9
)

5
8
,5

7
5

千円

(
2
8
8
,
2
1
6
)

2
9
,7

0
0
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究
成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年

度ま
で

)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

受
託

研
究

事
業

海
洋

生
分

解
性

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

の
社

会
実

装
に

向
け

た
技

術
開

発
事

業
/
海

洋
生

分
解

性
に

係
る

評
価

手
法

の
確

立

終
了

受
託

２ ～ ６

海
洋
生
分
解
性
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

は
、
海
洋
に
お
い
て
、
微
生
物
に

よ
り
水
と
二
酸
化
炭
素
に
分
解
さ

れ
る
こ
と
か
ら
、
近
年
、
世
界
的

に
問
題
と
な
っ
て
い
る
プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
ご
み
に
よ
る
海
洋
汚
染
を
解

決
で
き
る
材
料
と
し
て
期
待
さ
れ

て
い
る
。

現
在
、
海
底
砂
泥
面
に
お
け
る

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
材
料
の
生
分
解
度

評
価
試
験
と
し
て
IS
O
19
67
9が

あ
る
。
IS
O1
96
79
で
は
、
ブ
ラ
ン
ク

の
二
酸
化
炭
素
発
生
量
及
び
参
照

物
質
（
ろ
紙
）
の
生
分
解
度
の
ば

ら
つ
き
が
大
き
く
、
規
定
の
範
囲

内
に
収
ま
ら
な
い
こ
と
が
あ
り
、

試
験
の
制
御
は
容
易
で
は
な
い
。

さ
ら
に
、
生
分
解
性
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
で
は
、
さ
ら
に
試
験
結
果
の
ば

ら
つ
き
が
大
き
く
な
っ
て
お
り
、

そ
れ
が
生
分
解
性
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

の
性
質
に
よ
る
も
の
か
、
試
験
に

用
い
る
海
底
砂
泥
・
海
水
の
影
響

に
よ
る
も
の
か
も
わ
か
っ
て
い
な

い
。 そ
こ
で
本
研
究
で
は
、
様
々
な

条
件
下
で
IS
O試

験
を
実
施
し
て
生

分
解
度
の
ば
ら
つ
き
に
影
響
を
与

え
る
因
子
を
明
ら
か
に
し
、
IS
Oの

課
題
を
解
決
し
た
精
度
の
高
い
生

分
解
性
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
生
分
解

度
評
価
試
験
法
を
提
案
す
る
。

・
静
岡
県
内
の
内
海
（
三
保
、
浜

名
湖
）
及
び
外
海
（
弓
ヶ
浜
、

赤
沢
）
の
海
底
砂
泥
お
よ
び
海

水
を
用
い
、
最
適
と
考
え
ら
れ

る
砂
泥
前
処
理
条
件
で
PH
BH
、

PB
SA
を
対
象
と
し
た
IS
O
19
67
9

試
験
を
実
施
し
、
結
果
の
ば
ら

つ
き
低
減
効
果
を
把
握
す
る
と

と
も
に
、
試
験
容
器
内
の
栄
養

塩
類
濃
度
、
菌
数
等
の
変
化
に

つ
い
て
も

確
認
し
た
。

・
室
内
試
験
に
お
い
て
難
分
解
を

示
す
PB
SA
に
つ
い
て
、
三
保
の

海
底
砂
泥
採
取
時
に
よ
く
洗
浄

し
て
細
粒
分
や
余
分
な
有
機
物

を
除
去
し
、
粒
径
を
揃
え
る
こ

と
で
、
よ
り
安
定
的
に
生
分
解

が
進
む
こ
と
を
確
認
し
た
。

・
栄
養
塩
類
等
を
添
加
し
て
微
生

物
量
を
増
加
さ
せ
る
加
速
試
験

法
を
貧
栄
養
海
域
で
実
施
し
、

結
果
の
安
定
性
や
加
速
化
へ
の

寄
与
を
確
認
し
た
。
ま
た
、
駿

河
湾
深
層
水
・
砂
泥
を
用
い
た

試
験
を
実
施
し
、
生
分
解
度
の

温
度
律
速
等
を
確
認
し
た
。

・
新
素
材
3
種
に
つ
い
て
、
改
良

し
た

IS
O

19
67
9
試

験
を

実
施

し
、
効
果
を
確
認
し
た
。

＜
展

示
＞

サ
ス

テ
ナ

ブ
ル

マ
テ

リ
ア

ル
展

_
幕

張
メ

ッ
セ

(
R
3
.
1
2
,
R
4
.

1
2
,
R
5
.
1
0
,
R

6
.
1
0
)

＜
学
会

発
表
＞

・
日

本
微

生
物

生
態
学

会
(R

4
.1

1
,
R
5
.
1

1
,
R
6
.
1
0
)

・
日

本
水

環
境

学
会
年

会
(R

5
.3

,
R6

.
3,

R
7
.
3
)

（
各
2
題
）

・
静

岡
県

公
衆

衛
生

研
究

会
(R

6
.2
)

無
千円

(6
8
,2

6
7)

9
,0

0
0

千円

(7
8
,4

6
5)

1
0
,1

9
8
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究
成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年

度ま
で

)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

受
託

研
究

事
業

地
方

に
お

け
る

再
エ

ネ
熱

面
的

利
用

促
進

に
資

す
る

導
入

支
援

技
術

の
開

発

新
規

受
託

６ ～ ８

地
方
に
お
け
る
再
エ
ネ
熱
の
大

量
導
入
・
面
的
利
用
の
仕
組
み
づ

く
り
を
目
的
と
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
参
画
し
、
「
ク
ロ
ー
ズ
ド
ル

ー
プ
（
CL
）
式
：
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

評
価
手
法
の
高
度
化
」
と
「
地
方

版
再
エ
ネ
熱
面
的
熱
利
用
モ
デ
ル

構
築
と
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
」
に

取
り
組
む
。

・
既
存
の
地
中
熱
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

マ
ッ
プ
を
も
と
に
、
地
下
水
流
速

や
温
度
、
有
効
熱
伝
導
率
等
の
パ

ラ
メ
ー
タ
か
ら
必
要
地
中
熱
交
換

器
長
さ
の
推
定
式
を
作
成
し
、
ポ

テ
ン
シ
ャ
ル
マ
ッ
プ
の
空
間
解
像

度
の
向
上
と
実
用
性
を
図
る
。

・
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
マ
ッ
プ
が
整
備

さ
れ

て
い

な
い
地

域
に

お
い
て

も
、
地
下
・
地
下
水
の
基
本
的
な

情
報
を
も
と
に
上
記
手
法
を
用
い

て
概
略
的
に
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
評

価
す
る
手
法
を
開
発
す
る
。

・
多
様
な
施
設
条
件
を
想
定
し
た

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
マ
ッ
プ
の
作
成
手

法
を
開
発
す
る
。

・
再

エ
ネ

熱
の
普

及
推

進
の
た

め
、
地
域
性
を
考
慮
し
た
う
え
で

制
度
や
規
制
、
技
術
的
課
題
、
補

助
事
業
活
用
な
ど
を
踏
ま
え
た
再

エ
ネ
熱
利
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成

に
取
り
組
む
。

・
既
存
の
大
井
川
下
流
域
CL
式
ポ

テ
ン
シ
ャ
ル
マ
ッ
プ
情
報
を
整

理
し
た
。

・
本
県
が
作
成
し
て
き
た
既
存
の

CL
式

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

マ
ッ
プ

は
、
「
熱
交
換
器
の
単
位
長
さ

当
た
り
の
採
熱
量
」
を
指
標
と

し
て

き
た

が
、

本
研

究
で

は

「
一
定
の
施
設
を
想
定
し
た
必

要
熱
交
換
器
長
さ
」
が
指
標
と

な
る
こ
と
を
確
認
し
、
広
域
モ

デ
ル
及
び
熱
交
換
器
モ
デ
ル
を

再
構
築
す
る
た
め
の
方
法
や
条

件
に
つ
い
て
検
討
し
た
。

・
静
岡
県
が
保
有
す
る
モ
デ
ル
や

地
下
水
流
動
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
に
関
す
る
情
報
を
先
行
的
に

把
握
し
た
。

・
地
中
熱
交
換
シ
ス
テ
ム
導
入
施

設
を

視
察

し
た

（
秋

田
市

役

所
、
秋
田
県
内
民
間
企
業
、
福

島
県
土
木
事
務
所
）
。

・
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
照
査

会
に
て

報
告
（

R6
.
12
,

R7
.
1）

・
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
全
体

会
議
に

て
報
告

（
R
7.

2
）

無
千円

(0
)

0

千円

(
1
,2

9
9)

1
,2

9
9
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年

度ま
で

)

令
和

５
年

度

(
全

体
)

令
和

６
年

度

環
境
衛
生
科
学
研

究
所

試
験
研
究
事
業

静
岡

県
に

お
け

る
S
F
T
S
ウ

イ
ル

ス
浸

淫
実

態
に

関
す

る
研

究

終
了

単
独

５ ～ ６

重
症

熱
性
血

小
板

減
少

症

候
群

（
S
F
TS

）
は

発
熱

、
消

化
器

症
状

、
血

小
板

減
少

等

を
主

徴
と

す
る

マ
ダ

ニ
媒

介

性
の

人
獣

共
通

感
染

症
で

、

致
死

率
も

1
0
～

30
％
と

高
い

疾
患
で

あ
る

。

S
FT
S
は

こ
れ
ま

で
西

日
本

を
中

心
に

発
生

し
て

い
た

が
、

2
0
21

年
に

静
岡

県
で

初

の
患

者
が

発
生

し
て

以
降

、

毎
年

S
FT
S
患

者
の

発
生

が

確
認
さ

れ
て
い

る
。

S
FT
S
の

拡
大
に

は
野

生
動

物
の

関
与

が
考

え
ら

れ
て

お

り
、

静
岡

県
で

も
野

生
動

物

を
通

じ
て

S
F
TS

ウ
イ

ル
ス

（
S
F
TS
V
）

の
浸

淫
が

進
ん

で
い
る

可
能
性

が
あ
る

。

本
研

究
で

は
、

野
生

動
物

等
の

病
原

体
保

有
状

況
を

調

査
す

る
こ

と
に

よ
り

、
県

内

の
S
FT

S
V
の

現
在

の
浸

淫
状

況
を

把
握

し
、

ヒ
ト

へ
の

感

染
リ

ス
ク

を
評

価
す

る
と

と

も
に

、
効

果
的

な
注

意
喚

起

に
つ

な
げ

る
こ

と
を

目
的

と

す
る
。

20
21

年
４
月
か
ら

20
24

年
12

月
ま
で
に
静
岡
県
で
採
取
さ
れ
た

イ
ヌ

11
頭
、
猫

22
頭
、
イ
ノ
シ

シ
83
2
頭
に
つ
い
て
、
SF
TS
V
遺

伝
子
検
査
を
実
施
し
た
結
果
、
ネ

コ
２
頭
及
び
イ
ノ
シ
シ
１
頭
か
ら

SF
TS
V
遺
伝
子
が
検
出
さ
れ
た
。

ま
た
、
イ
ノ
シ
シ
で
の
抗

SF
TS
V

抗
体
検
査
で
は
、
全
て
の
検
体
で

陰
性
で
あ
っ
た
。

当
研
究
所
で
検
査
を
実
施
し
、

SF
TS
V
遺
伝
子
が
検
出
さ
れ
た
患

者
10

人
、
ネ
コ
２
頭
及
び
イ
ノ

シ
シ
１
頭
に
つ
い
て
、
分
子
系
統

樹
解
析
を
実
施
し
た
結
果
、
検
出

さ
れ
た

SF
TS
V
の
遺
伝
子
型
は
、

全
て
日
本
で
最
も
報
告
が
多
い

J1

型
で
あ
っ
た
が
、
20
23

年
ま
で
は

発
生
地
域
に
よ
り
複
数
の
ク
ラ
ス

タ
ー
に
分
れ
て
い
た
。
し
か
し
、

20
24

年
は
発
生
地
域
と
遺
伝
子
系

統
に
相
関
は
み
ら
れ
な
か
っ
た
。

こ
の

こ
と

か
ら

、
県

内
へ

の

SF
TS
V
侵
入
に
は
複
数
の
ル
ー
ト

が
存

在
し
，
県

内
に
侵

入
し
た

SF
TS
V
は
イ
ノ
シ
シ
以
外
の
野
生

動
物
の
関
与
に
よ
り
県
内
で
広
が

っ
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
と
考
え

ら
れ
る
。

・
全
国
的
な
疫
学
調

査
へ

の
協

力
と

し

て
、
日
本
医
療
開
発

研
究
機
構
（
AM
ED
）

研
究
班
「
愛
玩
動
物

由
来
人
獣
共
通
感
染

症
の
対
策
を
目
指
し

た
総
合
研
究
」
に
参

加
し
、
検
査
結
果
を

共
有
し
た
。

無
千

円

（
－
）

30

千
円

（
80
）

50
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年

度ま
で

)

令
和

５
年

度

(
全

体
)

令
和

６

年
度

環
境
衛
生
科
学
研

究
所

試
験
研
究
事
業

魚
類

に
お
け

る

粘
液

胞
子
虫

の

高
感

度
検
出

法
、

寄
生
実

態

及
び

予
防
に

関

す
る

研
究

終
了

単
独

５ ～ ６

ヒ
ラ
メ
に
寄
生
す
る
粘
液
胞

子
虫

Ku
do
a

se
pt
em
pu
nc
ta
ta

は
食
中
毒
の
病
因
物
質
と
し
て

指
定
さ
れ
て
い
る
が
、
ヒ
ラ
メ

以
外
の
魚
の
生
食
に
よ
る
有
症

苦
情

も
多

く
報

告
さ

れ
、

K.
iw
at
ai

、
K.
he
xa
pu
nc
ta
ta

、

Un
ic
ap
su
la

se
ri
ol
ae
等
の
粘

液
胞
子
虫
の
関
与
が
疑
わ
れ
て

い
る
。

本
研
究
で
は
、
魚
類
に
寄
生

す
る
粘
液
胞
子
虫
の
高
感
度
検

査
法
を
確
立
し
、
県
内
の
有
症

苦
情
事
例
で
最
も
多
く
検
出
さ

れ
た
K.

iw
at
ai
に
つ
い
て
魚
類

の
汚
染
実
態
調
査
を
実
施
し
、

健
康
被
害
の
リ
ス
ク
を
把
握
す

る
と
と
も
に
、
予
防
方
法
に
つ

い
て
提
案
す
る
こ
と
を
目
標
と

す
る
。

魚
肉
10
g
か
ら
胞
子
ろ
過
液
を

作
製
す
る
前
処
理
法
を
確
立
し
、

そ
こ
か
ら
DN
A
を
抽
出
す
る
こ
と

に
よ
り
、
魚
体
の
広
範
囲
な
部
位

を
検
索
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ

た
。 水
産
・
海
洋
技
術
研
究
所
で
選

定
、
収
集
さ
れ
た
14
種
類
40
3
検

体
の
魚
類
に
お
い
て
K.

iw
at
ai

の
汚
染
実
態
調
査
を
実
施
し
た
と

こ
ろ
、
マ
ダ
イ
、
ク
ロ
ダ
イ
、
ス

ズ
キ
、
ヒ
ラ
ス
ズ
キ
、
キ
ビ
レ
で

K.
iw
at
ai

の
遺
伝
子
が
検
出
さ

れ
た
。
シ
ス
ト
が
確
認
さ
れ
な
か

っ
た
検
体
で
も
K.

iw
at
ai
遺
伝

子
が
陽
性
と
な
っ
た
検
体
も
あ
っ

た
。 リ
ア
ル
タ
イ
ム
PC
R
法
に
よ
る

定
量
解
析
に
よ
り
、
シ
ス
ト
の
有

無
と
検
出
遺
伝
子
量
に
関
連
が
み

ら
れ
、
シ
ス
ト
を
目
視
し
た
魚
に

つ
い
て
は
、
シ
ス
ト
を
除
去
し
た

と
し
て
も
生
食
を
避
け
る
こ
と
が

健
康
被
害
を
防
ぐ
た
め
に
重
要
で

あ
る
と
考
え
ら
れ
た
。

ま
た
、
K.

iw
at
ai
の
検
出
状

況
に

季
節
性
は

み
ら
れ

な
か
っ

た
。

・
調
理
の
際
に
観
察

す
べ
き
K.

iw
at
ai

の
シ
ス
ト
を
示
す
画

像
を
衛
生
課
や
保
健

所
に
還
元
し
た
。

・
研
修
会
や
市
民
向

け
の
イ
ベ
ン
ト
に
お

い
て
発
表
し
、
啓
発

活
動
を
実
施
し
た

（
研
修
会
２
回
、
業

務
研
究
発
表
会
１

回
）
。

・
汚
染
実
態
調
査
の

デ
ー
タ
を
研
究
所
報

告
及
び
静
岡
県
獣
医

師
会
報
に
て
報
告
し

た
。

無
千

円

(
－
)

30

千
円

(
70
)

40
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様
式

第
３

２
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年

度ま
で

)

令
和

５
年

度

(
全

体
)

令
和

６

年
度

環
境
衛
生
科
学

研
究
所

試
験
研
究
事
業

バ
ン

コ
マ

イ
シ

ン
耐

性
腸

球
菌

（
V
R
E
）

の
感

染
経

路
に

関
す

る
研

究

終
了

単
独

５ ～ ６

バ
ン
コ

マ
イ
シ

ン
耐
性

腸
球

菌
（
V
R
E）

は
、
高

齢

者
や

基
礎
疾

患
を
持

つ
ヒ

ト
に

は
、
様

々
な
感

染
症

の
重

症
化
リ

ス
ク
と

な

る
。 本
県
で

は
2
01

9
年
以

降
、

VR
E
届

出
数

が
増
加

し

て
い

る
が
、

届
出
対

象
は

V
RE
に
よ

る
感
染

症
を
発

症

し
た

患
者
で

あ
る
た

め
、

そ
の

背
後
に

は
多
く

の
保

菌
者

の
存
在

が
示
唆

さ
れ

る
。 特
に
医

療
機
関

で
は
気

づ
か

な
い
う

ち
に
感

染
が

伝
搬

し
て
い

る
可
能

性
が

あ
る

。

本
研

究
で

は
県
内

の
V
RE

伝
搬

を
把
握

す
る
と

と
も

に
感

染
経
路

を
解
明

す
る

こ
と

に
よ
り

、
医
療

機
関

に
お

け
る
感

染
防
止

対
策

の
支

援
、
公

衆
衛
生

対
策

の
一

助
と
す

る
。

【
分
離

株
の
解

析
】

当
所

に
搬

入
さ
れ

た
1
44
株

に
つ
い

て
、
菌

種
同
定

、
耐
性

遺
伝
子

の
確
認

を
行
っ

た
結

果
、
1
事
例

11
株
(
集
団

感
染
)

を
除
き

va
n
A保

有
E.

fa
ec

iu
m

で
あ
っ

た
。

ま
た

、
各

病
院
の

主
パ
タ

ー
ン

と
な

る
株
の

分
子
疫

学
的
解

析
を
行

っ
た
と

こ
ろ
、

全
て
の

株
に
つ

い
て
相

同
性
を

確
認
し

た
。

【
病
院

環
境
の

汚
染
調

査
】

県
内
1
0
医

療
機

関
に
て

院
内

環
境
の

拭
取
り

調
査
を

実
施
し

た
結
果

、
全
2
2
7箇

所
中
2
4
箇

所
か
ら

va
n
A保

有
の
E.

fa
ec
iu

mを
検

出
し

た
。

【
環
境

､ヒ
ト

由
来

株
解
析

】
病
院

環
境
分

離
株

と
、
同

じ
病

院
の

ヒ
ト
分

離
株

に
つ
い

て
分

子
疫

学
的
解

析
を

行
っ
た

と
こ

ろ
全

て
の
病

院
に

つ
い
て

環
境

と
ヒ

ト
分
離

株
の

相
同
性

が
認

め
ら

れ
た
。

こ
の

こ
と
か

ら
、

院
内
で

は
環

境
を

介
し
て

病
原

体
の
伝

播
が

起
こ

っ
て
い

る
こ

と
が
明

確
と

な
っ

た
。

・
令

和
５
、

６
年
度

の
東

部
地
域

VR
E
感

染
対

策
連
絡

会
議

に
て

報
告

・
保

健
所
が

実
施
す

る
V
R
E感

染
対
策

ミ

ー
テ

ィ
ン
グ

に
て

報
告

・
ま

と
め
た

資
料
に

つ
い

て
感
染

症
対

策
課

を
通
し

て
各

保
健

所
へ
周

知

・
感

染
症
発

生
動
向

調
査

委
員
会

薬
剤

耐
性

対
策
部

会
に

関
連

資
料
提

供

・
令

和
６
年

２
月
、

令
和

７
年
２

月
の

静
岡

県
公
衆

衛
生

研
究

会
に
て

報
告

無
千

円

（
－

）
3
0

千
円

(7
0
)

4
0
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様
式

第
３

２
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(前
年度

ま
で)

令
和

５
年

度

(
全

体
)

令
和

６

年
度

環
境
衛
生
科
学

研
究
所

試
験
研
究
事
業

食
中

毒
検

査
に

お
け

る
P
F
G
E
法

に
替

わ
る

分
子

疫
学

解
析

手
法

に
関

す
る

研
究

終
了

単
独

５ ～ ６

近
年

は
食

中
毒
が

広
域

で
発
生

す
る
傾

向
が
あ

る

た
め
、

異
な
る

地
域
で

患

者
が
発

生
し
た

場
合
、

検

出
さ
れ

た
菌
が

同
一
か

否

か
を
判

断
す
る

た
め
に

、

遺
伝
子

型
を
比

較
す
る

方

法
が
用

い
ら
れ

て
い
る

。

現
在

、
当

所
は
菌

株
間

の
比
較

に
は
パ

ル
ス
フ

ィ

ー
ル
ド

ゲ
ル
電

気
泳
動

法

(P
F
GE
法
)
を
実

施
し
て

い

る
が
、

諸
般
の

事
情
に

よ

り
こ
れ

に
替
わ

る
分
子

疫

学
解
析

手
法
を

整
備
す

る

必
要
が

あ
る
。

検
査

法
の

再
整
備

が
必

要
な
細

菌
は
複

数
あ
る

が
、
ま

ず
は
食

中
毒
事

件

数
が
多

く
、
広

域
で
発

生

し
や
す

い
カ
ン

ピ
ロ
バ

ク

タ
ー
を

対
象
に

PF
G
E法

に

替
わ
る

方
法
を

検
討
す

る

こ
と
に

決
定
し

た
。

【
解

析
手

法
の
検

証
】

カ
ン
ピ

ロ
バ
ク

タ
ー
を

対
象

に
M
LS

T
法

と
F
T
-I

R
法

の
２

つ
の

検
査

法
を
、

そ
れ
ぞ

れ
P
F
GE
法
と

比
較
・

検
証
を

行
っ

た
。

そ
の
結

果
、
ど

ち
ら
の

検
査

法
に
お

い
て
も

PF
G
E法

と
分

類
パ
タ

ー
ン
が

一
致
し

、
カ

ン
ピ
ロ

バ
ク
タ

ー
に
お

い
て

、
P
FG

E
法

の
代

替
法
と

し
て

利
用
で

き
る
こ

と
が
示

唆
さ

れ
た
。

今
回
は

保
存
菌

株
を
使

用
し

た
検
討

で
あ
っ

た
が
、

今
後

は
リ
ア

ル
タ
イ

ム
で
発

生
し

て
い
る

食
中
毒

事
例
に

お
け

る
活
用

法
の
検

討
が
必

要
と

思
わ
れ

る
。

同
様
に

、
散
在

的
集
団

発
生

の
探
知

や
感
染

拡
大
の

防
止

を
迅
速

に
行
う

た
め
に

、
様

々
な
菌

種
や
検

査
法
に

お
い

て
も
、

PF
G
E法

と
の
比

較
・

検
証

が
必
要

だ
と
考

え
ら

れ
る
。

・
新
た

な
分
子

疫
学

解
析
の

検
査
体

制

を
確
立

す
る
こ

と

で
、
P
F
GE
法
サ

ポ

ー
ト
終

了
後
に

お

い
て
も

継
続
的

な

検
査
が

可
能
と

な

る
。

・
全
国

的
に
比

較
可

能
な

分
子
疫

学
解

析
手

法
を
導

入
す

る
こ

と
で
、

広
域

化
す

る
食
中

毒
に

対
応

す
る
こ

と
が

可
能

に
な
る

と
と

も
に

、
原
因

特
定

の
迅

速
化
に

貢
献

し
、

さ
ら
な

る
食

中
毒

被
害
の

拡
大

を
防

止
す
る

こ
と

が
期

待
で
き

る
。

無
千

円

(
－
)

3
0

千
円

(
4
0)

4
0
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究
内

容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年
度ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

フ
ァ
ル
マ
バ
レ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

創
薬
探
索
研
究
事

業

化
合
物
ラ
イ
ブ

ラ
リ
ー
の
構
築

リ
ー
ド
化
合
物

の
ラ
ボ
ス
ケ
ー

ル
合
成
と
最
適

化
研
究

継
続

受
託

16 ～ ７

本
県
に
お
け
る
医
薬
品

や
医
療
機
器
な
ど
の
医
療

産
業
は
、
重
要
な
基
幹
産

業
で
あ
り
、
特
に
、
県
東

部
地
域
で
は
健
康
関
連
産

業
の
集
積
を
目
指
す
「
フ

ァ
ル
マ
バ
レ
ー
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
が
推
進
さ
れ
て
い

る
。 本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関

連
し
、
平
成
16
年
度
か
ら

当
研
究
所
で
も
フ
ァ
ル
マ

バ
レ
ー
セ
ン
タ
ー

（
＊
（
公
財
）
静
岡
県

産
業
振
興
財
団
）
及
び
県

立
大
学
大
学
院
創
薬
探
索

セ
ン
タ
ー
と
連
携
し
、
創

薬
探
索
に
関
連
し
た
業
務

(化
合
物
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
の

保
管
管
理
、
ス
ク
リ
ー
ニ

ン
グ
プ
レ
ー
ト
の
作
成
、

リ
ー
ド
化
合
物
の
最
適
化

と
ラ
ボ
ス
ケ
ー
ル
合
成
等

に
関
す
る
研
究
等
)を

担
当

し
、
医
薬
品
候
補
化
合
物

の
創
製
に
繋
が
る
研
究
を

実
施
し
て
い
る
。

令
和
５
年
度
は
、
フ
ァ
ル

マ
バ
レ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
第

４
次
戦
略
期
間
の
研
究
と
し

て
、
収
集
さ
れ
た
約

12
0,
00
0化

合
物
の
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
作
成
や
そ
の
ラ
イ

ブ
ラ
リ
ー
の
保
管
管
理
、
さ

ら
に
、
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
用

プ
レ
ー
ト
の
作
成
を
行
っ

た
。 さ
ら
に
、
こ
の
ス
ク
リ
ー

ニ
ン
グ
試
験
の
結
果
、
得
ら

れ
た
リ
ー
ド
化
合
物
に
つ
い

て
、
in

si
li
co
で
の
AD
ME
T

解
析
に
よ
る
化
合
物
プ
ロ
フ

ァ
イ
ル
解
析
、
リ
ー
ド
化
合

物
の
最
適
化
合
成
（
リ
ー
ド

オ
プ
テ
ィ
マ
イ
ゼ
ー
シ
ョ

ン
）
研
究
を
実
施
し
た
。

ヒ
ッ
ト
化
合
物
の
特
許
化

に
向
け
た
調
査
・
検
討
な
ど

に
も
取
り
組
み
、
当
所
の
研

究
員
が
発
明
人
と
な
っ
て
い

る
特
許
を
、
こ
れ
ま
で
に
累

計
17

件
出
願
し
た
。

静
岡
化
合
物
ラ
イ
ブ
ラ

リ
ー
は
そ
の
規
模
と
高

い
独
自
性
に
よ
り
、
外

部
の
研
究
機
関
か
ら
非

常
に
注
目
さ
れ
て
い

る
。 令
和
５
年
度
は
、
６
件

の
共
同
研
究
を
行
っ

た
。 今
後
、
新
規
抗
が
ん
剤

の
臨
床
試
験
を
は
じ
め

と
し
た
創
薬
研
究
開
発

へ
の
展
開
が
期
待
さ
れ

る
。

経
済

産

業
部

新
産

業
集

積
課

を
通

し
、

（
公

財
）

ふ
じ

の
く

に
医

療
城

下
町

推
進

機
構

に
出

願
譲

渡
し

知
的

財
産

管
理

を
行

う
。

千
円

(2
8
6,

5
35
)

1
6
,7

5
0

千
円

(3
0
3,

2
85
)

1
6
,7

5
0

＊
平
成

3
0年

４

月
１

日

(
公

財
)

ふ
じ

の

く
に

医

療
城

下

町
推

進

機
構

に

組
織

改

変 ※
経

済

産
業

部

に
お

い

て
第

４

次
計

画

を
策

定

（
R
３
-
R

７
）
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究
内

容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

創
薬

探
索
研

究
事
業

免
疫

機
能

を
利

用
し

た
新

規
低

分
子

抗
が

ん
剤

の
開

発

継
続

共
同

３ ～ ８

免
疫
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン

ト
分
子
に
対
す
る
抗
体
医

薬
の
開
発
は
抗
PD
-1
抗
体

で
あ
る
Ni
vo
lu
ma
bの

承

認
以
後
、
多
く
の
抗
体
に

つ
い
て
臨
床
試
験
が
施
行

さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
抗
体
医
薬
は

か
な
り
高
価
な
こ
と
も
あ

り
、
免
疫
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ

ン
ト
抗
体
と
同
様
の
効
果

を
期
待
で
き
る
安
価
な
低

分
子
化
合
物
な
ど
の
新
し

い
標
的
分
子
薬
の
開
発
を

目
指
す
。

静
岡
化
合
物
ラ
イ
ブ
ラ
リ

ー
の
構
造
デ
ー
タ
を
基
に
湘

南
医
療
大
学

石
川
教
授
の
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
上
で
の
ド
ッ

キ
ン
グ
シ
ュ
ミ
レ
ー
シ
ョ
ン

か
ら
、
い
く
つ
か
の
ヒ
ッ
ト

化
合
物
群
を
得
た
。

そ
の
中
で
化
合
物
Ｘ
に
つ
い

て
、
静
岡
が
ん
セ
ン
タ
ー
に
て

動
物
実
験
を
実
施
し
た
と
こ
ろ

抗
腫
瘍
活
性
を
有
す
る
こ
と
を

発
見
し
、
製
薬
企
業
と
の
ア
ラ

イ
ア
ン
ス
を
試
み
て
い
る
。

PD
-1
/P
D-
L1
接
着
を

強
力
に
阻
害
す
る
こ
と

の
可
能
な
化
合
物
を
発

見
し
、
静
岡
が
ん
セ
ン

タ
ー
で
の
動
物
試
験
に

て
、
抗
腫
瘍
活
性
を
確

認
し
た
。

当
該
化
合
物
に
つ
い

て
、
令
和
３
年
３
月
に

出
願
し
た
特
許
に
つ
い

て
、
フ
ァ
ル
マ
バ
レ
ー

セ
ン
タ
ー
と
連
携
し

て
、
導
出
先
企
業
を
探

し
て
い
る
。

経
済

産

業
部

新
産

業
集

積
課

を
通

し
、

（
公

財
）

ふ
じ

の
く

に
医

療
城

下
町

推
進

機
構

に
出

願
譲

渡
し

知
的

財
産

管
理

を
行

う
。

千
円

(
0
)

0

千
円

(
0) 0

静
岡

が
ん

セ
ン

タ
ー
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究
内

容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

創
薬

探
索
研

究

事
業

誤
り
が
ち
DN
A

修
復
経
路
の
抑

制
に
よ
る
が
ん

の
治
療
薬
研
究

継
続

共
同

３ ～ ７

あ
る
種
の
が
ん
細
胞

は
、
特
定
の
DN
A修

復
経
路

に
依
存
し
て
い
る
こ
と
が

わ
か
っ
て
い
る
。

共
同
研
究
者
で
あ
る
産

業
医
科
大
学

香
崎
助
教
の

グ
ル
ー
プ
は
、
DN
A修

復
の

活
性
測
定
を
実
施
す
る
効

率
的
な
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

方
法
を
確
立
し
て
い
る
。

本
研
究
で
は
、
若
年
性

希
少
が
ん
で
あ
る
骨
肉
腫

の
治
療
薬
を
目
指
し
、
DN
A

修
復
機
能
に
か
か
わ
る

Ra
d5
2タ

ン
パ
ク
質
を
阻
害

す
る
化
合
物
を
探
索
し
、

新
規
抗
が
ん
剤
へ
と
開
発

し
て
い
く
こ
と
を
目
的
と

し
て
い
る
。

Ra
d5
2阻

害
化
合
物
ス
ク

リ
ー
ニ
ン
グ
を
実
施
し
、
２

つ
の
化
合
物
を
ヒ
ッ
ト
化
合

物
と
し
て
同
定
し
た
。

化
合
物
Ａ
は
、
す
で
に
上

市
さ
れ
て
い
る
既
存
薬
で
あ

り
、
ド
ラ
ッ
グ
リ
ポ
ジ
シ
ョ

ニ
ン
グ
を
前
提
と
し
た
創
薬

展
開
を
進
め
て
い
る
。

化
合
物
Ｂ
は
、
低
分
子
化

合
物
で
あ
り
、
そ
の
類
縁
体

も
同
様
な
阻
害
活
性
を
示
し

て
い
る
。

現
在
、
活
性
に
必
須
な
構

造
の
研
究
を
進
め
て
い
る
。

令
和
３
年
３
月
に
出

願
し
た
特
許
に
つ
い

て
、
製
薬
企
業
に
ア
ピ

ー
ル
し
、
創
薬
開
発
の

パ
ー
ト
ナ
ー
と
な
る
企

業
を
探
し
て
い
る
。

令
和
５
年
度
は
、
新

た
に
科
学
研
究
費
助
成

事
業

基
盤
研
究

Bに
継

続
採
択
さ
れ
研
究
分
担

者
と
し
て
、
研
究
費
を

獲
得
し
た
。

経
済

産

業
部

新
産

業
集

積
課

を
通

し
、

（
公

財
）

ふ
じ

の
く

に
医

療
城

下
町

推
進

機
構

に
出

願
譲

渡
し

知
的

財
産

管
理

を
行

う
。

千円

(
1,

2
80
)

60
0

千
円

(1
,
58

0
)

30
0

産
業

医
科

大
学
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究
内

容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の
状

況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

創
薬

探
索
研

究

事
業

セ
ラ
ミ
ド
合
成

酵
素
阻
害
化
合

物
の
最
適
化
研

究

継
続

共
同

３ ～ ７

鈴
木
元

教
授

(藤
田
医
科
大

学
)は

、
肺
が
ん
患
者
の
遺
伝
子
解

析
を
統
計
的
に
行
っ
た
と
こ
ろ
、

セ
ラ
ミ
ド
合
成
酵
素
6を

コ
ー
ド
す

る
遺
伝
子

CE
RS
6が

過
剰
発
現
し

て
い
る
こ
と
を
発
見
し
た
。

ま
た
、
CE
RS
6を

ノ
ッ
ク
ダ
ウ
ン

し
た
マ
ウ
ス
で
は
、
陽
性
ラ
メ
リ

ポ
デ
ィ
ア
の
発
現
が
減
少
し
、
肺

が
ん
細
胞
の
侵
潤
・
転
移
が
抑
制

さ
れ
る
こ
と
を
見
出
し
た
。

こ
の
よ
う
な
背
景
か
ら
、
同
酵

素
を
選
択
的
に
阻
害
す
る
こ
と
が

可
能
な
低
分
子
化
合
物
は
、
新
規

肺
が
ん
転
移
抑
制
剤
に
成
り
得
る

と
考
え
、
静
岡
化
合
物
ラ
イ
ブ
ラ

リ
ー
の
中
か
ら
強
力
な
阻
害
活
性

を
持
つ
低
分
子
化
合
物
を
見
つ
け

る
た
め
に
、
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
を

開
始
し
、
活
性
の
あ
る
化
合
物
を

発
見
し
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
活
性
値
が
低

い
た
め
、
さ
ら
に
強
く
す
る
必
要

が
あ
っ
た
。
本
研
究
で
は
、
強
力

な
阻
害
活
性
を
有
す
る
化
合
物
を

創
製
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

令
和
５
年
度
は
、
こ

れ
ま
で
に
見
つ
か
っ
て

い
る
ヒ
ッ
ト
化
合
物
で

あ
る
PV
ZA
70
86
の
類
縁

体
に
注
力
し
て
、
類
縁

体
合
成
を
実
施
し
た
。

チ
ア
ゾ
ー
ル
に
結
合

す
る
ベ
ン
ゼ
ン
環
の
置

換
体
を
主
に
合
成
し

た
。 そ
の
結
果
、

FH
U0
02
3
に
強
い

CE
RS
6阻

害
効
果
が
あ

る
こ
と
を
発
見
し
た
。

本
研
究
に
よ
り
、
セ

ラ
ミ
ド
合
成
酵
素
を
阻

害
す
る
化
合
物
を
見
出

す
こ
と
が
で
き
た
。

抗
が
ん
剤
開
発
へ
の

基
礎
と
な
る
生
物
学
的

デ
ー
タ
の
取
得
を
試
み

て
い
る
。

今
後
、
動
物
試
験
で

有
意
な
測
定
結
果
が
得

ら
れ
た
場
合
、
特
許
出

願
を
行
う
予
定
で
あ

る
。

経
済

産

業
部

新
産

業
集

積
課

を
通

し
、

（
公

財
）

ふ
じ

の
く

に
医

療
城

下
町

推
進

機
構

に
出

願
譲

渡
し

知
的

財
産

管
理

を
行

う
。

千円 (0
)

0

千
円

(
0
)

0

藤
田

医
科

大
学
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究
内

容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

創
薬

探
索
研

究

事
業

コ
リ

バ
ク
チ

ン
産

生
阻
害

化
合

物
及
び

コ
リ

バ
ク
チ

ン
産

生
菌
の

増
殖

抑
制
化

合
物

の
探
索

継
続

共
同

４ ～ ７

大
腸

が
ん

の
罹

患
数

、
死

亡
者

数
は

と
も

に
増

加
傾

向
に

あ
る

。
し

か
し

、
そ

の
リ

ス
ク

因
子

に
つ

い
て

は
未

解
明

の
部

分
が

多
い

。
近

年
、

一
部

の
腸

内
大

腸
菌

の
産

生
す

る
コ

リ
バ

ク
チ

ン
が

遺
伝

毒
性

、
発

が
ん

性
を

有
し

て
い

る
こ

と
が

報
告

さ
れ

、
こ

の
物

質
が

大
腸

が
ん

の
リ

ス
ク

要
因

に
な

っ
て

い
る

こ
と

が
指

摘
さ

れ
て

い
る

。
そ

こ
で

本
研

究
で

は
、

新
規

大
腸

が
ん

の
高

リ
ス

ク
群

の
把

握
と

大
腸

が
ん

の
予

防
方

法
を

提
案

す
る

事
を

目
指

し
て

、
静

岡
化

合
物

ラ
イ

ブ
ラ

リ
ー

を
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

す
る

こ
と

と
し

た
。

静
岡

化
合

物
ラ

イ
ブ

ラ
リ

ー
か

ら
、

コ
リ

バ
ク

チ
ン

産
生

菌
の

増
殖

抑
制

及
び

コ
リ

バ
ク

チ
ン

産
生

阻
害

因
子

の
化

合
物

を
探

索
し

た
。

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
か

ら
見
出
し
た
活
性
化
合

物
に
つ
い
て
、
製
薬
企

業
と
の
ア
ラ
イ
ア
ン
ス

に
向
け
た
、
薬
効
の
増

強
と
構
造
最
適
化
合
成

を
実
施
し
て
い
る
。

経
済

産

業
部

新
産

業
集

積
課

を
通

し
、

（
公

財
）

ふ
じ

の
く

に
医

療
城

下
町

推
進

機
構

に
出

願
譲

渡
し

知
的

財
産

管
理

を
行

う
。

千円

(
0
)

0

千
円

(
0) 0

静
岡

県
立

大
学
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究
内

容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

創
薬

探
索
研

究

事
業

新
規
抗
が
ん
剤

開
発
候
補
を
目

指
す
tR
NA
修
飾

酵
素
と
阻
害
化

合
物
の
構
造
活

性
相
関

終
了

共
同

４ ～ ６

岡
山
大
学

藤
村
助
教
ら

は
、
RN
Aル

ー
プ
構
造
の
中

で
、
特
定
の
コ
ド
ン
が
修
飾

さ
れ
る
こ
と
で
、
特
定
の
シ

グ
ナ
ル
が
維
持
さ
れ
、
が
ん

幹
細
胞
性
を
規
定
す
る
こ
と

を
明
ら
か
に
し
た
。

そ
こ
で
、
修
飾
に
関
与
す

る
化
合
物
を
当
所
の
化
合
物

ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
か
ら
探
索
す

る
こ
と
と
し
た
。

最
終
的
に
は
、
抗
が
ん
剤

と
し
て
の
上
市
を
目
指
す
。

RN
A修

飾
酵
素
を
標
的
と

し
た
阻
害
剤
ス
ク
リ
ー
ニ

ン
グ
を
行
っ
た
と
こ
ろ
、

数
種
類
の
ヒ
ッ
ト
化
合
物

群
を
得
た
。

化
合
物
Iに

つ
い
て
は
、

細
胞
レ
ベ
ル
で
の
効
果
と

担
が
ん
マ
ウ
ス
モ
デ
ル
で

の
腫
瘍
消
失
効
果
が
確
認

さ
れ
た
。

こ
の
化
合
物
の
類
縁
体

の
デ
ザ
イ
ン
と
合
成
を
行

い
、
構
造
活
性
相
関
の
解

明
を
行
っ
た
。

令
和
４
年
２
月
に
公

開
さ
れ
た
PC
T出

願
の
研

究
内
容
に
つ
い
て
、
臨

床
試
験
に
向
け
た
パ
ー

ト
ナ
ー
企
業
を
探
し
て

い
く
。

ま
た
、
科
学
研
究
費

助
成
事
業

基
盤
研
究

C

に
研
究
代
表
者
と
し
て

採
択
さ
れ
て
お
り
、
研

究
費
を
獲
得
し
て
い

る
。

経
済

産

業
部

新
産

業
集

積
課

を
通

し
、

（
公

財
）

ふ
じ

の
く

に
医

療
城

下
町

推
進

機
構

に
出

願
譲

渡
し

知
的

財
産

管
理

を
行

う
。

千円

(
1,

6
50
)

7
50

千
円

(1
,
65

0
)

0

岡
山

大
学
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究
内

容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

創
薬

探
索
研

究

事
業

異
種
間
細
胞
接

着
を
標
的
と
し

た
新
規
抗
が
ん

剤
の
探
索
研
究

新
規

共
同

６ ～ ７

こ
れ

ま
で

に
、
血

管
新

生
や

免
疫

抑
制

に
関

わ
る

が
ん

間
質

相
互

作
用

を
標

的
と

し
た

分
子

標
的

薬
剤

が
開

発
さ

れ
て

き
た

が
、

間
接

的
に

が
ん

を
攻

撃
す

る
た

め
そ

の
治

療
効

果
は

限
定

的
で

あ
っ

た
。

従
っ

て
、

が
ん
間

質
相

互
作

用
と

細
胞

増
殖

を
同

時
に

阻
害

す
る

こ
と

が
、

が
ん

薬
物

療
法

の
治

療
効

果
を

最
大

化
す

る
と

考
え

ら
れ

る
。

本
研

究
で

は
、
腫

瘍
微

小
環

境
の

構
築

や
が

ん
間

質
相

互
作

用
に

お
い

て
中

心
的

な
役

割
を

果
た

す
。

が
ん

関
連

線
維
芽

細

(
C
an

c
e
r
-
a
s
s
o
c
ia
t
e
d

f
i
br

o
b
l
a
s
t,

C
A
F
）

を

標
的

と
し

た
低

分
子

創
薬

を
行

う
。

が
ん

細
胞

と
C
A
F

の

直
接

的
相
互

作
用

を
指

標
と

し
て
化

合
物

ラ
イ

ブ
ラ

リ
ー
の

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
を
行

い
、

こ
の

が
ん

間
質
相

互
作

用
を

阻
害

す
る
複

数
の

未
知

化
合

物
を
同

定
し

た
。

現
在

、
同

化
合

物
を

指
標

に
活
性

増
強

を
目

的
と

し
た
類

縁
体

合
成

を
行

っ
て
い

る
。

ス
ク

リ
ー

ニ
ン
グ

で
得
ら

れ
た

ヒ
ッ
ト

化
合
物

を
元

に
、
細

胞
増
殖

抑
制

効
果
、

メ
カ
ニ

ズ
ム

解
析
を

行
っ
て

い
る
。

ま
た

、
外

部
研
究

資
金
に

も
積

極
的
に

応
募
し

て
、

研
究
費

の
獲
得

と
研

究
展
開

を
図
っ

て
い

る
。

経
済

産

業
部

新
産

業
集

積
課

を
通

し
、

（
公

財
）

ふ
じ

の
く

に
医

療
城

下
町

推
進

機
構

に
出

願
譲

渡
し

知
的

財
産

管
理

を
行

う
。

千円 (0
)

0

千
円

(
0
)

0

佐
々

木
研

究
所
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究
内

容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

創
薬

探
索
研

究

事
業

扁
平
上
皮
癌
を

標
的
と
し
た
酵

素
Ｘ
阻
害
剤
の

探
索

新
規

共
同

６ ～ ７

鈴
木

元
教

授
(
藤

田

医
科

大
学
)
は

、
酵

素
X
が

扁
平

上
皮

癌
の

増
殖

に
深

く
関

与
し

て
い

る
こ

と
に

着
目

し
、

同
酵

素
を

強
力

に
阻

害
す

る
こ

と
が

で
き

る
化

合
物

は
、

新
し

い
抗

が
ん

剤
に

な
り

得
る

と
考

え
、

共
同

研
究

を
開

始
し

た
。

脂
質

リ
ン
酸

化
阻
害

剤
で

あ
る

既
知
化

合
物
Y

が
、

酵
素
X
に

阻
害

活
性

が
あ

る
こ

と
を
発

見

し
、

活
性

増
強
の

た
め

の
類

縁
体

合
成
を

行
っ

た
。 そ

の
結

果
、

I
C
5
0値

1
u
M
程

度
の

化
合
物

を
創

出
で

き
た
。

こ
の

研
究

は
、

A
M
ED

創
薬

総
合
支

援
事

業
(
創

薬
ブ

ー

ス
タ

ー
)
に

採
択

さ

れ
、

企
業
導

出
を
目

指
す

も
の
で

あ
る
。

経
済

産

業
部

新
産

業
集

積
課

を
通

し
、

（
公

財
）

ふ
じ

の
く

に
医

療
城

下
町

推
進

機
構

に
出

願
譲

渡
し

知
的

財
産

管
理

を
行

う
。

千円 (0
)

0

千
円

(4
,
09

0
)

4
,
09
0

藤
田

医
科

大
学
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

環
境

衛
生
科

学
研
究

所
試
験

研
究
事

業

食
品

中
の

グ

リ
ホ

サ
ー

ト

分
析

法
の

開

発

終
了

単
独

５ ～ ６

グ
リ

ホ
サ

ー
ト

は
、

非
選

択
性

の
ア

ミ
ノ

酸
系

除
草

剤
で

、
国

内
外

で
広

く
使

用
さ

れ
て

い
る

。
加

え
て

、
一

般
家

庭
に

お
い

て
も

入
手

し
や

す
く

、
過

去
に

は
清

涼
飲

料
水

へ
の

混
入

事
件

等
も

発
生

し
て

い
る

。
ま

た
、

本
県

で
は

、
食

品
に

残
留

す
る

農
薬

等
に

お
け

る
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

リ
ス

ト
制

度
の

も
と

、
L
C
-
M
S
/
M
S
及

び
G
C
-
M
S
/
M
S

を
用

い
て

約
3
5
0
項

目
の

農
薬

の
一

斉
分

析
が

可
能

で
あ

る
が

、
グ

リ
ホ

サ
ー

ト
は

高
極

性
な

物
性

で
あ

る
た

め
、

現
行

の
一

斉
分

析
法

の
項

目
に

含
め

る
こ

と
は

困
難

で
あ

る
。

加
え

て
、

食
品

等
に

含
ま

れ
る

グ
リ

ホ
サ

ー
ト

を
定

量
す

る
た

め
の

前
処

理
方

法
は

複
雑

で
時

間
を

要
す

る
。

そ
こ

で
、

将
来

的
に

残
留

基
準

値
へ

の
適

合
判

定
が

行
え

る
よ

う
、

本
研

究
で

は
、

ま
ず

食
品

中
へ

の
混

入
事

例
等

に
対

応
で

き
る

分
析

法
の

構
築

を
目

指
す

。

幅
広

い
加

工
食

品
に

つ
い

て
グ

リ
ホ

サ
ー

ト
を

分
析

す
る

こ
と

が
可

能
な

分
析

法
を

構
築

で
き

た
。

ま
た

、
前

処
理

に
掛

か
る

時
間

を
大

き
く

削
減

で
き

た
こ

と
で

、
公

定
法

と
比

較
し

て
簡

便
か

つ
迅

速
な

分
析

が
可

能
に

な
っ

た
。

こ
れ

ら
の

こ
と

か
ら

、
本

試
験

法
は

食
品

へ
の

グ
リ

ホ
サ

ー
ト

混
入

が
疑

わ
れ

る
事

例
に

お
い

て
、

迅
速

に
原

因
物

質
を

定
性

・
定

量
す

る
試

験
法

と
し

て
は

十
分

に
有

効
で

あ
り

、
健

康
危

機
事

例
に

お
け

る
当

所
の

検
査

体
制

を
強

化
で

き
た

。

食
品

へ
の

グ
リ

ホ
サ

ー
ト

混
入

が

疑
わ

れ
る

事
案

が

発
生

し
た

際
に

は
、

実
際

に
、

本

分
析

法
を

用
い

て

原
因

物
質

の
特

定

を
行

う
。

・
第

61
回
静
岡
県
公
衆

衛
生
研
究
会

（
令
和
７
年
２
月
）

・
環

衛
レ

ポ
ー
ト

N
o
.7
9

(
令
和

７
年
７

月
)

掲
載

予
定

・
静
岡
県
環
境
衛
生
科

学
研
究
所
報
告

No
.6
7(
20
25
)掲

載
予
定

・
全
国
食
品
衛
生
監
視

員
協
議
会
第

65
回
関
東

ブ
ロ
ッ
ク
研
修
大
会

（
令
和
７
年
８
月
）

に
て
発
表
予
定

・
第

6
2
回

全
国

衛
生

化
学

技
術

協
議
会

(
令
和

７
年

1
1
月

)

に
て

発
表

予
定

無
千円

(
1
2
0
)

1
2
0

千円

(3
50
)

23
0
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前

年度
ま

で
)

-
年

度

(
全

体
)

６
年

度

環
境

衛
生

科
学

研
究
所

試
験

研
究

事
業

子
供
向
け
サ
プ
リ

メ
ン
ト
に
関
す
る

調
査

終
了

単
独

６
消

費
者

の
健

康
志

向
の

高
ま

り
か
ら
様
々

な
サ
プ

リ
メ

ン
ト
が
販
売

さ
れ
て

い
る
。

サ
プ
リ

メ
ン

ト
に

は
カ

プ
セ

ル
や
錠
剤
等

の
医
薬

品
様

の
形
状
の
製

品
や
、

グ
ミ

や
ゼ
リ
ー
の

よ
う
な

形
状

の
製
品
等
、

様
々
な

製
品
が
あ
る
。

中
で
も

子
供

向
け

の
サ

プ
リ

メ
ン
ト
は
摂

取
継
続

性
を

重
視
し
、
グ

ミ
、
ウ

エ
ハ

ー
ス
、
キ
ャ

ン
デ
ィ

等
の

菓
子
形
状
の

も
の
が

多
く

流
通
し
て
お

り
、
食

べ
や

す
い
反
面
、

必
要
量

以
上

に
摂
取
す
る

こ
と
が

懸
念
さ
れ
る
。

そ
こ
で

、
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

に
よ
る
子
供

向
け
サ

プ
リ

メ
ン
ト
の
利

用
実
態

調
査

と
市
販
品
の

試
買
調

査
を

実
施
し
、
結

果
を
情

報
発

信
す
る
こ
と

で
消
費

者
に

子
供
向
け
サ

プ
リ
メ

ン
ト

の
適
正
な
利

用
を
促

す
こ
と
を
目
的
と
し
た
。

18
歳
以
下
の
子
を
持
つ
親
を

対
象
と
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の

結
果
、
サ
プ
リ
メ
ン
ト
摂
取
者
の

う
ち
、
親
が
栄
養
の
補
給
や
身
体

の
成
長
促
進
を
目
的
に
摂
取
さ
せ

て
い
る
子
供
が
約
７
割
、
親
が
摂

取
量
を
管
理
せ
ず
に
サ
プ
リ
メ
ン

ト
を
摂
取
す
る
子
供
が
約

3
割
存

在
し
た
こ
と
等
が
分
か
っ
た
。

ま
た
、
試
買
調
査
の
結
果
、
調

査
対
象
品
の
カ
ル
シ
ウ
ム
お
よ
び

鉄
の
栄
養
成
分
表
示
値
は
、
正
し

く
表
示
さ
れ
て
い
た
。

カ
ル
シ
ウ
ム
と
鉄
に
つ
い
て
、

1
日
当
た
り
の
摂
取
目
安
量
に
含

ま
れ
る
含
有
量
が
製
品
間
で
大
き

く
異
な
っ
て
い
た
こ
と
、
価
格
と

成
分
含
有
量
の
間
に
相
関
は
見
ら

れ
な
か
っ
た
こ
と
、
食
事
か
ら
の

摂
取
量
を
加
味
し
て
も
推
奨
量
を

満
た
す
製
品
と
満
た
さ
な
い
製
品

が
あ
っ
た
こ
と
、
乳
幼
児
や
小
児

は
摂
取
を
控
え
る
よ
う
注
意
喚
起

し
て
い
る
製
品
が
あ
っ
た
こ
と
等

が
分
か
っ
た
。

製
品
選
択
時
は
成
分
の
種
類
や

価
格
だ
け
で
な
く
含
有
量
、
摂
取

上
の
注
意
事
項
、
製
品
の
管
理
方

法
等
に
つ
い
て
留
意
す
る
必
要
が

あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

得
ら
れ
た
結
果
を

「
商
品
テ
ス
ト
情
報
」

に
ま
と
め
、
当
研
究
所

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲

載
し
て
情
報
発
信
す
る

と
と
も
に
、
SN
S
や
情

報
誌
を
用
い
て
広
報
す

る
。

･第
61

回
静
岡
県
公
衆

衛
生
研
究
会

（
令
和
７
年
２
月
）

･商
品
テ
ス
ト
情
報

No
.1
80

（
令
和
７
年
５
月
発
行

予
定
）

･静
岡
県
環
境
衛
生
科
学

研
究
所
報
告

No
.6
7(
20
25
)

掲
載
予
定

無
千

円

(
-
) -

千
円

(
1
0
0
)

1
0
0
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前年

度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

環
境

衛
生
科

学
研
究

所
試
験

研
究
事

業

機
械
学
習
手
法
を

用
い
た
光
化
学
オ

キ
シ
ダ
ン
ト
の
当

日
濃
度
予
測
手
法

の
確
立

終
了

単
独

５ ～ ６

光
化
学
オ
キ
シ
ダ
ン
ト

（
Ox
)は

県
内
の
全
て
の
測
定

局
で
環
境
基
準
が
唯
一
達
成
さ

れ
て
い
な
い
。
健
康
被
害
の
未

然
防
止
の
た
め
、
高
濃
度
時
に

は
注
意
報
等
を
発
令
し
、
工
場

へ
の
燃
料
削
減
依
頼
や
県
民
へ

注
意
喚
起
等
行
な
っ
て
い
る
。

高
濃
度
に
な
り
や
す
い
監
視
強

化
期
間
の
う
ち
、
７
月
か
ら
９

月
初
旬
に
か
け
て
業
者
委
託
に

よ
る
濃
度
予
測
で
A～

Cの
３
段

階
の
ラ
ン
ク
付
け
を
行
い
、
予

測
が
Aラ

ン
ク
又
は
Ox
濃
度
が

10
0p
pb
以
上
と
な
っ
た
場
合
に

監
視
体
制
に
入
る
こ
と
で
、
監

視
業
務
に
役
立
て
て
い
る
。

当
研
究
所
で
は
、
過
去
に
大

気
環
境
常
時
監
視
デ
ー
タ
を
用

い
て
重
回
帰
分
析
等
に
よ
る
Ox

濃
度
予
測
を
試
み
た
が
、
適
切

な
方
法
を
模
索
で
き
な
か
っ

た
。 そ
こ
で
、
AI
に
よ
る
予
測
技

術
の
う
ち
ク
ラ
ス
分
類
を
行
う

機
械
学
習
手
法
を
用
い
て
、
過

去
の
監
視
デ
ー
タ
及
び
気
象
デ

ー
タ
を
学
習
さ
せ
、
当
日
の
気

象
デ
ー
タ
か
ら
Ox
濃
度
を
精
度

良
く
予
測
す
る
手
法
を
確
立
す

る
こ
と
を
目
指
す
。

AI
に
学
習
さ
せ
る
デ
ー
タ
を

検
討
し
た
結
果
、
本
県
気
象
デ

ー
タ
と
移
流
を
考
慮
す
る
た
め

に
他
県
の
気
象
デ
ー
タ
を
採
用

す
る
こ
と
と
し
、
気
象
デ
ー
タ

は
リ
ア
ル
タ
イ
ム
予
測
を
想
定

し
、
天
気
予
報
サ
イ
ト
で
取
得

で
き
る
気
温
、
湿
度
、
風
向
、

風
速
、
日
射
量
と
し
た
。

複
数
の
AI
手
法
を
検
討
し
た

結
果
、
大
量
な
デ
ー
タ
の
処
理

が
可
能
で
、
時
系
列
デ
ー
タ
の

処
理
に
優
れ
た
リ
カ
レ
ン
ト
ニ

ュ
ー
ラ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

（
RN
N）

に
よ
る
予
測
が
最
適

で
あ
っ
た
。

20
09
年
か
ら
20
24
年
の
デ
ー

タ
で
評
価
し
た
結
果
、
中
部
と

西
部
は
再
現
率
か
ら
、
各
1回

の
み
10
0p
pb
超
過
事
象
を
予
測

で
き
な
か
っ
た
が
、
適
合
率
は

10
0%
と
な
っ
て
お
り
、
偽
陽
性

を
出
す
こ
と
な
く
予
測
で
き

た
。 東
部
・
伊
豆
に
つ
い
て
は
、

偽
陽
性
が
他
地
区
よ
り
多
く
な

っ
た
が
、
10
0p
pb
超
過
事
象
の

予
測
は
西
部
と
中
部
と
同
程
度

と
な
っ
た
。

本
研
究
で
、
西
部
、

中
部
、
東
部
・
伊
豆
の

10
0p
pb
超
過
事
象
を
予

測
で
き
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
作
成
す
る
こ
と
が
で

き
た
。

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

用
の
エ
ン
ト
リ
ー
モ
デ

ル
PC
を
用
い
て
、
AI
技

術
の
み
で
予
測
シ
ス
テ

ム
を
確
立
し
た
の
は
、

本
県
が
初
の
試
み
で
あ

る
。 こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
に

学
習
用
の
デ
ー
タ
を
自

動
作
成
す
る
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
追
加
す
る
こ
と

で
、
デ
ー
タ
の
作
成
か

ら
予
測
結
果
の
表
示
ま

で
を
全
自
動
で
行
う
リ

ア
ル
タ
イ
ム
予
測
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
作
成
し
、
監

視
業
務
で
の
活
用
を
目

指
す
。

無
千円

(
10
)

1
0

千円

(1
00
)

90
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様
式

第
3
2
号

試
験

研
究

成
果

一
覧

表

（
令

和
７

年
３

月
3
1
日

現
在

）

区
分

事
業

名

研
究

テ
ー

マ

（
細

目
）

研
究

内
容

終
了

継
続

新
規

廃
止

の
別

国
庫

受
託

単
独

共
同

の
別

研 究 期 間

研
究

目
的

背
景

等

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用

及
び

普
及

等
の

状
況

特
許

等

帰
属

の

有
無

及

び
内

容

事
業

費
備 考

(
前年

度
ま

で
)

５
年

度

(
全

体
)

６
年

度

環
境

衛
生
科

学
研
究

所
試
験

研
究
事

業

水
質
汚
濁
原
因
究

明
手
法
の
基
礎
的

研
究

新
規

単
独

６ ～ ８

公
共
用
水
域
の
水
質
測
定
に

お
い
て
、
BO
Dが

環
境
基
準
を

超
過
し
た
場
合
、
既
存
の
分
析

手
法
で
は
検
体
の
前
処
理
や
分

析
に
時
間
（
5日

間
）
を
要
す

る
た
め
、
具
体
的
な
原
因
究
明

に
は
至
ら
な
い
場
合
が
多
い
。

近
年
、
蛍
光
分
光
光
度
計
を

用
い
た
励
起
・
蛍
光
マ
ト
リ
ク

ス
法
で
得
ら
れ
た
３
次
元
励
起

蛍
光
ス
ペ
ク
ト
ル
を
平
行
因
子

解
析
す
る
EE
M-
PA
RA
FA
C法

が

開
発
さ
れ
、
環
境
水
や
排
水
の

調
査
解
析
に
応
用
さ
れ
は
じ
め

て
い
る
。

こ
の
手
法
は
短
時
間
で
検
体

中
の
ア
ミ
ノ
酸
や
腐
植
物
質
等

に
関
連
す
る
蛍
光
性
溶
存
態
有

機
物
を
抽
出
し
、
各
成
分
の
相

対
量
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
水
質
汚
濁

の
発
生
源
の
推
定
等
へ
の
活
用

が
期
待
さ
れ
る
。

そ
こ
で
、
本
手
法
を
実
施
す

る
た
め
の
条
件
検
討
、
環
境
基

準
超
過
地
点
及
び
そ
の
周
辺
水

域
等
に
お
け
る
採
水
及
び
デ
ー

タ
解
析
を
通
じ
て
、
新
た
な
水

質
汚
濁
の
原
因
調
査
手
法
の
確

立
を
目
指
す
。

①
採
水
後
、
検
体
は
冷
蔵
保
管

し
て
お
く
こ
と
と
、
ろ
過
に

使
用
す
る
フ
ィ
ル
タ
ー
の
前

処
理
条
件
を
明
ら
か
に
し

た
。

（
Di
sm
ic
フ
ィ
ル
タ
ー
の
場

合
20
mL
以
上
の
超
純
水
、
0.
5

μ
mの

メ
ン
ブ
レ
ン
フ
ィ
ル
タ
-

の
場
合
は
50
mL
以
上
の
サ
ン
プ

ル
水
で
洗
浄
）

②
ろ
過
後
検
体
の
3次

元
励
起

蛍
光
ス
ペ
ク
ト
ル
(E
EM
)測

定
の
標
準
的
な
測
定
条
件
を

決
定
し
た
。

③
測
定
し
た
EE
Mデ

ー
タ
を

PA
RA
FA
C解

析
す
る
た
め
の

補
正
内
容
と
解
析
コ
ー
ド
を

構
築
し
た
。

対
象
水
域
の
複
数
地

点
で
毎
月
採
水
及
び
分

析
を
実
施
、
PA
RA
FA
C法

に
よ
る
解
析
に
よ
り
含

有
成
分
及
び
そ
れ
ら
の

相
対
量
を
調
査
中
で
あ

る
。 ま
た
、
各
成
分
と
BO
D

と
の
関
連
性
に
つ
い
て

も
解

析
を

進
め

て
い

る
。

無
千円

(
－
)

－

千円

(2
70
)

90

184



様式第３３号

公務中の事故等に関する調

１ 現金、財産及び占有動産の亡失・損傷事故

なし

２ 公務災害（通勤災害を含む。）

なし

３ 公務中における交通事故

(1) 発生状況

(2) 監査対象期間中の事故

なし

４ その他

なし

区 分 件 数

事故の内訳

加害事故

（過失割合

50％超）

被害事故

（過失割合

50％以下）

その他

(過失割合が不

明なもの等)

前々々年度 ０ ０ ０ ０

前々年度 ０ ０ ０ ０

前 年 度 ０ ０ ０ ０

本 年 度 ０ ０ ０ ０
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様式第３４号

工事中の事故に関する調

１ 工事中の事故発生状況（年度単位で記載する）

（ 令和７年７月31日 現在）

２ 工事中の事故の内容（前年度予備監査（工事技術）の翌日から本年度予備監査（工事技術）の当日

までの期間内に発生したものを記載する）

区分
第三者事故 工事等の関係者事故

もらい事故

（負傷者あり）

件数 死亡 重傷 軽傷 損害のみ 件数 死亡 重症 重症以外 件数 死傷

前々年度 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０人

前 年 度 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０人

本 年 度 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０人

事 故 の 種 類

工事(委託)名

工事(委託)概要

事故発生日時

事故発生場所

受 注 者

事故発生状況

被 災 の 程 度

事故発生原因

事 後 対 応

該当なし
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様式第３５号

前回の監査結果等改善状況調

１ 定 期 監 査

前 回 監 査 令和６年11月13日

前回監査対象期間 令和５年８月１日～令和６年７月31日

区 分 改 善 状 況

１ 指 摘

２ 注 意

３ 意 見

４ 指 導

該当なし
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